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氏 名
学位（専攻分野）
学位記番号
学位記授与の日付
学位記授与の要件
学位論文題目
論文審査委員
盧明霞
博士（理学）
千大院理博甲第理５４号
平成２５年９月２７日
学位規則第４条第１項該当
Effects of  mol ecul ar adsorpti on on properti es of  nanocarbons（ナ
ノカーボンの性質に及ぼす分子吸着の効果）
（主査）准教授 泉康雄
（副査）教授 藤川高志 教授 柳澤章
教授 加納博文
論 文 内 容 の 要 旨
Due to the popul ati on boost and the i ndustri al i zati on thri l l ,  energy cri si s becomes the hottest 
i ssue i n the recent decades.  I n order to reduce the energy consumpti on such as coal ,  oi l ,  el ectri c 
energy and movi ng to soci ety wi th l ow envi ronmental  l oad.  Green and recycl abl e energy resources 
devel opment and to extend i ts uti l i zati on are becomi ng i ncreasi ngl y i mportant.  As a new storage 
and conducti ng materi al ,  nanocarbon materi al s have recei ved great attenti on due to thei r hi gh 
surface area,  hi gh thermal  and el ectri cal  conducti vi ty,  and hi gh chemi cal  stabi l i ty.  I n thi s study,  
the el ectron densi ty of si ngl e-wal l ed carbon nanotubes (SWCNTs) i s effecti vel y modi f i ed wi th 
hexai odobenzene (HI B) mol ecul es by l i qui d-phase adsorpti on.  The di sappearance of  the peaks i n NI R 
absorpti on spectrum and Raman spectrum of  the radi al  breathi ng mode (RBM) provi ng charge transfer 
i nteracti on exci ti ng between SWCNTs and the adsorbed HI B mol ecul es,  i ndi cati ng the el ectroni c 
structure of SWCNT can be control l ed by change the adsorbed amount of charge transfer mol ecul es.  
The el ectri cal  property of SWCNTs was further studi ed by el ectrochemi cal  measurements are performed 
i n a one-compartment cel l  contai ni ng the SWCNT-PET thi n-f i l m as a worki ng el ectrode,  a Pt sheet 
as a counter el ectrode,  a saturated Ag/AgCl  as a reference el ectrode,  and NaCl -KI  worki ng 
el ectrol ytes.  AC i mpedance curves show a decreasi ng charge transfer resi stance (RCT) wi th i ncreasi ng 
SWCNTs l oadi ng on the PET f i l m.  I f  we can control  the thi ckness of  SWCNTs el ectrode,  i t shoul d be
a very good el ectrode materi al  for the sol ar cel l .
論文審査の結果の要旨
ナノカーボンは、2次電池用負極材料やスーパーキャパシター、太陽電池電極材料など、新しいエネル
ギー関連デバイスとしての応用が期待されている物質である。本論文では単層カーボンナノチューブ
（SWCNT）や活性炭素繊維（ACF）などのナノカーボンの電気化学特性に関する、ヨウ素やヨウ化物イ
オン、イオン液体分子の吸着現象の影響を調べるために３つの検討を行った。１）ヘキサヨードベンゼン
（HIB）分子の吸着が及ぼすSWCNTの電気伝導性の変化について、２）NaCl-KI溶液中におけるヨウ化
物イオンの吸着における電極界面の挙動について、３）ACFのナノ空間に制約されたイオン液体の動的挙
動についてである。
１）ではSWCNTの電子構造に及ぼすHIB吸着の効果を、ラマン分光測定および近赤外-可視光吸収分
光測定によって検討し、電荷移動が起こることを明らかにした。２）ではPET上に製膜されたSWCNT
電極の界面における電荷移動について、交流インピーダンス法で検討し、電位と電荷移動特性の関係につ
いて明らかにした。３）ではパルス磁場勾配NMRを用いて、ACFナノ空間中のイオン液体の拡散定数を
求め、バルク液体における拡散挙動と比較し、ナノ空間における特異な動的挙動を明らかにした。
以上の研究成果は、ナノ空間科学およびエネルギー利用におけるナノ材料開発の発展に大きく貢献する
ものであると認められる。
以上述べたように、審査委員会は本論文が博士（理学）の学位に値するものと判断した。
氏 名
学位（専攻分野）
学位記番号
学位記授与の日付
学位記授与の要件
学位論文題目
論文審査委員
Mi ryeganehnodehi  Mati n
博士（理学）
千大院理博甲第理５５号
平成２５年９月２７日
学位規則第４条第１項該当
Phyl ogeography of a pantropi cal  pl ant wi th sea-dri fted seeds,  
I pomoea pes-caprae (L. )  Roth. ,  (Convol vul aceae)（汎熱帯海流散布植
物グンバイヒルガオ(ヒルガオ科)の系統地理学的研究）
（主査）教授 綿野泰行
（副査）教授 田村隆明 教授 土谷岳令
准教授 梶田忠
論 文 内 容 の 要 旨
Ipomoea pes-caprae (Convol vul aceae) ,  a pantropi cal  pl ant wi th sea-dri f ted seeds,  i s found 
gl obal l y i n the l i ttoral  areas of tropi cal  and subtropi cal  regi ons.  Unusual  l ong-di stance seed 
di spersal  has been bel i eved to be responsi bl e for i ts extraordi nari l y wi de di stri buti on;  however,  
the actual  l evel  of  i nter-popul ati on mi grati on has never been studi ed.  To cl ari fy the l evel  of  
mi grati on among popul ati ons of  I .  pes-caprae across i ts range,  we i nvesti gated nucl eoti de sequence 
vari ati ons by usi ng 7 l ow-copy nucl ear markers and 272 sampl es col l ected from 34 popul ati ons that 
cover the range of  the speci es.  We appl i ed coal escent-based approaches usi ng maxi mum l i kel i hood 
and Bayesi an methods to assess mi grati on rates,  di recti on of  gene f l ow,  and geneti c di versi ty among 
popul ati ons.  Our resul ts showed a hi gh number of  mi grants and a l ow l evel  of  di f ferenti ati on among 
popul ati ons of I .  pes-caprae subsp.  brasi l i ensi s,  whi ch suggests that gene f l ow among di stant 
popul ati ons was mai ntai ned by l ong-di stance seed di spersal  across i ts gl obal  range.  These resul ts 
al so provi de strong evi dence for recent trans-oceani c seed di spersal  by ocean currents i n al l  3 
oceani c regi ons.  We al so found gene f l ow crossi ng the Ameri can conti nents.  Al though thi s i s an 
apparent l and barri er for sea-di spersal ,  gene f l ow between popul ati ons of  the East Paci f i c and West 
Atl anti c regi ons was hi gh,  perhaps because of  trans-i sthmus gene f l ow vi a pol l en di spersal .  On the 
other hand,  popul ati ons of  subsp. pes-caprae that are restri cted to onl y the northern part of  the 
I ndi an Ocean regi on were hi ghl y di f ferenti ated f rom subsp.  brasi l i ensi s.  Crypti c barri ers that 
prevented gene f l ow by sea di spersal  between the ranges of  the 2 subspeci es and/or hi stori cal  
di f ferenti ati on that caused l ocal  adaptati on to di f ferent envi ronmental  factors i n each regi on coul d 
expl ai n thi s geneti c di f ferenti ati on.  Overal l ,  thi s i s the f i rst study that suggests that 
l ong-di stance di spersal  by sea-dri fted seeds i s suff i ci ent to mai ntai n gene f l ow across the gl obal
range of  I .  pes-caprae subsp.  brasi l i ensi s.
論文審査の結果の要旨
汎熱帯海流散布植物とは、海流で散布される種子や果実をもつ植物のうち、１種が、あるいはお互いに
近縁な少数の種からなる種群が、全世界の熱帯・亜熱帯の海岸域に地球を一周するほどの広い分布域を持
つものの総称である。本研究で論文提出者は、汎熱帯海流散布植物の代表種であるIpomoea pes-caprae（ヒ
ルガオ科）の2つの亜種, ssp. pes-capraeとssp. brasiliensisが、全世界の熱帯・亜熱帯の海岸域に広が
る分布域をどのように維持しているのかを、系統地理学的解析により明らかにした。遺伝マーカーとして
核のローコピー遺伝子11個を用いて、分布域を広く網羅するような地域から採集された34集団272個体
について、塩基配列が決定された。得られた塩基配列は、集団間の移住の程度を推定するMigrateと、
isolation with migrationモデルに基づいて集団遺伝学的パラメータを推定するIMの、２つの方法を用い
て解析された。その結果、ssp. brasiliensisでは分布域全体で遺伝子流動が保たれていることが明らかにな
った。海によって遠く隔てられた２集団間でも遺伝子流動が保たれていることから、海流による長距離種
子散布が広大な分布域の維持に貢献していることが示された。また、アメリカ大陸の東西の集団間では部
分的な遺伝流動も示唆された。一方、２つの亜種間で遺伝子流動は示されず、生物学的には種レベルの分
化が生じている可能性が示唆された。また、集団間の分岐年代を推定したところ、亜種間の分化の方が、
ssp. brasiliensisのアメリカ大陸の東西集団間の分化よりも新しいことが示され、ssp. pes-capraeはssp. 
brasiliensisから比較的最近分化したことが示された。
当審査委員会は審査の結果、この研究が学術的価値の高い新知見を提出するものであると判断した。
以上述べたように、審査委員会は本論文が博士（理学）の学位に値するものと判断した。
氏 名
学位（専攻分野）
学位記番号
学位記授与の日付
学位記授与の要件
学位論文題目
論文審査委員
加藤睦実
博士（理学）
千大院理博甲第理５６号
平成２５年９月２７日
学位規則第４条第１項該当
泥質珪酸塩岩と炭酸塩岩との互層の部分融解に関する研究：地殻深部で
の異種岩石間の相互作用
（主査）教授 津久井雅志
（副査）教授 井上厚行 教授 金川久一
教授 廣井美邦
（外部審査委員）横浜国立大学大学院環境情報研究院
教授 有馬眞
論 文 内 容 の 要 旨
多様な岩石が混在する大陸地殻の発達と化学的分化のプロセスとして重要な岩石の部分融解において、
異種岩石間の相互作用の果たす役割を解明するため、東西ゴンドワナ大陸塊の衝突帯に普遍的なザクロ石-
珪線石片麻岩（泥質珪酸塩岩）とドロマイト質大理石（炭酸塩岩）との互層について野外調査から室内で
の各種分析作業と高温高圧実験を行った。南極および南インドでの地質調査からは、ザクロ石-珪線石片麻
岩とドロマイト質大理石の境界部に単斜輝石に富む石灰珪質岩が発達し、その一部がザクロ石-珪線石片麻
岩に不調和的に貫入しているのが観察された。ザクロ石-珪線石片麻岩と石灰岩のペアーにNaCl 水溶液な
どを加えて900℃、８kbar の高温高圧にすると、従来想定されたことのない化学組成の”石灰珪質”メル
トが単斜輝石や斜長石などとともに形成されることが初めて明らかになった。また野外での産状と岩石記
載から、ザクロ石-珪線石片麻岩が石灰珪質メルトによってチャルノッカイト化されているのが確認された。
このように、異種岩石間の相互作用を伴う岩石の部分融解が大陸地殻内での化学的分化において重要な役
割を果たしていることが明らかになった。
さらに、ザクロ石-珪線石片麻岩とドロマイトのペアーに水を加えて900℃、8-12 kbarで部分融解させ
ると、ゴンドワナ大陸片に多産する宝石であるサファイアやスピネルなどが生成されることも確認され、
その起源が明らかになった。
論文審査の結果の要旨
加藤睦実君は多様な岩石が混在する大陸地殻の化学的分化過程を解明することを目的として、東西ゴン
ドワナ大陸塊の衝突帯深部における異種岩石間、特に泥質珪酸塩岩と石灰質炭酸塩岩の接触部の部分融解
過程における相互作用に関する研究を行った。彼は、自身で南インドと南極の昭和基地周辺地域での現地
地質調査と岩石試料採集を行った後、室内での各種分析作業、国立極地研究所での同位体年代測定を進め、
さらに千葉大学と横浜国立大学で高温高圧実験を実施した。従来の研究は一定の化学組成をもつ岩石を個
別的に扱ったのに対して、加藤君は異種岩石間の相互作用に注目したところが新しい点であり、天然の事
象を解明するためには不可欠なステップである。この研究によって明らかになった点は、外部から流体、
特に特定濃度のNaCl を含有するものが流入すると、泥質珪酸塩岩と炭酸塩岩との境界部で部分融解反応
が進行し、『スカルン』と呼ばれる石灰珪質岩構成鉱物とともに花崗岩質～閃長岩質組成の多様なメルトが
生成されること、それが分離、移動して他の岩石中に貫入し、反応することによって特異な組成の岩石が
新たに生成されることなどであり、地殻深部での地質過程の解明には異種岩石間の相互作用の考察が重要
であり、流体の付加により多様な組成の岩石とメルト（マグマ）が生成される可能性が示された。一般に
高度広域変成岩分布地域には原岩が不明の岩石が少なくないが、この研究によってそれらの起源を解明す
るための新しい展望が開かれた。
提出された本審査用の学位論文と7月26日の午後に開催された公開発表会での発表ならびに質疑応答か
ら、本論文が博士の学位に十分に値するものであるとの結論に達した。
以上述べたように、審査委員会は本論文が博士（理学）の学位に値するものと判断した。
氏 名 
学位（専攻分野） 
学位記番号 
学位記授与の日付 
学位記授与の要件 
学位論文題目 
論文審査委員 
王 宝升 
博 士（学 術） 
千大院工博甲第学１９号 
平成２５年９月２７日 
学位規則第４条第１項該当 
The Value of Changsha Kiln Ceramics as Folk Crafts－An Analysis of 
the Unique Ceramic-related Living Culture in Changsha Kiln Region
（民芸としての長沙窯陶磁器の価値 該当地域の陶磁器に関する独特な
生活文化の分析を通して） 
（主査）教 授  久保 光徳 
（副査）教 授  植田 憲     教 授  柘植 喜治 
    教 授  鈴木 直人 
論文内容の要旨 
中国湖南省長沙市旺城にある長沙窯は、近年、古代長沙窯の発掘が進むにつれ、その内包する民芸的価
値の再発見が議論されはじめた。現在、唐時代の最盛期に優れた長沙窯陶磁器を産出した陶器産地におい
て近代化、工業化、政治体制の変遷の中でその本来のあるべき姿を失ってしまった真の長沙窯文化を見出
すことは難しい。そのような現状に対し、陶工、自治体関係者などは、その陶磁器文化の復活の方向性の
明確化、地域資源としての「遺跡」の活用などに関する指針導出の必要性を強く感じている。このような
背景を考慮し、本論文は、民芸品としての長沙窯陶磁器の価値を検証し、将来の長沙窯陶磁器文化復興の
一助とすることを目的とした。具体的には、民芸としての長沙窯の価値と陶磁器にかかわる生活文化の側
面を以下の５つの領域において分析した：（１）長砂窯陶磁器の審美学価値；（２）庶民の感情表現媒介と
しての長沙窯陶磁器に書かれた詩；（３）構造物・景観創造に再利用された陶磁器廃材；（４）陶磁器に関
する食文化；（５）陶磁器に関する祭り。結論として、長沙窯陶磁器文化の本質はこれらの５つ領域におい
て深く検証・分析され、民芸としての長沙窯陶磁器の価値は多岐にわたる分野で、確認された。 
論文審査の結果の要旨 
中国湖南省長沙市旺城にある長沙窯は、近年、古代長沙窯の発掘が進むにつれ、その内包する民芸的価
値の再発見が議論されはじめた。現在、唐時代の最盛期に優れた長沙窯陶磁器を産出した陶器産地におい
て近代化、工業化、政治体制の変遷の中でその本来のあるべき姿を失ってしまった真の長沙窯文化を見出
すことは難しい。そのような現状に対し、陶工、自治体関係者などは、その陶磁器文化の復活の方向性の
明確化、地域資源としての「遺跡」の活用などに関する指針導出の必要性を強く感じている。このような
背景を考慮し、本論文は、民芸品としての長沙窯陶磁器の価値を検証し、将来の長沙窯陶磁器文化復興の
一助とすることを目的とした。具体的には、民芸としての長沙窯の価値と陶磁器にかかわる生活文化の側
面を以下の５つの領域において分析した：（１）長沙窯陶磁器の審美学価値；（２）庶民の感情表現媒介と
しての長沙窯陶磁器に書かれた詩；（３）構造物・景観創造に再利用された陶磁器廃材；（４）陶磁器に関
する食文化；（５）陶磁器に関する祭り。結論として、長沙窯陶磁器文化の本質はこれらの５つ領域におい
て深く検証・分析され、民芸としての長沙窯陶磁器の価値は多岐にわたる分野で、確認された。 
 2013年7月24日に開催された本審査委員会は、予備審査で指摘された庶民が日用品として使用した長沙
窯の属性をより明確にすること、愛知県常滑の陶器の廃材利用の現状を把握すること、等の補足分析も含
む総括的な発表がなされた。本論文は、長沙窯陶磁器文化の復興の一方向性を全盛期の長沙窯産品の社会
的価値、審美的価値を考察することにより、今後の長沙窯の適切な復興のみでなく、中国における多くの
伝統的民芸品復活の指針導出に貢献する学術的に価値の高い論文であることを確認した。 
 以上述べたように、審査委員会は本論文が博士（ 学術 ）の学位に値するものと判断した。 
氏 名 
学位（専攻分野） 
学位記番号 
学位記授与の日付 
学位記授与の要件 
学位論文題目 
論文審査委員 
夏 亜麗 
博 士（工 学） 
千大院工博甲第工１３９号 
平成２５年９月２７日 
学位規則第４条第１項該当 
Physiological Responses to the Short-time Monochromatic Light 
Exposure during Daytime（日中における短時間の単波長光曝露に対する
ヒトの生理反応） 
（主査）教 授  岩永 光一 
（副査）教 授  勝浦 哲夫   准教授  下村 義弘 
（外部審査委員）千葉大学融合科学研究科 教授  矢口 博久 
論文内容の要旨 
While the use of light at night to promote alertness is well understood, it is important to develop 
an understanding of how light impacts alertness during the daytime. Recently, with the spread of 
light emitting diode (LED), as one of the environmental stress in modern society, interest in 
artificial lighting effects to humans has attracted. First, we examined the whether exposure to 
short-wavelength blue light and long-wavelength red light affects objective measures of alertness 
during daytime, and to evaluate the possible correlation between the monochromatic light exposure 
and Type A behavior pattern. Our results suggested that the subjects who scored high on Type A 
behavior pattern easily received the influence of short-wavelength monochromatic light exposure. 
Next, this study was designed to explore how the influences of a long- and a short-wavelength light 
by low, medium, and high intensities on the central nervous system and on cardiovascular responses, 
and to evaluate the possible correlation between the monochromatic light and the anxiety of subjects. 
Our results suggested that trait anxiety may have an impact on blood pressure responses following 
lower-irradiance short-wavelength light conditions. In sumary, the present study demonstrated that 
both short-wavelength blue light and long-wavelength red light were effective at stimulating 
subjective and objective alertness during the daytime. Also, effects of an extra intensity have 
been confirmed on physiological responses. 
論文審査の結果の要旨 
 本論文は，日中における短時間の単波長光曝露に対するヒトの生理反応について実験的に検証したもの
である。まず，個人特性が単波長光（青色，赤色）曝露中の覚醒反応に及ぼす影響を検討し，青色光と赤
色光共に覚醒度の指標である早期随伴陰性変動（CNV）振幅が大きくなり，覚醒度を増加させるのに長-短
単波長光の両方とも効果的であること，青色光曝露でタイプA行動パターン得点が高いほど，早期CNV振
幅が大きいことなどを明らかにしている。つぎに，中枢神経系に対する異なる強度の長-短波長の単波長光
曝露の影響を検討し，単純タスクの場合，覚醒度を維持するためやパフォーマンスを改善するためにはそ
れほど高強度の光は必要としないことを示した。さらに，作業中および回復期における長-短波長の単波長
光曝露が心血管反応に及ぼす影響を検討し，タスク中の青色光曝露における血圧の増加は心臓応答パター
ンを示したのに対して，赤色光の場合，明確な血圧の増加は認められないことなどを明らかにしている。
これらの成果は，光の非視覚的および視覚的作用を考慮した新たな光環境デザイン，照明設計に活用でき
るものであり，工学的に価値ある研究と思われる。 
 学位論文審査会（公開論文発表会）を7月22日に開催し，論文発表と論文内容に関する質疑応答を行っ
た結果，本論文は工学的に高い価値を有していることが認められた。 
 以上述べたように、審査委員会は本論文が博士（ 工学 ）の学位に値するものと判断した。
氏 名 
学位（専攻分野） 
学位記番号 
学位記授与の日付 
学位記授与の要件 
学位論文題目 
論文審査委員 
黄 晶石 
博 士（工 学） 
千大院工博甲第工１４０号 
平成２５年９月２７日 
学位規則第４条第１項該当 
Effects of monochromatic light on time perception and muscular 
performance（時間知覚と筋パフォーマンスに及ぼす単波長光の影響） 
（主査）教 授  日比野 治雄 
（副査）教 授  勝浦 哲夫  准教授  下村 義弘 
（外部審査委員）千葉大学融合科学研究科 教授  矢口 博久 
論文内容の要旨 
Previous studies of color effects on time sense and motor output are mostly conducted in 
psychological field. Only few research of the human performance studied the relationship between 
human physiology and color light effect. Researching monochromatic light helps us to understand 
the effects of ambient light illumination, and indicates that color may play a major role in this 
process. In this paper, I investigated the effects of monochromatic light exposure on time perception 
by means of time production task and time estimation task, muscle fatigue and its recovery. The 
results of the time perception showed that red color light make time perceived faster than in the 
other color conditions. However, this acceleration effect of red color light decreased with the 
elapse of time. The data of the muscular performance indicated that the median frequency of EMG 
in blue light was significantly effective in reliving recovery than in red light from 15 min after 
muscle fatigue task. The results suggested that blue light generated more benefit during treatment 
period in comparison with red light. To sum up, the present research tested the efficacy of several 
wavelength lights in the time sense and muscular strength tasks. The results may help to determine 
the optimal wavelength for light illumination or spectral composite illumination in the future. 
論文審査の結果の要旨 
 本論文は，時間知覚と筋パフォーマンスに及ぼす単波長光（赤色，緑色，青色）の影響を実験的に検証
したものである。まず，単波長光の視覚情報処理過程と視覚誘発電位の各成分の関連性を調べた結果，誘
発電位が高い再現性を持つこと，後期成分が色と光強度に敏感に反応する指標であること，中期陰性成分
が陽性成分より色情報の処理に関与することを明らかにしている。つぎに，長さの異なる二種類の時間タ
スクを用い，異なる単波長光曝露が時間知覚へ与える影響を調べた結果，赤色光が他の色光条件より体内
時計を早くさせる効果を持ち，この加速効果がタスクの長さにより減衰することを示した。また，厳密に
色光提示刺激を統制した上で各単波長光曝露中の発揮筋力に違いが認められないこと，光強度が筋力発揮
意欲の心理効果に影響を及ぼすことなどを見出した。さらに，異なる単波長光曝露が筋疲労及びその回復
過程へ与える影響を調べた結果，青色光が赤色光より疲労後の回復に促進効果を持ち，これが非視覚的な
作用の働きであることを明らかにしている。以上のように，本論文は単波長光の影響を誘発電位，時間知
覚，筋電図，発揮筋力など多数の指標から検討したものであり，照明設計のために新たな資料を提供する
工学的に価値のある研究と思われる。 
 学位論文審査会（公開論文発表会）を7月24日に開催し，論文発表と論文内容に関する質疑応答を行っ
た結果，本論文は工学的に高い価値を有していることが認められた。 
 以上述べたように、審査委員会は本論文が博士（ 工学 ）の学位に値するものと判断した。 
氏 名 
学位（専攻分野） 
学位記番号 
学位記授与の日付 
学位記授与の要件 
学位論文題目 
論文審査委員 
AKYOL ERMAN 
博 士（工 学） 
千大院工博甲第工１４１号 
平成２５年９月２７日 
学位規則第４条第１項該当 
DEVELOPING WHEELCHAIR DESIGN IMPROVEMENT OF TRANSFER ACTION（移乗
の改善を目的とした車いすのデザイン開発） 
（主査）教 授  佐藤 公信 
（副査）教 授  兪 文偉    客員教授  御園 秀一 
教 授  渡邉 誠
論文内容の要旨 
 本研究は、車いすについてその移乗の困難さの課題に着目してデザイン開発を行い、その妥当性と有効
性についての基礎的な検証を行った研究である。 
 車いすに関する研究は、移動における走行の快適性に関する研究として、走行安定性や振動除去などに
関することや、軽量化やコンパクト性による様々な状況への対応とモビリティの向上が存在している。本
研究はこのような様々な研究がなされている中で、「移乗」に着目したものである。移乗の問題に関する研
究も多数なされており、本研究では、これまでの研究とは異なる視点で３つの方法を開発し車いすを制作、
実験を通じてその妥当性と有効性について検証を行ったものである。 
 本研究では、３つの移乗の方向に対して３つの新しい機能を伴った車いすを開発した。第一は、前方移
乗のための支持棒（ステムシステム）を伴うもの、第二は、後方移乗のための電動背もたれ角度調整（チ
ルトシステム）を伴うもの、第三は、横移乗のための片輪（モノホイールシステム）機構のもの、の３つ
である。これら３つの車いすについて、移乗実験を実施し、前方移乗が、様々な高さの異なる以上、車い
す座面より低い床面などへの移乗から、車いす座面よりも高いものへの移乗にいたるまで、すべての移乗
にある程度の評価が得られたこと、横移動の片輪機構のものが、体に対する負荷が低く、３つの中で有効
性が高いが、走行安定性に課題があり妥当性に課題があることなどがわかり、開発した３つのシステムの
長所と短所が明らかとなり、今後の車いす開発の一つの指標を得ることができた。 
論文審査の結果の要旨 
 本研究は、車いすについてその移乗の困難さの課題に着目してデザイン開発を行い、その妥当性と有効
性についての基礎的な検証を行った研究である。 
 車いすに関する研究は、移動における走行の快適性に関する研究として、走行安定性や振動除去などに
関することや、軽量化やコンパクト性による様々な状況への対応とモビリティの向上が存在している。本
研究はこのような様々な研究がなされている中で、「移乗」に着目したものである。移乗の問題に関する研
究も多数なされており、本研究では、これまでの研究とは異なる視点で３つの方法を開発し車いすを制作、
実験を通じてその妥当性と有効性について検証を行ったものである。 
 本研究では、３つの移乗の方向に対して３つの新しい機能を伴った車いすを開発した。第一は、前方移
乗のための支持棒（ステムシステム）を伴うもの、第二は、後方移乗のための電動背もたれ角度調整（チ
ルトシステム）を伴うもの、第三は、横移乗のための片輪（モノホイールシステム）機構のもの、の３つ
である。これら３つの車いすについて、移乗実験を実施し、前方移乗が、様々な高さの異なる以上、車い
す座面より低い床面などへの移乗から、車いす座面よりも高いものへの移乗にいたるまで、すべての移乗
にある程度の評価が得られたこと、横移動の片輪機構のものが、体に対する負荷が低く、３つの中で有効
性が高いが、走行安定性に課題があり妥当性に課題があることなどがわかり、開発した３つのシステムの
長所と短所が明らかとなり、今後の車いす開発の一つの指標を得ることができた。 
 ７月２９日に本審査会を開催し、論文発表と論文内容に関する質疑を行った結果、本研究は学術的に高
い価値を有していると認めた。 
 以上述べたように、審査委員会は本論文が博士（ 工学 ）の学位に値するものと判断した。 
氏 名 
学位（専攻分野） 
学位記番号 
学位記授与の日付 
学位記授与の要件 
学位論文題目 
論文審査委員 
由 振偉 
博 士（工 学） 
千大院工博甲第工１４２号 
平成２５年９月２７日 
学位規則第４条第１項該当 
CHANGING HUMAN BEHAVIOR THROUGH SERVICE SYSTEM DESIGN: Application 
in Exploring Strategies to Promote Plant-factory-produced Plants
（サービスシステムデザインによる人間行動の変容 植物工場製野菜の
販売促進戦略への応用） 
（主査）教 授  鈴木 直人 
（副査）教 授  日比野 治雄    教 授  中山 茂樹 
    准教授  小山 慎一 
論文内容の要旨 
 人々の環境への意識を高めることや消費行動を変容させることは，環境に配慮した製品の使用や持続可
能なサービスの開発と比較すると，エネルギー消費の直接的な削減により効果的であると考えられる。本
論文では，人々の行動を良い方向に変容させるサービス体系を作り上げる方法論と戦略について，心理学
的見地から考察する。行動特性をユーザーとサービスの交互作用の主要素と関連させて，サービスの選択
肢とフィー ドバックに基づいて消費者行動を変容させる方法を提案する。とりわけ，ユーザーの選択に直
接的に影響するサービスの選択肢を設定してユーザーのセルフコントロール問題をなくし，また選択に対
する迅速なフィー ドバックを提供することで無意識の行動とそれによる錯誤をなくすことを提案する。そ
して，ユーザーの幸福・興味・ベネフィットを選択肢とフィー ドバックに関連させて，楽しい体験が行動
を変容させることを示す。 
 それを基にして，具体的に上記のデザイン戦略を植物工場の普及に応用させることを試みた。まず，植
物工場に関する知識，文化または背景，価格が植物工場製の野菜の購買意欲に及ぼす影響を評価する調査
を行った。さらには，植物工場ロゴデザインの情報的・情動的誘因が，消費者の野菜の購買意欲に及ぼす
影響を評価する実験を行った。その結果，日本においては，価格を下げることが購買意欲を増進する有効
なマーケティング戦略となること，そして，ロゴや広告のデザインによって消費者に安心感を喚起するこ
とで，植物工場製の野菜の購買意欲が増すことが示された。 
論文審査の結果の要旨 
  「デザイン」について検討を加える場合，その心理学的な側面からの考察が強く求められることが時
代の趨勢になっている。特に，人間のさまざまな行動を要因として考慮しなければならないサービスシス
テムのデザインにおいては，その傾向は一層顕著である。そこで，本研究では，まずデザインの領域にお
ける既往研究について「人間行動の変容」という観点からのレビューを行い，どのような要因が人間の行
動変容に有効であるかというデザイン戦略に関する詳細な知見を得た。そして，本研究の後半では，その
結果を「植物工場の普及」という具体的なトピックに応用することを試みたのである。具体的には，植物
工場に関する知識，被験者の文化や背景，価格等が植物工場製の野菜の購買意欲に及ぼす影響について調
査を行い，さらには植物工場ロゴデザインの情報的訴求性あるいは情動的訴求性が，消費者の購買意欲に
及ぼす影響についても評価を行った。その結果，日本においては，植物工場製の野菜の価格を下げること
が購買意欲を増進する有効なマーケティング戦略になること，またロゴデザインや広告デザインによって
消費者の安心感を与えるようにすることによって購買意欲を増進させることができること等を明らかにし
たのである。以上のような結果は，オリジナリティーに富むとともに，「植物工場」というタイムリーな対
象をデザインの視点から扱った意義のある研究であるため，社会的にも大きな貢献をするものと考えられ
る。 
 2013年5月23日開催の予備審査会におけるアドバイス等を基にいくつかの点に関する改稿を行った論
文に対し，2013年7月24日には本審査会（公聴会）を開催し，研究内容の発表と論文に関する質疑応答
を行った。その結果，本論文は工学的に高い価値を有しているものと認められた。 
 以上述べたように、審査委員会は本論文が博士（ 工学 ）の学位に値するものと判断した。 
氏 名 
学位（専攻分野） 
学位記番号 
学位記授与の日付 
学位記授与の要件 
学位論文題目 
論文審査委員 
 亮 
博 士（工 学） 
千大院工博甲第工１４３号 
平成２５年９月２７日 
学位規則第４条第１項該当 
Analysis on metal coatings, fabrication and performance improvement 
of TiO2/metal composite photocatalyst films by MCT（MCTによる金属
成膜の解析およびTiO2/金属複合光触媒薄膜の創製と高機能化） 
（主査）教 授  浅沼 博 
（副査）教 授  中本 剛    教 授  胡 寧 
    准教授  魯 云 
論文内容の要旨 
Ti, Fe, Zn, Ni and Cu metal powders were used to fabricate the corresponding metal coatings on 
alumina (Al2O3) balls by mechanical coating technique (MCT) with a planetary ball mill. The 
metal-coated Al2O3 balls after MCT were characterized by XRD, SEM, and EDS, among others. The 
results show that the evolution of metal coatings during MCT can fall into the following stages:
nucleation, formation and calescence of discrete islands, formation and thickening of continuous 
coatings, and exfoliation of continuous coatings. The influence of processing parameters including 
rotation speed, MCT time, intermittent air introduction, metals' electronegativity and plastic 
deformability of metal powders on the evolution of metal coatings was also investigated. The results 
reveal that high rotation speed accelerated the evolution of metal coatings and intermittent air 
introduction led to slight oxidation of metal powder and therefore changed the morphology of metal 
coatings. Metals with lower electronegativity and better plastic deformability are proved to be 
easier to form coatings on Al2O3 balls during MCT. Furthermore, the energy transfer and 
consumption during MCT was also investigated. A model for energy transfer and consumption was 
established. Simplified kinetic energy utilization efficiencies of the electric motor at different 
rotation speeds were firstly calculated. The energy transfer efficiency of Al2O3 balls of unit weight 
and transferred energy by one Al2O3 ball during each collision were calculated to be in order of 10-1
J·g-1·s-1 and 10-5 J, respectively. Finally, I attempted to fabricate TiO2/Fe and TiO2/Zn composite 
photocatalyst films and then tried to improve their photocatalytic performance by adjusting 
relevant processing parameters.
論文審査の結果の要旨 
 提出された学位論文は、メカニカルコーティング法（以下、MCTと略）によってアルミナボールの表面
に金属（Ti、Fe、Zn、Ni とCu）薄膜を作製するとともに、X線回折、走査型電子顕微鏡、エネルギー分散
形X線分光等の手法で金属薄膜の構造や組成を解析した。アルミナボールの表面に金属Ti、Fe、ZnとCuを
成膜するとともにMCTにおける成膜過程を調べ、成膜モデルを提案した。その成膜過程は、固着、成長•連
結、薄膜の形成と膜厚の増大、および薄膜の脱落の四つの段階になることを明らかにした。高速回転では大
きな衝撃強さと衝撃エネルギーのため金属成膜を加速させること、空気を導入した場合には、金属成膜への
金属酸化の影響が大きいことなど、成膜へのプロセスパラメーターの影響を解明した。電気陰性度の低い金
属ではアルミナボールの表面に成膜しやすいこと、および塑性変形能の高い金属では薄膜の厚さが大きいこ
とを明らかにした。MCTにおける入力エネルギーからモーターの出力の転送率と単位重量のアルミナボール
のエネルギー転送率を解析し、MCTにおけるエネルギーの転送と消費のモデルを構築した。またMCTによ
りTiO2/Fe とTiO2/Zn複合光触媒薄膜を作製でき、作製条件によってTiO2/Fe複合光触媒薄膜の高機能化を実
現した。
 以上総括的に、MCTによる金属成膜について成膜過程とプロセスパラメーターの影響を解明し、エネルギ
のー転送と消費のモデルを構築し、また光触媒の高機能化を実現したものであり、得られた知見は工学的に
有意義であり、工業的にも価値があるものと確認した。
 平成25年7月24日に本審査会および公開発表会を開催し、既公表論文の精査、および提出された論文内
容の説明・質疑応答を行った結果、本研究は工学的に新しい知見を得ていることを確認した。審査委員会全
員一致で本論文が博士（工学）の学位に値するものと判断した。 
氏 名 
学位（専攻分野） 
学位記番号 
学位記授与の日付 
学位記授与の要件 
学位論文題目 
論文審査委員 
阿拉木斯 
博 士（工 学） 
千大院工博甲第工１４４号 
平成２５年９月２７日 
学位規則第４条第１項該当 
カーボンナノチューブ/ポリマーナノコンポジットからなる高性能薄膜
温度センサ 
（主査）教 授  森田 昇 
（副査）教 授  胡 寧      教 授  劉 浩 
    准教授  渡辺 知規 
（外部審査委員）信州大学繊維学部 教授  倪 慶清 
論文内容の要旨 
  カーボンナノチューブ（CNT）は、優れた機械・電気・熱特性を有するため、ポリマー（Polymer）との
複合化によるナノコンポジットの機能性材料への応用が期待されている。そこで、本論文では、CNT/Polymer
ナノコンポジットからなる薄膜温度センサの開発を目的とし、そのための基礎研究を行った。まず、分子
動力学法を用いて，単層CNTと多層CNT単体の熱膨張特性を詳しく評価した。次に、上記のデータを用い
て、新たなマルチスケール解析モデルを提案することにより、CNTの一方向配向とランダム配向の
CNT/Polymerナノコンポジットの熱膨張特性を評価し、この結果の有効性を理論解析および実験測定によ
って検証した。最後に、CNT/Polymerナノコンポジットからなる薄膜温度センサを作製し、この温度セン
サの特性を実験的に詳しく評価した。また、従来の温度センサとの比較を行い、本温度センサが高い温度
感度特性と超高精度（1 K温度変化における抵抗変化が4000Ω）を持つことが確認できた。さらに，この
温度センサの圧電抵抗効果のメカニズムを解明するため、上記で得られたCNT/Polymerナノコンポジット
の熱膨張特性を用いて、温度効果による圧電抵抗を新たに構築された３次元電気回路網モデルにより評価
した。その結果により、温度効果による隣接するCNT間のトンネル抵抗の変化が本温度センサ作動の主な
メカニズムであることを明らかにした。 
論文審査の結果の要旨 
 カーボンナノチューブ（CNT）は、優れた機械・電気・熱特性を有するため、ポリマー（Polymer）との
複合化によるナノコンポジットの機能性材料への応用が期待されている。そこで、本論文では、CNT/Polymer
ナノコンポジットからなる薄膜温度センサの開発を目的とし、そのための基礎研究およびセンサの製作と
性能評価を行った。まず、分子動力学法を用いて，CNT単体の熱膨張特性を詳しく評価した。次に、上記
のデータを用いて、新たに構築されたマルチスケール解析モデルにより、CNT/Polymerナノコンポジット
の熱膨張特性を評価し、この結果の有効性を理論解析と実験測定によって検証した。最後に、CNT/Polymer
ナノコンポジットからなる薄膜温度センサを作製し、この温度センサの特性を実験的に詳しく評価した。
また、従来の温度センサとの比較を行い、本温度センサが高い温度感度特性と超高精度（1 K温度変化に
おける抵抗変化が4000Ω）を持つことが確認できた。さらに，この温度センサの圧電抵抗効果のメカニズ
ムを解明するため、上記で得られたCNT/Polymerナノコンポジットの熱膨張特性を用いて、温度効果によ
る圧電抵抗を新たに構築された３次元電気回路網モデルにより評価した。その結果により、温度効果によ
る隣接するCNT間のトンネル抵抗の変化が本温度センサ作動の主なメカニズムであることを明らかにした。
本論文で提案したCNT/Polymerナノコンポジットの熱膨張特性の評価手法および得られた成果は、今後、
さらに種々の新型ナノコンポジットの熱的特性評価に有用性があると考えられる。また、CNT/Polymerナ
ノコンポジットからなる高性能薄膜温度センサは、様々な分野への応用が期待され、工学的価値が十分に
認められた。 
 平成25年7月8日に本審査会及び公開発表会を開催し、提出された論文の内容説明を受けた後、質問及
び討議を行った。その結果、審査委員全員一致で本論文が学術的に価値のあるものと判断した。 
以上述べたように、審査委員会は本論文が博士（ 工学 ）の学位に値するものと判断した。 
氏 名 
学位（専攻分野） 
学位記番号 
学位記授与の日付 
学位記授与の要件 
学位論文題目 
論文審査委員 
宮 兆喆 
博 士（工 学） 
千大院工博甲第工１４５号 
平成２５年９月２７日 
学位規則第４条第１項該当 
低コスト普及型を指向した医療画像システムの研究 
（主査）教 授  小圷 成一 
（副査）教 授  兪 文偉    教 授  伊藤 智義 
    准教授  下馬場 朋禄 
論文内容の要旨 
 特定の恐怖症の治療には，不適応な反応を惹起させている対象物や状況の刺激に，恐怖反応が低減する
までクライエントを暴露するエクスポージャー療法がある．近年では，コンピュータ及び映像機器の発展
から，バーチャルリアリティを利用したエクスポージャーシステムが注目されている． 
 映像素材としては，市販のビデオカメラで撮影したものを使えるようにし，映像の歪み補正ソフトウェ
アも自作した．安価ではあるが，評価結果は没入感が得られることを示した．操作も容易であり，普及型
の臨床ツールとして活用される可能性を示した． 
 一方で，医療画像診断で臓器等の輪郭抽出に使われる代表的な手法の一つであるスネーク法を，代表的
なマルチコアプロセッサの一つであるCell Broadband Engine（Cell）を用いて高並列処理するシステム
を構築した．スネーク法による輪郭抽出ではパラメータ設定の自動化が難しく，パラメータを調整しなが
ら繰り返し計算を行って所望の画像を得ることが多い． 
 本システムではCellを搭載したソニー製家庭用ゲーム機プレイステーション3（PS3）を用いた．PS3に
よる安価な並列計算システムを構築し，パラメータに強く依存するスネーク法に対する有効性を検証する．
医療画像診断で用いられるスネーク法は，閉じた領域を安定して抽出でき，対象形状の特徴をエネルギー
関数として処理に埋め込むことができるという優れた特長を持つ．これを高並列化された計算システムの
各プロセッサに異なったパラメータを持たせて同時に計算させ，所望の画像を得られるようにする． PS3
に搭載されているCell では，チップ内部の6個の計算ユニットを並列動作させることが可能である．16
台のPS3をクラスタ化し，パラメータの異なる96の輪郭抽出計算を同時に行うことに成功した． 
論文審査の結果の要旨 
 特定の恐怖症の治療には、不適応な反応を惹起させている対象物や状況の刺激に、恐怖反応が低減する
までクライエントを暴露するエクスポージャー療法がある。近年では、コンピュータ及び映像機器の発展
から、バーチャルリアリティを利用したエクスポージャーシステムが注目されている。本研究では、映像
素材として市販のビデオカメラで撮影したものを使えるようにし、映像の歪み補正ソフトウェアも自作し
た。安価ではあるが、評価結果は没入感が得られることを示した。操作も容易であり、普及型の臨床ツー
ルとして活用される可能性を示した。 
 一方で、医療画像診断で臓器等の輪郭抽出に使われる代表的な手法の一つであるスネーク法を、代表的
なマルチコアプロセッサの一つであるCell Broadband Engine（Cell）を用いて高並列処理するシステム
を構築した。スネーク法は、閉じた領域を安定して抽出でき、対象形状の特徴をエネルギー関数として処
理に埋め込むことができるという優れた特長を持つ。しかし、パラメータ設定の自動化が難しく、パラメ
ターを調整しながら繰り返し計算を行って所望の画像を得ることが多い。本システムではCellを搭載した
ソニー製家庭用ゲーム機プレイステーション3（PS3）を用いた。PS3に搭載されているCellでは、チップ
内部の6個の計算ユニットを並列動作させることが可能である。16台のPS3をクラスタ化し、パラメータ
の異なる96の輪郭抽出計算を同時に行うことに成功した。安価な並列計算システムを構築し、スネーク法
に対する有効性を示した．  
 平成25年7月4日に本審査委員会を開催し、提出された論文の内容の説明を受けた後、質疑および討論
を行った。その結果、本論文の内容は関連分野の研究に大きく寄与し、価値あるものと認められた。 
 以上述べたように、審査委員会は本論文が博士（ 工学 ）の学位に値するものと判断した。 
氏 名 
学位（専攻分野） 
学位記番号 
学位記授与の日付 
学位記授与の要件 
学位論文題目 
論文審査委員 
李 世光 
博 士（工 学） 
千大院工博甲第工１４６号 
平成２５年９月２７日 
学位規則第４条第１項該当 
Basic Studies for THz Imaging Sensors Using Organic Field Effect 
Transistors（有機電界効果トランジスタを利用したTHzイメージングセ
ンサの研究） 
（主査）教 授  石谷 善博 
（副査）教 授  工藤 一浩   准教授  酒井 正俊 
（外部審査委員）千葉大学融合科学研究科 教授 上野 信雄 
        奈良先端科学技術大学院大学 特任教授 中村 雅一 
論文内容の要旨 
 近年、未開拓電磁波と呼ばれてきたテラヘルツ波の応用技術がめざましい発展を遂げている。しかし、
これまでのところ、THz波を感度良く検出でき、かつ安価に製造できるイメージングデバイスが無いこと
が課題である。本研究では、OFETチャネル内の Highest Occupied Molecular Orbital (HOMO)バンド端ゆ
らぎを利用したTHzイメージング素子を目指している。このような研究は、少なくとも現時点で世界に類
を見ないものである。本研究では、THz波検出機構の第１段階である、THzフォトンからOFETチャネル中
のキャリアへのエネルギー伝達を確認し、より移動度の高い有機半導体材料を使い、基板の自由キャリア
による変調吸収と有機膜中によるものを分離することで、世界初めて有機薄膜に電界誘起されたキャリア
によるTHz吸収スペクトルを明確に得られた。一方、ペンタセン多結晶薄膜中に存在する結晶ドメイン境
界部に、さらに大きなエネルギー障壁が存在することからTHzセンサの動作にも影響があることを考え、
グラフォエピタキシーを適用し、検討した結果、さらに、見かけの移動度変化が小さくなる原因も判明し、
粒界のポテンシャル障壁が大幅に低減される結果を得られた。今後、学位論文までには、THz波照射によ
るペンタセンOFETの出力電流の変化について調べ、THzセンサ実現に向けた考察を行う予定である。 
論文審査の結果の要旨 
 平成25年7月29日、学位論文審査会を開催し、提出された論文内容の説明を受けた後、質疑および討
論を行った。 
 未開拓電磁波と呼ばれるテラヘルツ(THz)波の応用技術がめざましい発展を遂げているが、THz波を感度
良く検出でき、かつ安価に製造できるイメージングセンサが無いことが課題となっている。本論文は、ペ
ンタセンを半導体層とする有機電界効果トランジスタ(OFET)チャネル内の最高被占分子軌道(HOMO)バンド
端における10 meV程度の微小なポテンシャルゆらぎを利用したTHzイメージングセンサの実現を目指した
ものである。このような研究は少なくとも現時点で世界に類を見ないものである。 
 本研究では、まず、THzセンサの動作を阻害する結晶ドメイン境界部の大きなエネルギー障壁を低減さ
せることに取り組んでいる。基板表面に周期的溝構造を形成することで、グラフォエピタキシー効果を利
用してペンタセン結晶粒の面内配向を制御することに成功し、それによって問題となるエネルギー障壁が
減少することを確認している。次に、THz波検出機構の重要な過程であるTHzフォトンからOFETチャネル
中のゆらぎポテンシャルに束縛されたキャリアへのエネルギー伝達を確認することに取り組んでいる。キ
ャリア移動度の高い有機半導体材料を使用してゲート電圧によるTHz波の変調吸収を測定し、さらに、ゲ
トー基板の自由キャリアによる変調吸収を分離することで、有機薄膜中に電界誘起されたキャリアによる
特徴的なTHz吸収スペクトルを世界で初めて得ることに成功している。 
 以上の結果は、本論文において提案されている新しいタイプのTHzイメージングセンサを実現するため
の、初期的ではあるが重要な課題を着実に解決したものであり、工学的に価値の高いものと認められる。 
 以上述べたように、審査委員会は本論文が博士（ 工学 ）の学位に値するものと判断した。 
氏 名 
学位（専攻分野） 
学位記番号 
学位記授与の日付 
学位記授与の要件 
学位論文題目 
論文審査委員 
老川 稔 
博 士（工 学） 
千大院工博甲第工１４７号 
平成２５年９月２７日 
学位規則第４条第１項該当 
電子ホログラフィ動画技術における計算の高速化手法とフルカラー再生
に関する研究 
（主査）教 授  小圷 成一 
（副査）教 授  兪 文偉    教 授  伊藤 智義 
    准教授  下馬場 朋禄 
論文内容の要旨 
 自然な三次元動画像の実現を目的とした、電子ホログラフィ技術を使った動画像の記録と再生に関する
研究を以下の二つのアプローチで行った。 
 一つ目は、電子ホログラフィの記録時の計算手法に関する研究である。ホログラフィを記録するホログ
ラムパターンを生成する際に必要な計算量を削減する手法を提案し、計算処理の高速化を行った。光の回
折強度分布を求める計算処理にフレネル積分の近似式を適用することで、FFT (Fast Fourier Transform)
を利用した従来の計算手法と比較して約9倍の高速化を実現した。また、この計算手法と計算の一部をテ
ブール参照で代替えするLUT (Look Up Table) 方式を併用し、マルチコアプロセッサ上で計算を実行する
ことで、8枚の平面から構成される三次元動画(毎秒20コマ)から、リアルタイムにホログラムパターンを
生成できる計算速度を達成できることを示した。 
 二つ目は、電子ホログラフィ動画のフルカラー再生に関する研究である。光の三原色成分に分離された
各色のホログラフィ動画を時分割で再生する手法と、市販されている機材(プロジェクタ, マルチカラー
LED,  小型マイクロコントローラ等)を利用することで、フルカラーホログラフィ動画再生システムをロー
コストに製作できることを示し、性能評価を行った。 ホログラムの投影にはプロジェクタ内蔵のLCDパ
ネルを、ホログラフィ光源には光の三原色の発光を制御可能なマルチカラーLEDを、それらの制御にはマ
イクロコントローラICを使用した映像信号同期装置を作製し、毎秒20コマ以上の動画再生速度を実現し
た。 
論文審査の結果の要旨 
 自然な３次元動画像の実現を目的として電子ホログラフィ技術に関する研究を以下の二つのアプローチ
で行った。 
 第一は、電子ホログラフィの記録時における高速計算手法である。３次元情報はホログラムに記録され
る。その際の計算量を削減する手法を提案した。光の回折強度分布を求める計算処理にフレネル積分の近
似式を適用することで、従来の計算手法と比較して９倍の高速化を実現した。さらに、この計算手法をマ
ルチコアプロセッサ（GPU）上に実装することに成功し、８枚の平面から構成される３次元像の動画を毎秒
20フレームで再生することに成功した。 
 第二は、電子ホログラフィ動画のフルカラー再生システムの構築である。光の３原色成分に分離された
各色のホログラムを時分割で再生してカラー化する手法を、市販されている機材を利用することで安価に
構築できることを示し、性能評価を行った。ホログラムの投影にはプロジェクタ内蔵のLCDパネルを、光
源には３原色の発光を制御可能なマルチカラーLEDを、それらの制御にはマイクロコントローラICを使用
した映像信号同期装置を作製し、毎秒20フレーム以上のカラー動画再生を実現した。 
 平成25年7月4日に本審査委員会を開催し、提出された論文の内容の説明を受けた後、質疑および討論
を行った。その結果、本論文の内容は関連分野の研究に大きく寄与し、価値あるものと認められた。 
 以上述べたように、審査委員会は本論文が博士（ 工学 ）の学位に値するものと判断した。 
氏 名 
学位（専攻分野） 
学位記番号 
学位記授与の日付 
学位記授与の要件 
学位論文題目 
論文審査委員 
林 家賢 
博 士（工 学） 
千大院工博甲第工１４８号 
平成２５年９月２７日 
学位規則第４条第１項該当 
Design of Multi-Function Wearable Antenna for Body-Centric Wireless 
Comunications（人体近傍通信用多機能ウェアラブルアンテナの設計） 
（主査）教 授  八代 健一郎 
（副査）教 授  山本 悦治   教 授  伊藤 公一 
    准教授  高橋 応明   准教授  齊藤 一幸 
論文内容の要旨 
 近年，人体近傍通信技術が注目を浴びており，医療分野においては，生体モニタリングシステムに適用
することにより，心電計，血圧計などの各種センサからの情報を効率よく安全に外部機器へ送ることが可
能となる．本研究では，このようなシステムでの使用を目的として，４種類の人体近傍通信用ウェアラブ
ルアンテナの設計を行った． 
 まず，生体センサと外部機器間の通信を目的とし，生体センサに搭載可能な2.45 GHz帯小型板状逆Fア
ンテナ（PIFA）を提案した．人体の電気的特性を模擬した生体等価ファントムを用いて実験を行い，提案
したアンテナが人体近傍で十分に動作することを確認した．続いて，PIFAを複数の異なる周波数帯（950 MHz, 
2.35 GHz, 2.45 GHz）でも使用可能となるよう，電子回路を組み込んだチューナブルアンテナを設計・試
作し，実験によりその動作を確認した．次に，人体表面に配置されたセンサ間通信（on-bodyモード）お
よび外部機器との通信（off-bodyモード）が同時に可能なデュアルモードアンテナの設計開発を行った．
平行平板電極にL型スリットを設けることにより，on-body（10 MHz）およびoff-body（2.45 GHz）の両
モードでの動作を実現した．最後に，ダイオードのスイッチングにより上記２つの動作モードが切り替え
可能なスイッチャブルアンテナの設計・試作を行い，実験によりその動作を確認した． 
 本論文において検討された人体近傍通信用ウェアラブルアンテナは，様々なアプリケーションに有用で
ある． 
論文審査の結果の要旨 
 近年，人体近傍通信技術が注目を浴びており，医療分野においては，生体モニタリングシステムに適用
することにより，心電計，血圧計などの各種センサからの情報を効率よく安全に外部機器へ送ることが可
能となる．本研究では，このようなシステムでの使用を目的として，４種類の人体近傍通信用ウェアラブ
ルアンテナの設計を行った． 
 まず，生体センサと外部機器間の通信を目的とし，生体センサに搭載可能な2.45 GHz帯小型板状逆Fア
ンテナ（PIFA）を提案した．人体の電気的特性を模擬した生体等価ファントムを用いて実験を行い，提案
したアンテナが人体近傍で十分に動作することを確認した．続いて，PIFAを複数の異なる周波数帯（950 MHz, 
2.35 GHz, 2.45 GHz）でも使用可能となるよう，電子回路を組み込んだチューナブルアンテナを設計・試
作し，実験によりその動作を確認した．次に，人体表面に配置されたセンサ間通信（on-bodyモード）お
よび外部機器との通信（off-bodyモード）が同時に可能なデュアルモードアンテナの設計開発を行った．
平行平板電極にL型スリットを設けることにより，on-body（10 MHz）およびoff-body（2.45 GHz）の両
モードでの動作を実現した．最後に，ダイオードのスイッチングにより上記２つの動作モードが切り替え
可能なスイッチャブルアンテナの設計・試作を行い，実験によりその動作を確認した．  
 平成25年7月23日に公開論文発表会および本審査委員会を開催し，提出された論文内容の説明を受け
た後，質疑および討論を行った．その結果，本論文において検討された人体近傍通信用ウェアラブルアン
テナは，様々なアプリケーションに有用であり，審査委員会は全員一致で本論文が博士（ 工学 ）の学位
に値するものと判断した． 
氏 名 
学位（専攻分野） 
学位記番号 
学位記授与の日付 
学位記授与の要件 
学位論文題目 
論文審査委員 
前佛 聡樹 
博 士（工 学） 
千大院工博甲第工１４９号 
平成２５年９月２７日 
学位規則第４条第１項該当 
三次元超音波像を用いた消化器治療・手術支援システムの開発 
（主査）教 授  五十嵐 辰男 
（副査）教 授  羽石 秀昭    教 授  兪 文偉 
   准教授  中口 俊哉    准教授  山口 匡 
論文内容の要旨 
 近年、肝がんを始めとする消化器臓器の疾患に対する内科的治療および外科手術の手法として、ラジオ
波焼灼術（RFA）や腹腔鏡下手術などの低侵襲な手技が選択されることが多い。本論文では、三次元超音波
像を用いて対象臓器内部の三次元構造情報を適切に術者へと提示する治療・手術支援システムの開発を行
った。提案システムは多くの消化器疾患に適用可能であるが、本論文では対象病変を肝腫瘍と設定してい
る。 
 内科的治療支援システムとして、位置センサを使用してRFA穿刺針の位置を検出し、リアルタイムの実
測データから再構成した仮想三次元超音波像において、針の先端視点から疾患部や血管部を観察すること
が可能なシステムを構築した。また、外科的手術である腹腔鏡下手術の支援システムとして、手術対象臓
器の形状を指標として、センサレスで腹腔鏡像（臓器表面）と超音波像（臓器内部構造）を三次元で融合
表示可能なシステムを構築した。さらに、臓器内部の血管構造を超音波像から抽出し、二次元・三次元の
腹腔鏡像に重畳表示することで手術の安全性を向上させる手法を併せて提案した。 
 これらのシステムにより、術者は従来手法では把握しえない臓器内部の生体組織の三次元空間での広が
りを容易に観察することが可能となる。ファントム実験において、重畳表示の誤差が10 m以下と確認さ
れ、肝がん治療を想定した場合において有用な精度が得られた。また、動物実験を交えての検証を実施し
ている。 
論文審査の結果の要旨 
 近年、肝がんを始めとする消化器臓器の疾患に対する内科的治療および外科手術の手法として、ラジオ
波焼灼術（RFA）や腹腔鏡下手術などの低侵襲な手技が選択されることが多い。本論文では、これらの消化
器疾患に対する低侵襲手技において、三次元超音波像を用いて対象臓器内部の三次元構造情報を適切に術
者へと提示する治療・手術支援システムの開発を行った。提案システムは多くの消化器疾患に適用可能で
あるが、本論文では対象病変を肝腫瘍と設定している。 
 内科的治療支援システムとして、位置センサを使用してRFA穿刺針の位置を検出し、リアルタイムの実
測データから再構成した仮想三次元超音波像において、針の先端視点から疾患部や血管部を観察すること
が可能なシステムを構築した。また、外科的手術である腹腔鏡下手術の支援システムとして、手術対象臓
器の形状を指標として、センサレスで腹腔鏡像（臓器表面）と超音波像（臓器内部構造）を三次元で融合
表示可能なシステムを構築した。さらに、臓器内部の血管構造を超音波像から抽出し、二次元・三次元の
腹腔鏡像に重畳表示することで手術の安全性を向上させる手法を併せて提案した。 
 これらのシステムにより、術者は従来手法では把握しえない臓器内部の生体組織の三次元空間での広が
りを容易に観察することが可能となる。ファントム実験において、重畳表示の誤差が10 m以下と確認さ
れ、肝がん治療を想定した場合において有用な精度が得られた。また、動物実験を交えての検証を実施し
ている。 
 平成25年7月31日に本審査委員会を開催し、提出された論文の内容の説明を受けた後、質疑討論を行
った結果、本論文の内容は関連分野の研究に大きく寄与し、工学的価値があるものと認められた。 
 以上述べたように、審査委員会は本論文が博士（ 工学 ）の学位に値するものと判断した。 
氏 名 
学位（専攻分野） 
学位記番号 
学位記授与の日付 
学位記授与の要件 
学位論文題目 
論文審査委員 
渡邉 貴之 
博 士（工 学） 
千大院工博甲第工１５０号 
平成２５年９月２７日 
学位規則第４条第１項該当 
Study on the adsorptive removal of odor causing substance 
2-methylisoborneol by activated carbons for the purpose of public 
health（公衆衛生を目的とした活性炭による異臭味原因物質2-メチルイ
ソボルネオールの吸着除去に関する研究） 
（主査）教 授  佐藤 智司 
（副査）教 授  掛川 一幸   教 授  岩舘 泰彦 
    教 授  幸本 重男   教 授  町田 基 
論文内容の要旨 
 浄水処理工程におけるカビ臭原因物質である2-methylisoborneol (2-MIB)の粉末活性炭（PAC; Powdered 
activated carbon）による吸着除去効率の向上を目的として検討を行った。先ず，効果的に2-MIBを吸着
させるための新たな塩素処理工程の導入を試みた。また，2-MIBに対し３種の従来型吸着等温線によりPAC
の性能を評価し吸着性能とPACの物性を比較した。さらに500℃程度の低温にて畜産廃棄物である牛糞堆
肥（CMC; Cattle Manure Compost）から活性炭を調製し2-MIBに対する吸着性能を評価した。その結果，
次に列挙する知見が得られた。 
1) 浄水処理工程の塩素注入点を追加することにより，細胞中の2-MIBが水中に放出されPACへの2-MIB吸
着除去の効率が高まり，活性炭使用量が1/3に低減できることが実処理プラントでのテストで実証された。 
2) PACへの2-MIB吸着性能の評価は，浄水現場で汎用的に使われているFreundlich等温線よりもLangmuir
およびTemkin等温線の方が適していることが示された。 
3) PACの比表面積，細孔分布，表面官能基および灰分含有量によって，PACの2-MIB除去性能の良否を説
明できることがわかった。 
4) 実用上は，容易に測定可能な物性であるPACの水スラリーpHと灰分含有量が，浄水現場におけるPAC
選定に有効な指標になることが見出された。 
5) 550℃にて廃棄物のCMCより調製されたPACは，2-MIB除去に適した市販PAC（900℃調製）と同等の吸
着容量を示した。 
論文審査の結果の要旨 
 浄水処理工程におけるカビ臭原因物質である2-methylisoborneol (2-MIB)の粉末活性炭（PAC; powdered 
activated carbon）による吸着除去効率の向上を目的として検討を行った。先ず，効果的に2-MIBを吸着
させるための新たな塩素処理工程の導入を試みた。また，2-MIBに対し３種の従来型吸着等温線によりPAC
の性能を評価し吸着性能とPACの物性を比較した。さらに500～600℃程度の低温にて畜産廃棄物である牛
糞堆肥（CMC; cattle-manure compost）から活性炭を調製し2-MIBに対する吸着性能を評価した。その結
果，以下に列挙する新しい知見が得られた。 
1) 浄水処理工程の塩素注入点を追加することにより，プランクトン細胞中の2-MIBが効率的に水中に放出
されPACへの2-MIB吸着除去率が高まり，結果的に活性炭使用量が1/3に低減できることが実処理プラン
トでのテストで実証された。 
2) PACへの2-MIB吸着性能の評価は，浄水現場でこれまで汎用的に使われきたFreundlich等温線よりも
LangmuirおよびTemkin等温線の方が適していることが明確に示された。 
3) PACの物性のうち，比表面積，細孔分布，表面官能基および灰分含有量をパラメータとすることによっ
て，PACによる2-MIB除去性能の良否をよく説明できることが判った。 
4) 容易に測定可能な物性であるPACの水スラリーpHの値とPAC灰分含有量が，浄水現場における2-MIB
除去のためのPAC選定に簡易で有効な実用的指標であることも見出した。 
5) 牛糞のメタン発酵後の堆肥であるCMCを出発原料として 550℃という相対的に低温で調製されたPACは，
2-MIB除去に適した市販PAC（900℃調製）と同等の吸着容量を示した。 
 平成25年7月16日に公開論文発表会および本審査会を開催し，提出された論文内容の説明を受けた後，
質疑応答および討論を行った。その結果，審査委員会全員一致で本論文は学術的および工学的に価値ある
ものと判断した。 
 以上述べたように、審査委員会は本論文が博士（ 工学 ）の学位に値するものと判断した。 
氏 名 
学位（専攻分野） 
学位記番号 
学位記授与の日付 
学位記授与の要件 
学位論文題目 
論文審査委員 
外山 大吾 
博 士（工 学） 
千大院工博甲第工１５１号 
平成２５年９月２７日 
学位規則第４条第１項該当 
Al2O3-YAG-ZrO2三成分系における非晶体からの超微細共晶様組織の制御
に関する研究 
（主査）教 授  岩舘 泰彦 
（副査）教 授  幸本 重男   教 授  町田 基 
    准教授  上川 直文   教 授  掛川 一幸 
論文内容の要旨 
 本論文はAl2O3-Y2O3-ZrO2三成分系における非晶体の共晶体からの共晶様セラミックスの作製に関する
研究である。双ロール法による超急冷によって様々な組成の共晶体（アモルファス）を作製し，その微細
組織構造について調査した。固体であるアモルファスは熱処理の過程で，各成分の対流や拡散が抑制され
る。これにより従来法である融液からの放冷体と比較し，より複雑で超微細な共晶様組織が期待される。
 まず共晶組成においてアモルファスから焼結体を作製した。Al2O3-Y2O3-ZrO2三成分系において，非晶
体からの共晶セラミックスの作製に対する基本的な見知をえる為である。熱処理の温度と結晶化度の調査
から，アモルファスが完全に結晶化する焼結温度を得た。調査にはXRD分析とSEM画像解析をも用いた。
アモルファスからの焼結により，従来法では得られない超微細な共晶組織を得た。互いに絡み合う構造で
あったがZrO2が点在していた。各成分の体積比の制御が結晶構造の複雑さに繋がる可能性を示唆した。
 共晶とは異なる幾つかの組成でアモルファスから焼結体の作製を試みた。先ず共晶からずれた幾つかの
組成で焼結体を作製した。共晶からずれた組成の調査から，非共晶においても共晶様組織が得られること
を確認した。体積比1:1:1からずれた組成の焼結体の調査から，実際の体積比が1:1:1になる組成が最も複
雑に絡み合う構造になることを定量的に確認した。
論文審査の結果の要旨 
 本論文はAl2O3-Y2O3-ZrO2三成分系の共晶様組織の制御に関する研究である。相が互いに絡まり合
い，構造材料として期待されているAl2O3-Y2O3系にZrO2を加えた三成分系では，機械的特性の更な
る向上が期待される。従来，この系は成分の混合物の融液を冷却して作製している。本研究では，融
液を超急冷して，非晶体を形成させ，それを熱処理して結晶化させるという新しい方法を適用してい
る。これにより，従来法より一桁微細な共晶様組織を得ることに成功した。さらに，従来法は共晶組
成に限られていたが，新しい方法ではその制限を受けないことを実証している。この系は共晶組成で
ZrO2の体積割合がかなり少なく，従来法ではZrO2自体は絡まり合った構造をしていなかった。従来
法では，共晶組成からずれると初晶が発生するために体積割合を変えることはできなかった。新しい
方法では，この問題が生じないことに着目し，各相の体積割合を変え，組織の絡まり具合の精細な検
討を行った。この際，相の絡まり具合を定量的に検討するパラメータとして圧縮複雑度の概念を導入
している。総合的な結果から，各成分の体積割合が等しくなった場合，最も絡まり合った構造になる
ことを見いだした。
平成25年7月18日に公開論文発表会を開催し，提出された論文内容の説明および質疑応答および
討論を行った。公開論文発表会の後，本審査会を開催した。その結果，審査委員会全員一致で本論文
は学術的および工学的に価値あるものと判断した。
 以上述べたように、審査委員会は本論文が博士（ 工学 ）の学位に値するものと判断した。 
氏 名 
学位（専攻分野） 
学位記番号 
学位記授与の日付 
学位記授与の要件 
学位論文題目 
論文審査委員 
霜田 祐一 
博 士（工 学） 
千大院工博甲第工１５２号 
平成２５年９月２７日 
学位規則第４条第１項該当 
ポリマーブラシを付与したタンパク質溶出クロマト用充填剤の作製 
（主査）教 授  町田 基 
（副査）教 授  赤染 元浩   准教授  串田 正人 
    准教授  梅野 太輔   教 授  齋藤 恭一 
論文内容の要旨 
 バイオ医薬品に用いられるタンパク質は，吸着材ビーズを充填したカラムにタンパク質溶液を供給して，
タンパク質とビーズとの相互作用の差を利用する溶出クロマトグラフィー (溶出クロマト)によって分離精
製される。タンパク質の製造コストの大半を溶出クロマトが占めるため，処理速度および処理量を高める
ハイスループット精製が求められている。本研究では，ハイスループット精製を達成するための溶出クロ
マト用充填剤を作製した。基材として非多孔性粒子を用い，高分子鎖(ポリマーブラシ)を付与する手法と
して放射線グラフト重合法を適用した。作製経路での照射線量および重合温度を変化させて得られる充填
剤のタンパク質分離性能を評価した。 
 本論文は6章で構成されている。第1章では，バイオ医薬品製造の現状と問題点を示し，その問題点を
克服するために放射線グラフト重合法を適用した溶出クロマト用粒子充填剤の作製を提案した。第2章お
よび第3章では，重合条件を制御してポリマーブラシを付与した粒子を作製し，タンパク質吸着性能の評
価からポリマーブラシの構造を考察した。第4章では，ポリマーブラシ粒子充填カラムが，市販ビーズ充
填カラムよりも処理速度が2倍速く，処理量が14倍多くても，溶出クロマトで目的タンパク質の完全分離
を達成できることを実証した。第5章では，粒子充填カラムの操作圧力を低減させるため，粒子径を大き
くしながらも溶出クロマトでの分離度を高い値に保持できることを示した。第６章では，全体を総括した。 
論文審査の結果の要旨 
 バイオ医薬品に用いられるタンパク質は，吸着材ビーズを充填したカラムにタンパク質溶液を供給して，
タンパク質とビーズとの相互作用の差を利用する溶出クロマトグラフィー (溶出クロマト)によって分離精
製される。タンパク質の製造コストの大半を溶出クロマトが占めるため，処理速度および処理量を高める
ハイスループット精製が求められている。本研究では，ハイスループット精製を達成するための溶出クロ
マト用充填剤を作製した。基材として非多孔性粒子を用い，高分子鎖(ポリマーブラシ)を付与する手法と
して放射線グラフト重合法を適用した。作製経路での照射線量および重合温度を変化させて得られる充填
剤（イオン交換体）のタンパク質分離性能を評価した。 
 本論文は6章で構成されている。第1章では，バイオ医薬品製造の現状と問題点を示し，その問題点を
克服するために放射線グラフト重合法を適用した溶出クロマト用粒子充填剤の作製を提案した。第2章お
よび第3章では，重合条件を制御してポリマーブラシを付与した粒子を作製し，タンパク質吸着性能の評
価からポリマーブラシの構造を考察した。粒子表面から伸長したポリマーブラシにタンパク質が多点で吸
着することによってイオン交換体のタンパク質の保持力が強まることを推定した。第4章では，ポリマー
ブラシ粒子充填カラムが，市販ビーズ充填カラムよりも処理速度が2倍速く，処理量が14倍多くても，溶
出クロマトで目的タンパク質の完全分離を達成できることを実証した。第5章では，粒子充填カラムの操
作圧力を低減させるため，粒子径を大きくしながらも溶出クロマトでの分離度を高い値に保持できること
を示した。第６章では，全体を総括した。 
  平成25年７月30日に公開論文発表会および本審査会を開催し，提出された論文内容の説明を受けた後，
質疑応答および討論を行った。その結果，審査委員会全員一致で本論文は学術的および工学的に価値ある
ものと判断した。 
 以上述べたように、審査委員会は本論文が博士（ 工学 ）の学位に値するものと判断した。 
氏 名 
学位（専攻分野） 
学位記番号 
学位記授与の日付 
学位記授与の要件 
学位論文題目 
論文審査委員 
張 清海        
博 士（学 術） 
千大院園博甲第学３８号 
平成２５年９月２７日 
学位規則第４条第１項該当 
Study on the Composition and Characteristics of External Spaces of 
Public Architectures in Nanjing, Republic of China, dated 1912 1949 
（南京民国時代における公共建築の外部空間の構成及び特徴に関する研
究） 
（主査）准教授  木下 剛 
（副査）教 授  章 俊華     教 授  三谷 徹 
    教 授  小林 達明 
論文内容の要旨 
本論文は、庭園空間の研究視点から、南京民国時代における最も代表的な園林である、その構成要素・
構成形態・動線構成などに関する分析を通じ、公共建築の外部空間の構成特徴を明らかにすることを目的
とする。本論文は全6章から構成されている。第1章では、研究の背景、目的、既往研究、方法と論文の
構成を述べている。第2章では、南京の民国園林の全体概況を論述し、民国建築の八種類に区分し、具体
的に研究対象を選定した。第3章はでは、24ヶ所の政府建築の外部空間を対象とし、その構成要素、動線
の特徴および建築との構成関係に関する分析を通じ、この種類の建築の外部空間の構成特徴を明らかにし
た。第4章では、共通の研究視点（入口空間・主広場空間・附属空間）から、3つの研究項目（構成要素、
構成形態と動線構成）に基づき、3つの大学キャンパスの空間構成及び特徴について、分析と考察を行っ
た。第5章では、中山陵を研究対象として、建物の外部空間に着目し、それらの空間構成の形態と特徴を
分析した。さらに外部空間の特徴を表現する寓意及び相互的な関係を明らかにした。第6章は本論文の結
論であり、各章の結果をまとめ、建築と外部空間の関係を考察し、本論の結論を得るとともに、今回の研
究に残された課題及び今後の研究課題を挙げている。 
結果：当時の歴史背景から、民国公共建築の庭園は中国同形式の伝統的な空間と比べ、東西折衷また西
洋式庭園へ発展していた。明確な平面幾何学式庭園の要素を持ち、対称性・整然性・開放性などが認めら
れた。外部空間は建築の軸線を基準として、シンメトリーに立体的要素と平面的要素を配置し、「庭園は前
方、建築が後部」という空間構成を主としていた。 
論文審査の結果の要旨 
 本論文は別紙（論文要旨）のように南京民国時代における公共建築の外部空間の構成及び特徴について
研究したものである。本論文は平成２５年６月２８日に提出され、その後上記４名の審査委員により論文
の内容および構成等の観点から慎重に審査された。 
 平成２５年７月２５日に、公開論文発表会を開催し、論文の発表と論文内容に関する質疑応答を行った。
発表会の後に審査会を開催し、以下の結果を得た。 
 本研究は以下の点が学術論文として評価できる。１．民国時代の歴史・文化の背景から、公共建築の外
部空間は同時期の伝統的な空間と比べ、東西折衷また西洋スタイルの空間へと発展していった。２．伝統
的な中央空間を確立しながら西洋スタイルの要素を持ち、対称性・整然性・開放性などが求められた。３．
外部空間は建築の軸線を基準として、シンメトリーに立体的要素と平面的要素を配置する構成特徴を明ら
かにした。民国園林に関する空間形態論の研究を広げ、新規性に秀でている。 
 しかし、発表会の質疑応答を経た審査会において以下の課題が明らかとなった。 
[点、線、面の記述は分かりにくいため、論文の構成について調整する必要がある。] 
この課題に対しては修正が軽微であり、修正確認を行い、学位論文に値すると判断した。 
 以上より申請者が博士（学術）の学位に値する専門分野における学識を有すること、また英文論文や英
語による発表と日本語の公開論文発表より外国語の能力をもつことを確認した。さらに、本論文の内容に
関する論文が、日本造園学会誌１本、環境情報学会誌１本、環境情報学会英文誌１本、計３本に公表され
ていることを確認した。 
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学位（専攻分野） 
学位記番号 
学位記授与の日付 
学位記授与の要件 
学位論文題目 
論文審査委員 
MIKIUGU MARTIN MWIRIGI
博 士（学 術） 
千大院園博甲第学３９号 
平成２５年９月２７日 
学位規則第４条第１項該当 
A Study on Green Infrastructure Gauge and affordance enhancement for 
sustainable urban areas
（持続可能な都市へ向けたグリーンインフラストラクチャーゲージとそ
のアフォーダンスの向上に関する研究） 
（主査）教 授  池邉 このみ 
（副査）教 授  木下 勇    教 授  本條 毅 
    准教授  柳井 重人 
論文内容の要旨 
The world population surpassed 7 billion people in late 2011. More than half of this population 
now lives in urban areas, and virtually all countries of the world are becoming increasingly 
urbanized. This accelerated trend of human and land urbanization is exacerbating carbon footprints, 
gobbling up natural and rural areas, degrading the environment, creating food deserts, increasing 
urban poverty, and establishing unsustainable comunities vulnerable to sequels of climate change. 
Green Infrastructure concept within the urban context focuses to ameliorate negative impacts of 
these relatively new habitats to man. This study aims to contribute to this evolving concept in 
both theory and application. It sets out to formulate a framework of gauging Green Infrastructure 
affordance and explores strategies to enhance its capacity to afford sustainability and livability 
in urban areas. To achieve the above: (1) Central Nairobi Urban Green Space was analyzed as a 
representative element of Green Infrastructure. (2) Green Master Plans of selected Japanese 
municipalities in Tokyo Metropolis were evaluated for their potential as guides for Green 
Infrastructure implementation. (3) Green Infrastructure Gauge, a tool for evaluating Green 
Infrastructure affordance in existing and proposed urban areas was formulated. (4) This gauge was 
consequently applied to evaluate Koshigaya Laketown's Green Infrastructure affordance in both 
elements and functions. Existing Central Nairobi Urban Green Space was found to lack in size, 
composition, distribution, and character, while Japanese municipalities’ Green Master Plans as 
currently constituted and implemented cannot be successful guides for optimum Green Infrastructure 
realization. Koshigaya Laketown includes a wide variety of Green Infrastructure elements and 
functions, with its Green Infrastructure Gauge established to be ‘5.75 points’ out 10. A 
proposition for a new urban planning theory of `Urban Grain Network` was put forth; as a strategy 
to ensure abundance of Green Infrastructure elements and functions in the urban realm. It proposes 
a symbiotic coexistence of Town and Country in one space and time, which can synergistically enhance 
sustainability and livability of urban areas. 
論文審査の結果の要旨 
本論文は別紙（論文要旨）のようにグリーンインフラストラクチャーの評価指標と活用について研究（検
討）したものである。本論文は平成25年6月28日に提出され、その後上記4名の審査委員により論文の
内容および構成等の観点から慎重に審査された。 
 平成25年7月22日に、公開論文発表会を開催し、論文の発表と論文内容に関する質疑応答を行った。
発表会の後に審査会を開催し、以下の結果を得た。 
 本研究（または論文）は以下の点が学術論文として評価できる。Gauge という評価指標をaffordance の
概念も組み入れて提案し、実態の調査分析から、緑の基本計画等のマスタープランに基づく施策や事業の
メニューをアセスメント、モニタリングして漸進的に向上する可能性を示している点。またその結果、都
市農業やエネルギー等の持続可能な都市に向けた緑の環境についてUrban Grain Network という計画概念
に昇華させている点で、意欲的な計画学の論文であり、新規性に秀でている。 
 しかし、発表会の質疑応答を経た審査会において以下の課題が明らかとなった。1.Urban Grain の定義
等の記載を結論の後の提案部分から本編の概念規定に戻す。2.ナイロビの分析においてこのUrban Grain 
の必要性を示唆すること。この課題に対しては修正が軽微であり、修正確認を行い、学位論文に値すると
判断した。 
 以上より申請者が博士（学術）の学位に値する専門分野における学識を有すること、および外国語につ
いても試験の結果、その英語の能力をもつことを確認した。さらに、本論文の内容に関する論文がSocial 
and Behavioral Science （Elsevier)に2編公表され、１編がCities JournaThe International Journal 
of Urban Policy and Planning,l（Elsvier)再査読中であることを確認した。 
氏 名 
学位（専攻分野） 
学位記番号 
学位記授与の日付 
学位記授与の要件 
学位論文題目 
論文審査委員 
張 翅鵬       
博 士（学 術） 
千大院園博甲第学４０号 
平成２５年９月２７日 
学位規則第４条第１項該当 
Study on the basin acidification and its associated migration of heavy metals 
caused by acid mine drainage (AMD) in the karstic region, Guizhou Province, 
China 
（中国貴州石灰岩地域における流域酸性化及びそれに関わる重金属遷移
について） 
（主査）教 授  本條 毅 
（副査）教 授  唐 常源    教 授  犬伏 和之 
    准教授  百原 新 
論文内容の要旨 
Heavy metal pollution caused by acid mine drainage (AMD) is becoming a serious problem in some 
areas of southwest China. It is needed to understand the current situation and take measures. 
Therefore, a small typical limestone watershed in Xingren county of southwest Guizhou province was 
selected. A high arsenic coal mine was found in this area. The AMD generated from the tailings had 
impacted the surrounding environment for a long time. Water, sediment, paddy soil and rice samples 
were collected to try to study the pollution characteristics and potential hazards. 
1) The arsenic in AMD was adsorbed by hydrous ferric oxides (HFO) and deposited into the sediment 
of the reservoir. The arsenic and iron were dissolved into the porewater under the reductive 
condition, and the thioarsenite and H3AsO3 were the two main forms. Surface complexation of As to 
HFO played the dominant role in controlling the arsenic concentration in porewater. 
2) The background value of soil pH(H2O) was about 6.2, while the pH(H2O) in acidified field ranged 
from 3.2 to 5.5 when the acid water was used for irrigation for about twenty years. The content 
of K, Ca and Mg decreased with the soil acidification. Furthermore, the Al were also leached where 
the soil pH(H2O) was lower than 5.0. It was found that large area of paddy field had been acidified. 
3) The arsenic concentration in the acidified paddy field was higher than the environmental standard. 
It was found the closer to the irrigation water the higher of the arsenic content. Furthermore, 
the arsenic was also detected in rice, and the distribution of As in the rice was in the sequence 
of root > straw > grain. The transfer factor of As from soil to rice grain was about 0.009. 
4) The Bayer red mud generated from the alumina production was used to treat AMD in laboratory. 
The treatment effect and the durability were evaluated. It was found that the red mud which was 
treated by using brine and then heated under high temperature got the best results. 
論文審査の結果の要旨 
 本論文は別紙（論文要旨）のように中国貴州省鉱山廃水に起因する流域酸性化について研究したもので
ある。本論文は平成25年6月30日に提出され、その後上記4名の審査委員により論文の内容および構成
等の観点から慎重に審査された。 
 平成25 年7月22日に、公開論文発表会を開催し、論文の発表と論文内容に関する質疑応答を行った。
発表会の後に審査会を開催し、以下の結果を得た。 
 本研究は以下の点が学術論文として評価できる。典型的な石灰岩小流域を選び、河川水、ダムの底質、水
田土壌及び稲作物は採収・分析した。中国内陸である貴州省では、酸性鉱山廃水に起因する流域規模の土
壌酸性化およびそれに伴う土壌・稲でのヒ素蓄積をはじめて明らかにした。また、土壌酸性化モデルを提
案し、調査地域における水田土壌酸性化の将来予測を試みた。現地調査と室内実験の結果および地球化学
モデルを用いて、ダム堆積物および水田土壌における重金属遷移プロセスを明らかにした。さらに、レッ
ドマットを利用し、酸性排水の浄化に関する室内実験を試み、良好な結果を得た。 
  また、予備審査際に明らかにした課題に対して、修正確認を行い、学位論文に値すると判断した。 
 以上より申請者が博士（学術）の学位に値する専門が環境保全分野における学識を有すること、および
外国語についても試験の結果、その英語の能力をもつことを確認した。さらに、本論文の内容に関する論
文がJournal Environmental Earth SciencesおよびEnvironment and Pollutionに公表されていることを
確認した。 
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学位記番号 
学位記授与の日付 
学位記授与の要件 
学位論文題目 
論文審査委員 
孔 玉華      
博 士（農 学） 
千大院園博甲第農５５号 
平成２５年９月２７日 
学位規則第４条第１項該当 
Effects of land-use type, nitrogen deposition and climate on dynamics 
of greenhouse gas fluxes and soil carbon, nitrogen cycles. 
（土地利用、窒素沈着および気候が温室効果ガスフラックスと土壌炭
素・窒素循環の動態に及ぼす影響） 
（主査）教 授  坂本 一憲 
（副査）教 授  犬伏 和之    教 授  唐 常源 
    教 授  松岡 延浩 
論文内容の要旨 
Land-use types, nitrogen deposition and climate are three important factors that are strongly 
affecting GHG fluxes. However, the mechanisms of the three factors and their interactions on GHG 
fluxes have not been fully understood. Therefore, the main objectives of this study are to evaluate 
the dynamics of GHGs fluxes and soil C, N cycles as affected by land-use types and N inputs under 
the aerobic experimental and field conditions.  
First, CO2, N2O and CH4 production/consumption potentials from central Japan and eastern Hungary 
were investigated. CO2 production and CH4 consumption showed positive correlations with soil MBC 
and C/N ratio in both countries’ soils, respectively. Then, GHG production potentials of three 
adjacent lands (apple orchard, A; grassland, G and forest, F) in central Japan with three N additions 
(0, 30 or 150 kg N ha1 yr1) were conducted under aerobic incubation conditions. Land-use types 
significantly influenced soil N2O and CO2 productions; A soil showed significant higher GHG 
productions than G and F soils. N addition increased N2O production in all three land use types. 
Finally, temporal dynamics of soil GHG fluxes, soil C and N properties were conducted in the fields. 
Seasonal dynamics showed great impacts on CO2 and N2O fluxes while not on CH4 flux; land-use types 
had significant effects on CO2, N2O and CH4 fluxes.  
In conclusion, high temperatures as well as intense rainfall regions and hot sumer seasons, showed 
high CO2 and N2O emissions. Agricultural soils increased CO2 and N2O emissions while decreased CH4
uptake. 
論文審査の結果の要旨 
本論文は別紙（論文要旨）のように土地利用、窒素沈着および気候が温室効果ガスフラックスと土壌炭
素・窒素循環の動態に及ぼす影響について研究したものである。本論文は平成25年6月28日に提出され、
その後上記4名の審査委員により論文の内容および構成等の観点から慎重に審査された。 
 平成25年7月23日に、公開論文発表会を開催し、論文の発表と論文内容に関する質疑応答を行った。
発表会の後に審査会を開催し、以下の結果を得た。 
 本論文は以下の点が学術論文として評価できる。すなわち従来は、土地利用や窒素沈着の土壌への影響
を個別に研究した例があるのみで、これらを組み合わせ、しかも室内実験から２年間にわたって野外調査
し検討した例は見当たらない。また日本とハンガリーという気候の差異が温室効果ガスの土壌中での生
成・消費に及ぼす影響を調べた例も皆無であり、それらを総合的に評価し、温室効果ガスの土壌中での動
態や土壌の諸性質との関係を解析した貴重な研究と位置づけられる。 
 なお、発表会の質疑応答を経た審査会において、総合考察で気候や窒素沈着への将来予測および生態系
での影響評価をさらに論ずることが望ましいことが指摘された。この課題に対しては修正が軽微であり、
修正確認を行い、学位論文に値すると判断した。 
 以上より申請者が博士（農学）の学位に値する専門分野における学識を有すること、および外国語につ
いても試験の結果、その英語の能力をもつことを確認した。さらに、本論文の内容に関する論文がSoil 
Science and Plant Nutrition誌に１報公表され１報受理されていることを確認した。 
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曹 英杰     
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論文内容の要旨 
In this study, three typical study areas, the Sanjiang Plain, the Songnen Plain and the Taizi River 
basin, are selected to study the regional hydrochemistry and the response of hydrochemistry to the 
land use change in the Northeast China Plain (NECP) from a point view of system analysis. Three 
factors are considered: the input as the change of regional land use, and the response as the spatial 
and temporal distribution of water chemistry, and transfer function as the surface water and 
groundwater flow system. 
In the Taizi River, regional hydrochemistry is controlled by the spatial distribution of land use. 
The hydrochemical pattern is changed from Ca-HCO3 type in the upstream into Ca-HCO3-SO4 type in the 
downstream. The concentrations of TN have good relation with dry land and residence area. 
In the Songnen Plain, the hydrochemical pattern is Ca-Na-HCO3 type, and the concentrations of Na 
and HCO3 are relative high than that in other areas, showing that the regional hydrochemistry is 
suffered from salinization due to frequent conversion between paddy and dry land and inappropriate 
irrigation. 
In the Sanjiang Plain, 24% of wetland, 5% of grass and 7% of forest have been exploited into paddy 
and dry land in the period from 1954 to 2005. The hydrochemical pattern of surface water and 
groundwater is Ca-HCO3 type, and rock weathering is considered as one of the major mechanisms 
controlling the regional major ion chemistry. CFCs have been used successfully the age-dating for 
shallow groundwater. It is found that nitrate in groundwater has a poor correlation with the land 
use unless resident time of groundwater has been considered to rebuild the landuse history during 
the groundwater recharge. It is emphasized that the groundwater residence time is a key factor when 
studying the response of groundwater nitrate to the land use change. 
論文審査の結果の要旨 
本論文は別紙（論文要旨）のように中国東北平原における流域水質変遷と土地利用変化との関係につい
て研究したものである。本論文は平成25年6月30日に提出され、その後上記4名の審査委員により論文
の内容および構成等の観点から慎重に審査された。 
  平成25 年7月22日に、公開論文発表会を開催し、論文の発表と論文内容に関する質疑応答を行った。
発表会の後に審査会を開催し、以下の結果を得た。 
  本研究は以下の点が学術論文として評価できる。まず、中国東北地方において、過去半世紀にわたって
農地拡大の著しい三江平原、農地塩分集積問題の大きい松花江平原および土地利用変化の少ない太子河流
域を選び、地表水，地下水の詳細な調査結果から、流域土地利用変化に対する水質の応答が、対象物質の
特性、土地利用の時空間変化および水の滞留時間に密接に関係していることを実証的に明らかにした。そ
れを基づいて、水の滞留時間を考慮した新しい研究手法を提案し、土地利用と水質関係の総合的な解析を
行った。 
  また、予備審査の際に出された課題に対して、修正確認を行い、学位論文に値すると判断した。 
 申請者が博士（農学）の学位に値する専門分野における学識を有すること、および外国語について英語
の能力をもつことを確認した。さらに、本論文の内容に関する論文がJ. Environ. Monit.およびEnviron. 
Sci.: Processes Impactsに公表されていることを確認した。 
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論文内容の要旨 
 本論では、内モンゴル自治区シリーンゴル盟を事例として、牧畜地域で実施された生態移民政策の実態
を探り、生態移民政策によって、牧畜地域の近代化を目指す可能性について論じた。生態移民政策により、
牧畜地域を近代化することが可能であれば、シリーンゴル盟だけではなく、ユーラシア大陸に分布してい
る牧畜地域を近代化する新しい道を開くことになる点においても重要な意味を持っていると思われる。そ
のため、シリーンゴル盟で行われてきた生態移民政策、つまり牧畜民たちを乳牛飼育業に従事させた政策
を調査研究し、生態移民政策を実施した目的、乳牛飼育業への転業可能性と牧畜民への影響を分析した。
 第１章では、生態移民政策の登場と生態移民をめぐる研究を考察した。生態移民は登場後、研究者たち
に注目され、研究されてきたが、今日まで統一した定義がされないままである。それは、中国政府が明確
に生態移民を定義しておらず、地方によって、生態移民の実施方法も異なっていたからであろう。中国で
も牧畜地域を代表するシリーンゴル盟では、生態移民計画のほとんどが牧畜民の乳牛飼育業化と同時に実
施されてきた。そして、シリーンゴル盟政府は牧畜民たちを伝統的牧畜業から乳牛飼育業へ転業させ、乳
牛飼育業を振興させることによって牧畜地域の近代化を目指している。牧畜地域の近代化については、は
っきり定義されてないものの、家畜の飼育期間を短期化し出荷率を高めることと、牧畜業に従事する人口
を減らして第二、第三次産業へ従事させることである。そこで、まず、生態移民計画とは何であるかを先
に問わなければならないと考え、生態移民計画の実施の背景を分析した。もちろん、政策上に提出されて
いる草原生態環境の悪化という理由があるが、それ以外でも、国民健康、脱貧困、国内市場の開発等の背
景もあった。しかし、今までの先行研究では、一次的調査データや二次的調査データを分析してきたため、
生態環境の保護という一面だけを取り上げており、それ以外の問題点が見落とされていた。政府の回復さ
せたい生態環境とは何であるか、あるいは何のために生態環境を回復させるのか等の問題を明確にしなけ
れば、生態移民政策の実施した効果を分析できるはずがない。こうした問題を探るために、今まで牧畜地
域で実施されてきた環境政策史の分析を試みる。
 第２章では、シリーンゴル盟牧畜地域に実施されてきた環境政策史を分析した。草原の生態環境の悪化
を阻止、回復させる目的で諸政策が実施されてきた。政府側は、生態環境の悪化原因は、牧草地の負担で
きる限界を上まわる家畜の放牧にあるとした。そして、最初に実施されたのは、牧草地の生産量で飼育で
きる家畜数を測定し、牧草地の状況に合わせて家畜頭数を制限する政策であった。これは牧畜地域の生態
環境に基づいた政策といえるが、附加項目として、牧草地をもち牧草を栽培すれば、より多くの家畜を飼
育できることが加えられていた。つまり、草原と家畜の関係を重視しながらも、新たに土地を開墾して牧
草地にするという農耕的発想を牧畜地域に持ち込んだものである。その後、移住扶貧政策、囲封遷移政策、
両遷双勝政策等が実施され、牧畜民たちを都市などの人口集中地域へ移住させ、無人無家畜な草原を作る
ことを重視するようになった。しかし、草原の生態環境とは、草原、牧畜民、家畜の関係で成り立ってい
るため、無人無家畜な草原を作ることで、草原の生態環境を回復することは不可能であり、逆に草原の植
物多様性が失われ、牧草地として利用することができなくなる。さらに、牧畜地域の若い世代に対象に、
職業訓練行い、牧畜業以外の生業に従事させる政策も実施された。若い世代が技術を身につけ、収入が高
い職業に従事するようになることは望ましいが、若い世代の流出により、草原の牧畜業には後継者がいな
くなり、牧畜業の衰退につながる恐れがある。以上のことから考えると、無人無家畜な草原を作ることや、
牧畜地域の若者を転業させることは、草原の伝統的生態環境を回復させるためであるとは言いがたい。無
人無家畜な草原を作ることで、植物の多様性が失われ、家畜の餌とならない植物であってもそれが生育す
れば砂嵐を止めるには十分な効果があるに違いがない。つまり、生態移民計画とは草原の生態環境の回復
ではなく、砂嵐を防ぐために必要な「生態環境」を作るものであったといえるだろう。それでは、政府が
必要とする「生態環境」を作るため、牧畜民たちをどうやって移住させたのか。
 第３章では、牧畜民たちの移住した過程について紹介、分析をしてみた。地方政府は中央政府から、牧
畜民たちを移住させるノルマが決められていた。そして牧畜民たちを牧草地から移住させるだけで、草原
の生態環境を回復させたことになっている。地方政府はノルマを達成し、行政的成績を上げるため、牧畜
民を誘導して、乳牛飼育業へ従事させた。牧畜地域を対象とした移住政策を行う際には、他の農耕地域と
違って、それまでの生業を維持するためには広い土地を確保せねばならず、それが不可能なため、移住さ
せる際に必ず牧畜民たちの生業を変えなければならない。政府は牧畜民たちを移住させるため、牧畜業以
外の、牧畜民たちに受け入れられる新しい生業を見つけなければならない。そこで、乳業を振興させるこ
とで原料ミルクの不足状況と、牧畜民たちに乳牛飼育業が受け入れられやすいであろうというメリットを
利用し、政府は牧畜民たちに乳牛飼育への転換を推し進めていた。乳牛は畜舎で飼育されるため、畜舎付
き住宅で牧畜民たちの広い牧草地を封鎖することができた。政府は、牧畜民たちを順調に移住させるため、
職員たちが自ら牧畜民たちの家を訪ねて、乳牛飼育業のメリットを宣伝した。宣伝は口頭で行われていた
が、宣伝内容は乳牛飼育の事実と違う点が多く、職員たちは乳牛と牧畜地域の家畜との違いなどについて、
十分な説明も行わなかった。そのため、牧畜民たちは政府側の宣伝に誘導されて、乳牛飼育業を知らない
まま生態移民村へ移住してきた。政府はいろいろな資金を出して牧畜民たちの移住を援助していたが、牧
畜民たちは移住するために、家畜の安売り、固定住宅や畜舎の廃置等の、援助金より遥かに多くの経済的
損失を被っていた。もちろん、彼らも自分なりの移住理由を持っていたが、経済的利益を得られるという
政府の言葉に誘導されて、移住することを決心したに違いない。
 第４章では、シリーンゴル盟における乳牛飼育業の構造の問題を述べ、構造自体に存在する問題点を探
る。シリーンゴル盟における乳牛飼育業とは、乳業の必要性に応じて誕生したのではなく、政府が牧畜民
たちを移住させるために構築したものである。移住させられた生態移民たちは、乳牛を飼育しながらもそ
の飼料や牧草等を自分たちで作ることはなく、完全に市場から購入することによって、ミルクを生産する
ことになっている。そのため、乳牛飼育業は第一次産業ではなく、第二次産業とも言えるだろう。
 シリーンゴル盟の乳牛飼育業に従事している生態移民たちは、殆ど10頭以下の乳牛を飼育している、い
わゆる分散的乳牛飼育民たちであった。分散的乳牛飼育民たちとミルク加工工場の間に売買関係を設立さ
せるため、政府がミルク加工工場と連絡しながら、ミルクを運送するミルクステーションを設立して、個
人に安い値段で提供していた。そのため、シリーンゴル盟における乳牛飼育業構造は乳牛飼育民、ミルク
ステーション、ミルク加工工場、政府という複雑な構造になっていた。そして、乳業構造の中では、ミル
クのやりとりにおいて、飼育民がミルク加工会社と直接交渉するができない。またそれについて行政等他
から監督されることもないため、ミルクの品質検査やミルクを買い取る価額等に、構造内部の矛盾が常に
存在していた。ミルクを生産している乳牛飼育民たちは、ミルクを加工する側の顔さえ見えず、ミルクの
価額などにおいてはミルクステーションに振り回され、赤字経営となり政府が提供する最低生活保障金で
生活するようになっている。政府の援助も不十分であり、乳牛飼育民たちの最低生活基準を保障するだけ
で、彼らを経済的困窮から救いだすこと、あるいは彼らの乳牛飼育業という生業を支援することをしてい
なかった。つまり、政府は、牧畜民たちを移住させるため、乳牛飼育業を構築させたが、乳牛飼育業の運
営において、果たすべき管理・監督の責任を果たさなかったと言える。そのため、乳牛飼育民たちが経済
的苦境に追い詰められ、乳業構造上の問題により、シリーンゴル盟における乳牛飼育業が成功する可能性
が低いことが明確になっている。
第５章では、生態移民たちの日常生活を、生活環境、経済的状況、食生活変化、伝統行事の変化と社会
保障制度などの五つの面から論じた。生態移民の移住先について、政府は乳牛飼育業に必要な電気や交通
の条件が整っている場所を優先的に考えながら選択していた。しかし、生態移民たちと乳牛の健康や衛生
などを十分に配慮していなかったため、移住先である生態移民村は煙や埃の中に建てられた。さらに、政
府は乳牛飼育業を振興させる計画があったものの、乳牛飼育により生じる乳牛排出物等の処理において対
策を考えていなかった。そのため、生態移民たちは煙やゴミの中で生活し、飼育されている乳牛にも乳房
炎の感染が広がっていた。生態移民たちは自ら生活環境を改善する努力はしているが、十分に解決できな
かった。煙や灰などが飛んだ空気、乳牛の排出物などのごみで満たれた環境が、すでに乳牛の健康へ影響
を及ぼしている。生態移民たちの健康への影響はいまだに確認されていないが、それも時間の問題と思わ
れる。乳牛飼育による経済的な状況も悪化している。資金が少ない生態移民たちは、乳牛を飼育するため
に、高価で牧草や飼料を購入しなければならなかった。牧草と飼料は、需要の高まりにつれ値段が上がる
一方である。対照的に生態移民たちの生産しているミルクの値段はあまり上がらず、乳牛の治療代もかか
るため、生態移民たちは乳牛を飼育すればするほど赤字が増える。そして、生態移民村という市民並みの
生活環境が、生態移民たちの食生活に影響を及ぼし、経済的な困難を深めながら、人々は伝統的な食生活
から離れつつある。食生活では、羊肉を食べる量や食べ方において変化が起き、乳製品、さらに乳茶の飲
用も困難になってきている。移住先の生態移民村で、政府が移住者たちの伝統文化を重視しなかったため、
オボー祭り等の伝統行事がなくなり、生態移民たちが村民間でつながりを築くことができずにいる。そし
て、彼らは移住前の牧畜民たちとの信頼関係を強化している。そのため、生態移民たちの移住先での生活
は不安定なものであり、移住し続ける人々から伝統文化が喪失される恐れも存在している。もちろん、政
府から生態移民たちの生活を安定させるため、年金保険制度などの新しい制度作成などをしているし、実
際に生態移民たちの生活に役に立っている。しかし、乳牛飼育業による経済的収入、生態移民たちの文化
習慣などについて政策を取らなければ、生態移民たちは安定した生活を送れない。生態移民たちを移住先
で安定した生活をさせるには、居住環境、経済的収入、伝統文化などを配慮しなければならない。
 第６章では、まず、乳牛飼育業の破綻について紹介した。政府の乳業運営に対する管理・監督上の問題
とミルク加工工場の品質検査上の不十分さにより、販売されるミルクに水とメラミンが加えられる事件が
起きて、大きな社会的問題になった。事件後、政府は乳牛飼育民たちの利益を守る策を立てていたが、乳
業運営に対する管理・監督をしてないままであった。そのため、メラミン事件により生じた経済的損失の
殆どが、弱い立場にいる乳牛飼育民に転嫁された。その上、政府の乳牛飼育に対する知識不足により、生
態移民村で口蹄疫がはやり、村で飼育されていた乳牛がすべて口蹄疫に感染されていた。口蹄疫感染の拡
大により、生態移民たちはやむを得ず乳牛を処分するようになった。しかし、乳牛を処分したとしても、
彼らは元の牧畜地域へ戻ることが禁じられているため、行方がなくなっていた。こうした状況の中で、生
態移民たちは、各自の生存戦略をこっそり建てていたし、すでに動き始めていたものもいた。
 次に、四つの事例を紹介し、彼らの生存戦略の選択に注目した。事例から見ると、生態移民たちの従事
した乳牛飼育業はすでに破綻して、生態移民たちは乳牛飼育以外の生存・生活の方法へ転化している。生
態移民たちは殆どが元の牧畜地域で牧畜業に従事しているが、MK氏のように少数ないはうまく転化した
数少ない事例以外、多くの生態移民は大きな経済的な損失を被りながら、牧畜業へ転化していた。しかし、
牧畜業へ転化している人々は、政府の許可を得ておらず、移住する際に政府と契約した内容では、牧畜地
域へ移住することは不法であった。牧畜飼育以外の技術を持っている生態移民たちは、運転手や店経営者
へ転業することもあった。技術を持っている人々は、生業の選択支も多く、牧畜地域へ戻るよりリスクが
低い仕事に従事していた。そして、政府の生態移民たちに対する年金保険制度や学生を援助する制度など
特恵政策も彼らにとって魅力的であり、制度に適した人々は、生態移民として生存・生活を続ける意欲を
表している。
第７章では、本論で展開してきた議論を生態環境の意味、乳牛飼育業の発展可能性と生態移民政策の影
響という三つの側面からまとめた。草原の生態環境とは、草原、牧畜民、家畜で成り立ち、牧畜民たちは
牧畜業を営みながら、草原の生態環境を保護してきた。しかし、政府は生態環境の悪化原因を過放牧とい
う一言だけにまとめて、牧畜民たちを移住させる生態移民計画を実施し、無人無家畜な草原を作ることで、
草原の生態環境を回復させようとしている。無人無家畜な草原は、植物の多様性を失い、単一もしくは数
種類の植物で満たれていくため、牧草地としての利用価値がなくなり、元の草原の生態環境でなくなる。
無人無家畜な草原は、植物の丈が高くなり、被覆率も上がるため、それまで起きていた砂嵐を止める効果
はある。つまり、政府が生態移民計画の実施によって作りたい生態環境とは、元の草原生態環境を回復さ
せることではなく、北京などの大都市を砂嵐から守るための「生態環境で」であるに違いがない。
 シリーンゴル盟における乳牛飼育構造の特徴が、牧畜地域で乳牛飼育業を発展できない原因になってい
る。資金がない牧畜民たちは、乳牛飼育業に従事しても、一世帯あたり数頭しか飼育していない、いわゆ
る分散的乳牛飼育民になる。そのため、彼らは、ミルクをミルク加工工場まで運送するミルクステーショ
ンへ卸さなければならない。政府の監督不足と、ミルク加工工場の無関心により、乳牛飼育民はミルクス
テーションに振り回され、経済的利益を得られない。その上、ミルクステーションの不法行為による被害
等の経済的なすべての損失が、弱い立場にある乳牛飼育民たちに転嫁されている。もちろん、こうした状
況で、乳牛飼育民たちが豊かになれるはずがない。
 政府が必要とした「生態環境」を作るために牧畜民たちを牧畜地域から移住させるという、生態移民計
画の影響は、牧畜民に経済的損失を与えながら、彼らの文化を変容させ、行き場の喪失へと導いている。
こうした中で、ごく一部の技術を持っている人々は生業転化していったが、多くの人々は違法でありなが
らも元の牧畜地域へ戻っている。そのような中で、政府の最低生活保障金によって、移住先で日々を潰し
ている人々もいた。もちろん、彼らは「飲んだくれ」や「怠け者」とされ、社会的に排除されている。も
し、政府が牧畜地域へ戻ることを厳しく禁止すれば、このように社会的に排除された人々も増えていくに
違いない。そして、先住民研究でも見られるように、伝統的文化の喪失に伴って民族アイデンティティー
を失った彼らは、貧困から脱出することはなく、さらに貧困化しながら、民族問題として深刻化していく。
牧畜地域の生態環境を改善させ、牧畜民の生活を良くするため、彼らの民族文化を復興させ、自ら環境や
生活のことの解決へ取り込ませることこそ大事であると思われる。
論文審査の結果の要旨
本論は、中華人民共和国内モンゴル自治区シリーンゴル盟において実施されてきた一連の「生態移
民」政策の発端から現在の状況に至る過程について、参与観察を方法論の中心にすえて分析を試みた
民族誌学的研究である。論文中でも指摘されているように、「生態移民」とそれに関する政策の定義は
先行研究において統一されていない。本論は、北京などの都市住民を主な受益者とする環境政策と、
人口増加と市場経済化によって構造的に貧困に陥る人々を対象とする扶貧政策として政策群を整理し、
一方、それらの政策に巻き込まれる形で移住、定住化し、生業を転換した「牧畜民」を本論における
狭義の生態移民として扱う。政策によって一般化される生態移民と狭義の生態移民を弁別することに
よって、自然環境問題、開発政策における少数民族の周辺化、移住と生業転換に伴う脆弱性の増加な
ど、複数の問題を考察する視座を確保することに成功している。
本論は７章から成り、まず１章で上記のような先行研究の整理と問題意識の提示、調査地と対象者
の記述が行われる。２章では、改めて関連する政策の時系列的、因果論的記述が行われ、また政策立
案における対象者の疎外が描かれる。３章では、政策の実施過程が描かれ、中央政府、地方政府、生
態移民の三者のアクターの権力関係と、共有する/相反する目的意識が分析される。４章から６章にお
いて、生態移民が従事することになった乳牛飼育の実践が、豊富なインタビューデータを基にした厚
い記述によって描かれる。その記述は、長期のフィールドワークを要する人類学的研究においても稀
な５年間にわたる継時的調査に基づくものであり、今後の生態移民研究、ひいては第三世界における
ポリティカルエコロジー研究において、極めて価値あるデータであると評価できる。そこで浮き彫り
にされる具体的問題として、特に、乳牛飼育が破綻していく構造的問題が挙げられる。つまり、畜群
と資源利用の多様性を維持することによって病気や経済変動などのリスクに対処できる従来の牧畜に
対し、生産性が高いとされる単一種に依存し、市場に資源の供給先を頼る乳牛飼育はリスクに対して
脆弱な構造を持つことが指摘される。結果として、メラミン混入事件と口蹄疫によって乳牛飼育が破
綻したことは、その分析の妥当性を裏付ける。一方で、経済的破綻とアイデンティティの喪失に直面
しながら、何とか日常生活を再構築していく人々の姿が描かれる点がさらにリアリティに富み、厚い
記述であると評価される。７章では、以上の記述と分析を基に、環境問題、開発問題、少数民族問題
として、シリーンゴル盟の生態移民の経験を総括するとともに、政策と対象者の展望が議論される。
７章における展望では、開発人類学において盛んに議論されてきた参加型開発の導入の是非が検討
されている。強固な権力構造を持ち、かつ人類学的知見を政策立案に活用することがほとんどなされ
てこなかった中華人民共和国において、参加型開発の導入の是非を問うことは斬新な試みであり、今
後の研究と実践の発展が望まれる。そのような試みは上記のような綿密なデータを構成し提示するこ
とが可能で、同時にネイティヴアンソロポロジストでもある著者によってこそ行われるべきであると
考えられる。以上、数ある生態移民研究の中で群を抜くフィールドデータと文献研究の情報量、そし
て分析の確からしさと今後のポリティカルエコロジー研究に対する民族誌学的枠組みの提示は学問的
貢献として高い評価に値し、審査委員会は全員一致で本論文が博士の学位に値するものと認めた。
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論文内容の要旨 
本研究は、人生の半ばで障害者となった人びとが直面する問題群を当事者の視点から明らかにしようと
する。従来の健常者中心の医療従事者、研究者側という多数派の支配的文化から障害者や慢性病者を評価
されたり、イメージされている障害者像と当事者たちの人間像≒「自画像」との歪みがねじれを描き出す
試みである。
本論の各章の要旨は以下である。第1章では、本研究の視座と方法論について述べる。当事者たちは従
来の質問紙（アンケート調査）による量的調査の対象にさえなり得なかった。そこで質的調査の必要性と
社会学者の桜井厚らによるライフストー リー・インタビューの有効性について概観する。次に、わが国に
おける「当事者研究」について整理する。その後、本研究論文の方法論である「自文化の人類学」「自己エ
スノグラフィー 」の手法を説明する。
本研究論文において、支配的文化（健常者中心の文化）の理性からは、逸脱者とされ、社会的に排除さ
れている障害者や「病い」の当事者たちの声を聴き、彼らの日常的な思考様式や生活実践に寄り添い、彼
ら当事者とのライフストー リーによる語り合いから当事者たちの「自画像」を描きだそうとするものであ
る。
第2章から第5章までは、各章一名で、四名の当事者たちの生活世界を描きだすライフストー リー・イン
タビューが提示される。四名の当事者たちの「自画像」については各章の冒頭に簡単に記述がなされる。
研究全体を通しての当事者たちへのアプローチ様式は、社会の周縁にいる抑圧された人びとを研究対象と
している社会学者の桜井厚のライフストー リーの議論を援用する。第2章と第3章では、中途障害当事者の
語りが展開される。続く第4章と第5章では、難病等希少疾患の当事者が登場する。
また、支配的文化のなかで感じる違和感、支配者、当事者とは離れた立ち位置で、前章までの「語り手」
たちのそれぞれの「自画像」との共通点、相違点、齟齬などを支配者でもなく、当事者でもなく、人類学
者の視点から考察を加えていく。たとえば、「自画像」は自分のみの視点で描けるものではない。周囲（社
会）からの視線や影響を受けながら、色々な顔を作って描き続けている。そして自己の「自画像」は更新
され続けていく。このような意味からも、社会の周縁にいるマイノリティとしての「自画像」も決して思
い込みではない。それと同時に、当事者同士の語り合いから得られる知見≒「自画像」は、支配的文化=
支配的言説も含む他者や社会からは見えない（目に入らない）ものであるかもしれない。
 しかし、客観的な「他画像」は同じように見えるが、生活世界に生きる当事者個々人の思考様式は、た
とえば、Cさんの「難病患者と障害者は違う。あれは障害者ではない。」といった語りに見るように、個々
人の意味づけや独自の論理を生成するような多義性であったり、私たちの障害や「病い」を生きるという
日常的実践には、個々人それぞれが固有の価値観を提供したりする。
四名の語り手たちの「病いの語り」と私の自己エスノグラフィーで得られた知見から総括と展望を加え
る。
第2章では、20代で事故に合い、脊髄損傷となったAさん（現在30代後半）のライフストー リーである。
Aさんは、二つのリハビリテーション専門病院で約2年間、入院し、リハビリテーションに励んだ。現在は、
車椅子生活であるが、活発で、フットワークも軽く、様々な活動を実践している。例えば、地域の障害者
の活動から全国的な障害者スポーツの啓蒙活動までと、その活動の域は幅広い。そんなAさんであるが、
リハビリテーション専門病院に約2年間という長期に渡り、入院していたにもかかわらず、「障害受容」と
いう言葉を知らなかった。Aさん自身の「自画像」と、医療専門職者による専門用語でカテゴライズされ
る「他画像」は違ったものとして描かれる。
 第3章では、小学校6年生のとき転倒事故により肢体不自由者となったBさん（現在30代後半）のライフス
トー リーである。現在は、車椅子生活を送っているBさんは、障害のため、動きが遅くなっている。そんな
Bさんのは健常者と同じ土俵の上で高校、大学受験やその後の資格取得や就職のための努力が描かれる。B
さんは努力の結果、音楽大学と福祉系の大学の二つの大学を卒業しているしかし、健常者中心の支配的文
化の中での競争社会に挑み続けたBさんは、資格取得や就職が困難であった。そんなとき、福祉系の大学の
実習で行った障害者生活支援センターの中で活動をする障害当事者団体があり、そこで、初めて、Bさん以
外の障害者たちと出会うことになる。その後、地域での障害者自立生活センターの立ち上げと障害者支援
のためのNPO法人の発足にかかわるようになり、現在は、S県全域の障害者の自立支援のための組織である
社団法人障害者自立支援協会の事務局長を務めるようになる。Bさんは、健常者中心の支配的文化の中で
は排除の対象とされていたが、障害者の当事者団体の中で就職を居場所を見つけて就職も社会的地位も得
ることになる。このような経験をしているBさんとの語り合いから紡ぎだされる、それぞれの「自画像」や
健常者たちが見る「他画像」が描き出される。
 第4章では、特定疾患（難病）の脊髄小脳変性症のCさんが難病当事者の語りが紹介される。Cさんは、
「病い」を発症したため、退学を中退し、20代、30代は自営業の家業を手伝っていた。「病い」のため、
ほとんど外出することも出来ない日々が続いた。そんなCさんは、ある大きな二つのきっかけにより、40
代に入ると活発的に外に出ていくことになる。地域の患者会の活動や余暇活動として障害者スポーツを楽
しんでいる。今は、Cさんの住む地域に障害者の自立生活センターが一つもないので、自立生活センターを
作ろうと色々と活動したり、現在は、患者会の全国組織の役員として活動の場を広げている。
 また、Cさんはあくまでも余暇活動、遊びとしての障害者スポーツを楽しんでいるが、パラリンピックに
出場するような障害者アスリートとの差異などの「語り」は、障害者と一括りにされるが、じつは、一人
ひとりが違った価値観≒「自画像」を描いていることが明らかになる。
第5章では、特定疾患（難病）認定もされないほど希少疾患であるシャルコマリー・トゥース病
（Charcot-Marie-Tooth disease: CMT、以下CMT）のDさんライフストー リーが紹介される。Dさん自身が代々
の家業を継いでいる社長で経済力もあるということもあり、「病い」のため、車椅子だけれど、医療や福
祉関係の申請や助成は一切していない。また、私以外には、障害や「病い」の当事者との付き合いがほと
んどといっていいほどない。しかし、Dさんは、じつに多くの疾患にかかり、そのため日常生活も支障が
きている。このような一風変わったDさんの語りはかなりユニークなものとなり描かれる。
 続く第6章では、私自身の日常的な（健常者にとっては日常的ではないかもしれない）生活や入院という
非日常的な経験を医療人類学者のロバート・マーフィーのフィールドワークを手がかりに出発し、大貫恵
美子の『日本人の病気観』を借り、大貫が論じた1980年代の日本と今日の日本の医療制度を比較しつつ、
自己エスノグラフィーを展開する。
第7章「総括と展望」として、以上の四名の当事者たちとの語り合いと私、鈴木の自己エスノグラフィ
かーらの得た知見から、障害者にとって自明のこと、語れることや本音と現実の齟齬、他画像としての障
害と「自画像」としての障害についての分析をおこなう。
具体的には、医療人類学者の浮ヶ谷幸代の治療実践を「飼い慣らす」[浮ヶ谷2004a 73]を手がかりに、前
章のライフストー リーで登場した語り手たちが日常実践を生きる戦術について考察する。
ここでは、ミッシェル・フーコーの「権力」概念から始まり、ピエール・ブルデューの「ハビトゥス」
やミッシェル・ド・セルトーの「戦術」概念を借りながら議論を展開していく。事故により障害を負うこ
ととなったAさんとBさん以外のCさん、Dさんと私、鈴木は難病等希少疾患の発症のため、じょじょに
身体の運動機能が麻痺していく。Aさん、Bさんも含め、健常だった頃の身体感覚と運動機能が麻痺した
身体との折り合いのつけ方や生活実践について検討する。また、四名の主人公（語り手）と私、鈴木は、
結果的に色々な手段で社会（活動）に参加している。彼らの社会参加の手段は、障害者であることや難病
患者であることも一つの「戦略」として使用している。言い換えれば、四名の主人公と私の「自画像」を
並列にすると、意図せずとも、支配的文化に抵抗して生きているといえよう。そんな彼らの「自画像」を
描いていく。
医療人類学者のアーサー・クラインマンによると、微民族誌の最初の段階は、患者の病いイルネスの・語りナラティブを再構
成することであるという。さらに、シンボルとしての症状、文化に徴しるしづけられた障害、個人的および対人
的な意味づけ、患者や家族の説明モデルの四つのタイプの意味があり、その解釈は、患者の話を厚みのあ
るものにし、患うという経験に対する臨床医の理解を深めると述べている。これは医療人類学者も同様で
あろう。語りの内容の分析は患者や家族にとり、何がリスクにさらされているかを明らかにするであろう
し、病いの記述の構造を脱構築することにより、患者が言語化しなかった隠された関心事が明らかになる
こともある。これは、その特定のできごとが患者にとってもつ意味を、語りがどのように形づくるのかを
明らかにすることもあると指摘する。
また、ロバート・F・マーフィーも「私自身も“彼ら”の一人だから」[Murphy 2006:156]と述べるように
四名の語りの主人公たちも、障害者と健常者、あるいは、障害者と難病者というように境界をつくってい
る、あるいは分けていることが明らかになる。そこで、メアリ・ダグラスや波平恵美子らを援用しながら
「境界」の概念ないしは、人が人を分けることについて触れる。
また、補論として、障害者に対する文化的、社会的背景を、制度も含めて概観している。
本研究論文は、研究者自身が当事者の視点から、他者である「病い」や障害と生きる人びとが直面して
いる問題群はもちろんのこと、研究者自身の自己エスノグラフィーを用いる。この自己エスノグラフィー
は、わが国でも先例のない独創的な研究であり、その学術的意義は大きいと考える。
論文審査の結果の要旨 
 障害と障害者については、医学、看護学、心理学、リハビリテーション学、福祉学、社会学等の諸
領域で大きな研究の蓄積がある。文化人類学領域においても障害を主題とした研究は近年増加傾向に
ある。けれどもそれらの諸領域の研究から浮かび上がる障害者像は、現実に障害を持って生きる人び
との現実をどれだけ反映しているだろうか。人生の途上で障害を持つようになった人びと、いわゆる
中途障害者の場合、「障害受容」という概念が彼らの現状を理解する鍵と見なされる。中途障害とは「そ
れまであたりまえと思ってきた世界が解体されるような出来事」[蘭 2004]であり、中途障害によって
新たに生まれる交友関係は、以前と比べれば社会的地位の低い人とのものになる[マーフィー
2006(1987)]からである。このような障害観は、障害者を○○ができない、かわいそうな人と見、また、
裏返しに、健常者並みの社会参加を果たしている障害者を障害があるのに頑張っている人と見ること
につながっている。自身が難病による中途障害者である著者は、このような障害観や障害者像に違和
を感じ、それが中途障害者であるマーフィーまでが健常者の視点から障害を捉えていることから来て
いることを指摘する。これが障害者自身による障害観や障害者像を描きだそうとする本論の出発点で
ある。それは、サバルタンがいかに自己を語ることができるかの試みでもある。
 本論は7章から成り、まず第1章で問題の所在、先行研究の批判的検討、方法論が論じられる。近
年わが国では「当事者研究」が盛んになっているが、それは同時に一定の集団内に閉じた活動という
傾向も強いと指摘する著者は、構築的インタビューに基づくライフストー リーと、他者に向けて、自
己の文化を表現しその解釈を示していく「自己エスノグラフィー 」を方法として採用する。第2章から第
5章までは、著者とさまざまな原因で中途障害者となった人びとの語り合いから紡ぎ出された多様な
ライフストー リーとその分析が示される。事故で脊髄損傷を負った話者は、障害受容に悩んだことが
なく、言葉も知らず、受傷後の人生についての否定的な語りもない。脳外傷後遺症の話者は、大学卒
業後の就職困難に出会うまで、自己が障害者であるという意識はほとんどなかったという。神経難病
の話者は、車椅子バスケができるような人は障害者ではないと断言する。自営の経営者である神経難
病の話者は、手続きするのが面倒だとして障害者認定を受けていない。第6章は著者自身のライフス
トー リーであるが、自己の経験を相対化すべく、記述が工夫されている。第7章「総括と展望」では、
まず従来の支配的な障害者像（他画像）と、ライフストー リーから析出する自画像を解釈する軸とし
ての障害者役割、身体技法、ハビトゥス、抵抗などの概念が整理され、他画像と自画像が比較検討さ
れる。それぞれの自画像は、外部から押しつけられているものとしての他画像からは逸脱したもので
あるため、抵抗という解釈が有効に見えるが、ライフストー リーを子細に検討することによって、そ
れが抵抗というよりも、個々の置かれた状況に従って、より生きやすい選択をした結果であることが
示されていく。最後に、当事者による研究が当事者サークルの中に閉じていくのではなく、一般社会
へと発信される必要があり、そのための方法論として自己エスノグラフィーが有効であると指摘して
いる。
本論は、テーマ設定から論旨の展開まで、常に自らの立ち位置や視点、方法を一歩外から相対化しつつ
考察が進められると同時に、自己エスノグラフィーという方法論の導入を通じて障害研究に新たな地平を
開くものでもあり、論文として高い評価に値する。審査委員全員一致で博士の学位に値するものと判断し
た。
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論文内容の要旨 
With the development of vehicle industry, Chinese vehicle fleet is experiencing 
tremendous growth. The average growth rate of new vehicle from 1999 to 2009 is about 22% . 
China has become the largest domestic market of vehicle in 2009. There are 13,644,794 vehicle 
output with an increase rate of 45.5% over the previous year. The number of ELVs in China is 
increasing substantially. According to the experiences of motorized countries, if ELVs were not 
properly treated, they would bring negative effects to the earth. They are not only resources 
wasting problem, but also long term, tremendous negative impacts to environment. For instance, 
the treatment processes are substances releasing hazardous into the surroundings which affects 
environment adversely. On the other side, businesses related ELVs has also brought great profit 
to the motorized countries. Thus, the growth of ELV generation is considered to bring 
modernizing China challenges as well as opportunities. Under such social background, the 
research on Towards Sound Management of End-of-life Vehicle in China  was carried out.  
To begin with, this research described a model for projecting the ELV population in 31 
province-level regions of China in 2015, 2017, and 2020 under three scenarios as presented in 
Chapter 2. Historical data on the population, GDP and vehicle scrap rates were combined to 
model ELVs. The development in vehicle ownership at province level was modeled by a dynamic 
Gompertz function. The provincial population and GDP were projected by taking authorized 
forecast for reference and using the related statistic data. This research acquired a model for the 
changing trend of the vehicle scrap rate as motorization improves, using Japanese historical data 
of over 60 years. The parameters of the model were recalculated using Chinese historical data 
collected over a decade when applying the model to China. According to the previous discussion, 
this research projected the ELV population at the province level in China for 2015, 2017 and 2020 
under three scenarios. In order to explore the characteristics of Chinese future ELV generation, 
the author of this research made the distribution map of ELV generation at the province level 
from the average number of ELVs in 2015, 2017 and 2020 under three scenarios. It is found that 
the unbalanced ELV generation is the salient characteristic. 
 Then, the author carried out an extensive research not only on the formal sector but also 
on the informal sector of Chinese ELV treatment industry in order to comprehensively 
understand the status quo of Chinese ELV treatment industry as presented in Chapter 3. For the 
research on the Chinese formal ELV treatment sector, the author not only reviewed the existing 
literatures including related Statistic Yearbook, investigation reports from authorized 
organization as well as consulting firms, related research articles, but also conducted 
questionnaire survey on the licensed processors and in depth interviews with the key 
representatives of the sector. The author investigated the situation of the Chinese formal ELV 
treatment sector in the following aspects: the development history, the sources of ELVs, the actors, 
and the status of licensed ELV treatment processors. For the development history, the author 
divided it into three periods---Establishment , Elementary Development  and Gradual 
Development with Regulation  to elaborate in detail. This part indicated that the Chinese formal 
ELV treatment sector has been formed under the governments discipline based on the related 
regulations. Regarding the sources of ELVs, this research found that the percentage of private 
vehicles passing into the formal sector is very low in terms of ELV supplier and the proportion of 
cars is increasing in terms of ELV type. Regarding the main actors, this research pointed out that 
one salient characteristic is almost no professional shredder available for ELVs and the vehicle 
manufacturers in China are reluctant to involve in ELV treatment. For the status of licensed ELV 
treatment processors, the author identified their business contents and scale, the status of waste 
disposal and environmental protection, as well as the expenditures, revenues and accounting 
profit of their business according to the collected information. In addition, the author of this 
research compared the current distribution and treatment capacity of the licensed processors with 
the projection results of ELV generation as shown in Chapter 2 and identified the gap between 
the current situation of the formal ELV treatment and the future requirements of ELV treatment 
in China. Based on the previous analysis, the existing problems and future challenges were 
analyzed. Heavy dependence on government, low specialized division level and severe 
environmental problems were pointed out as the three existing problems in the formal sector. 
Then, three future challenges were also analyzed, namely the danger of losing the ELV source 
from increasing private vehicles, the processing mode based on handwork difficult to continue, the 
recovery model based on metal recycling incompatible with the development of vehicle. As the 
access to the informal ELV treatment sector is much more limited than the formal sector, the 
author used a combined method of desk research and field work to gather as much related 
information as possible. Through desk research, over 150 news reports regarding informal ELV 
treatment were collected from over 500 important Chinese newspapers in public circulation from 
January 2000 to September 2012. The field work includes transect walks, surveys of local 
government documents and interviews with relevant stakeholders such as vehicle owners, 
enforcement agencies, treatment processors and so on, government officials from related 
administration departments such as commerce department, public security and traffic policy 
department, ministry of environment protection, ministry of industry and information and 
experts in the field of laws, business administration and automobile engineering. The author 
investigated the situation of the Chinese informal ELV treatment sector in the following aspects: 
the development history, the sources of ELVs, the main actors, and the status of unlicensed ELV 
treatment processors. For the development history, the author divided it into three 
periods---Sprouting , Development and Prosperity  and Repeated Prohibition and 
Reemergence  to elaborate in detail. In this part, the author identified four development patterns 
of the informal ELV treatment sector namely Local Farmer Pattern  Vehicle Repairer Pattern , 
Auto Part Maker pattern  and Individual Contractor Pattern  and analyzed its development 
characteristics by comparing the contemporary statistical data to the formal sector. Regarding the 
sources of ELVs, this research found that consumption, importation, and production are the three 
sources of ELVs for the informal sector. Regarding the main actors, the author identified ELV 
scalpers, waste collecting centers, vehicle repairers, unlicensed dismantlers, ELV or ELV part 
refurbishing processors, unlicensed ELV reassembling processors, private vehicle users, and 
passenger or goods transportation operators as the main participants and presented their general 
activities combined with a flow chart showing the overall ELV processing chain and the material 
flow of the informal sector. For the status of unlicensed ELV treatment processors, the author not 
only identified their business types, contents and scales, but also analyzed the expenditures and 
revenues of their business based on the data collected by news report survey and face-to-face 
interviews. Then, based on the previous analysis the author explored the reasons why the 
informal ELV treatment sector thrives in China despite repeated prohibition from economic, 
social, historical, and administrative perspectives. Much greater profit than the formal sector is 
considered the economic motivation driving the informal ELV treatment sector in China. The 
author analyzed the economic benefits of ELV sellers, ELV treatment processors, and ELV 
product buyers in the informal sector. Next, the author highlighted Chinas underdeveloped but 
improving economy and a vast imbalance of regional motorization as the two primary social 
reasons that result in large demand and supply for low-cost ELV products. In addition, the 
creation of massive surplus labor force in rural and urban as well as the weak traffic safety, legal 
and environmental awareness are also considered as the two social reasons. From the historical 
perspective, this research found that the informal sector has already had a history of about 20 
years before the prohibition order issued by the central government, and not only a large number 
of skilled workers for ELV processing have been cultivated, but a stable economic ecosystem have 
also been formed throughout major provinces and cities after 20 years of development. Lastly, the 
author analyzed administrative reasons from the aspects of management regulation, 
management mode, and management approach combined with a review of the government 
interventions in the informal sector. The author also identified two dilemmas of the current 
Chinese ELV management. The first one is the contradiction between the requirement of joint 
efforts from different departments for Chinese ELV management and the practical problems 
brought by multi-department management in reality. The second is the conflict of interest 
between the center government and local governments in Chinese ELV management.  
Furthermore, the author of this research extracted three scenarios to represent the status 
quo of Chinese ELV treatment from the investigation and analysis of the specific conditions of 
Chinese ELV treatment as presented in Chapter 4. Based on the theory of externalities in 
neoclassic economics, the author of this research proposed a framework for modeling the social 
value and cost of Chinese ELV treatment and made, the relative curve diagrams based on the 
framework. According to the theoretical analysis and the related definition, this research 
estimated the social value and cost concerning these three current scenarios according to the 
collected data as presented in Chapter 3. The author of this research adopted three approaches for 
data collection, i.e. literature survey, questionnaire survey and site-visits. Whenever possible, 
utilization of China s` domestic data collected is emphasized. However, where domestic data are 
not available, external foreign data are used. With reference to the data on the private value/cost 
of the formal sector, they are mainly collected from the formal publications and the questionnaire 
survey of Chinese licensed processors. With reference to the data on the private value/cost of the 
formal sector, they are mainly collected from newspaper reports of China, interviews and external 
foreign sources. With reference to data related to the estimation of external costs are mainly from 
the studies of Chinese researchers and the related statistic yearbook. This research compared the 
estimated external cost in consumption/treatment, social value/cost and social welfare among the 
three current scenarios and conducted an analysis on the estimated results. The analysis comes to 
three conclusions. The first one is that the social welfares of the three current scenarios are all 
negative. The social welfare is defined as social value minus social cost. This indicates that the 
three current scenarios of Chinese ELV treatment are all not expected from the standpoint of s 
society as whole. The second one is that from the perspective of social cost, the best of the current 
scenarios is the advanced situation of formal sector, but from the perspective of social value, the 
best of the current scenarios is the informal sector. The third one is that from the analysis on the 
breakdown of the estimation the overheads of environmental facilities are quite high, but the 
average unit depollution costs become really low when dividing by the service life and the total 
treatment amount of ELV during its service life. 
Finally, based on the previous research results and from the perspective of 3R principles 
in waste management for developing circular economy, the author of this research proposed policy 
recommendations for implementation of Reducing  strategy related to Chinese ELVs and 
formalization of Chinese informal treatment sector. With regard to the recommendations for 
implementation of Reducing  strategy related to Chinese ELVs, the author emphatically studies 
on car sharing, a representative example and a pioneer of Servicizing  which is defined as selling 
the function of a product or the service it provides, rather than the physical product. With regard 
to the recommendations for formalization of Chinese informal treatment sector, the author of this 
research proposed a new better-off scenario which called Integration scenario . On the side of 
consumption of ELV treatment product in this scenario, reused/refurbished/reassembled ELVs as 
well as reused/refurbished five supervised functional assemblies are permitted to be traded like 
the current informal sector but the transactions are required on the premise of quality assurance 
which is absent in the current informal sector. On the side of production of ELV treatment 
product in this scenario, the government provides financial support to help processors well equip 
their operation areas with environmental facilities and treat the waste from ELV properly as the 
advanced situation of formal sector. This research also explored the potential social benefits 
brought about by the proposed Integration scenario  at province level of China through 
combining the estimated results in Chapter 4 and the projected results of future Chinese ELV 
generation in Chapter 2. 
This research is expected to provide useful information and executive suggestions which 
can assist the Chinese government in establishing a proper system for ELV treatment practices 
as well as valuable references for ELV management in motorizing countries like China. 
論文審査の結果の要旨 
 本論文は、中国における廃自動車End-of-life Vehicle (ELV)の発生量予測を各省ごとに行うとともに、現
在、主要な処理ルートとなっているインフォーマルセクターによる処理の実態を調査して、処理ルートご
との外部費用を試算して比較することにより、将来の処理ルートの構築に向けた提言を行うものである。
 第一章においては、本論文の問題意識と背景がまとめられている。対象とする廃自動車の定義、ELV処
理に関するフォーマルセクターの定義なども本章で整理されている。
 第二章では、中国の31省ごとのELVについて、2015年、2017年、2020年時点での発生量の予測を行
っている。発生量の予測は、人口予測、GDP予測、ゴンペルツ関数を用いたGDPを変数とする自動車保
有量予測、日本の過去60年のデータを用いた自動車保有量当たりの廃自動車発生量予測という手順で行わ
れた。この予測によって、中国の地域別のELV発生量が初めて予測され、特に人口が密集する東海岸地域
においてELV発生量が急増することが明らかになった。
 これらのELVは、中国においては公的に認められたフォーマルセクターにおいてのみ処理されているわ
けではない。その多くの部分は、インフォーマルセクターに流れて、そこで処理が行われている。とくに
インフォーマルセクターの処理の実態については、これまで十分に把握されてこなかった。そこで、筆者
は、2000年以降の中国国内で発行されている新聞記事から150件を超える記事を収集するなどの文献調査
を実施した。また、2011年8月、2012年7月の二回にわたって、現地でのフィールドワークを行い、イ
ンフォーマルセクターを含めて中国でのELV処理の実態を把握した。フィールドワークにおいては、現地
見学、アンケート調査、代表的業者へのインタビューなどが行われた。その結果を踏まえて、第三章では、
フォーマルセクター、インフォーマルセクターそれぞれの処理ルートの実態がまとめられ、なぜインフォ
マールセクターが根強く存在するのかについて、経済的理由、社会的理由、歴史的理由、行政的理由の各
側面から分析を行っている。とくに、インフォーマルセクターの処理においては、フォーマルセクターで
は許容されていない部品の再使用が行われていることなども把握されている。
 第四章では、第三章で得られたデータなどを活用しつつ、今後のELV処理ルート構築のシナリオについ
て、１）改良されたフォーマルセクター（環境規制強化）、２）インフォーマルセクター、３）現状のフォ
マールセクターの三つのシナリオを定量的に比較している。その結果、インフォーマルセクターの処理は、
処理セクターの利潤で表される私的価値が最も大きく、部品の再使用が行われた自動車の質の悪化による
製品価値の低下分を差し引いた社会的な価値も三つのシナリオの中で最も大きいこと、インフォーマルセ
クターの処理は環境の悪化などにともなう社会的費用が三つの中で最も大きいこと、社会的価値から社会
的費用を差し引いた純社会的価値はインフォーマルセクターの処理が最も小さいことなどが定量的に示さ
れている。
 第五章では、第四章の結果にもとづき、発生量の抑制のための取り組みとしておもにカーシェアリング
の効果を分析するとともに、フォーマルセクターの処理において部品の再使用を許容する「統合モデル」
を提案し、その実現に向けた政策を整理している。さらに、第二章の分析に立ち戻り、この提案が省レベ
ルの発生量予測にどのような対処できるのかを検討している。
 本論文は、第一に、中国の各地方（省）レベルでの廃自動車の発生量予測を行った点が新しい。その際、
中国において得られないデータ（保有台数とELV発生量との関係、修理費用など）を、日本の過去60年
間のデータから補うという手法を採用している。第二に、詳細な文献調査とフィールドワークを行って中
国のインフォーマルセクターの実態を把握した点が評価される。第三に、中国のELV処理の三つのシナリ
オについて、処理業者が商品化する部品・原材料の価値から、それを使用する製品の価値の低下分、処理
段階での環境影響などの社会的費用の増加分などを加除した純社会的価値を定量的に把握して、新しいシ
ナリオを持つ政策提言に結びつけている点が評価できる。
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論文内容の要旨 
「武侠」という言葉は中国で生まれたものではないが、「武侠」そのものは既に華人の世界で文化として
扱われている。その主要な表現体としての武侠小説は誕生してからずっと多くの読者たちに愛されてきた
し、その読者群も次第に一般大衆から知識人にまで広がっていった。文学領域ではずってマイナー地位に
おかれていた武侠小説であったが、読者たちの呼応と文学観念の変化によって、学術界では武侠小説に対
する研究の必要性が求められた。そのなかでも一番注目されたのは金庸の武侠小説であった。文学研究者
たちが武侠小説研究の必要性を提唱することができたのは、金庸の武侠小説があったからこそだといって
も過言ではない。
 それで1990年代まで中国における武侠小説や金庸小説に対する研究は大半がその文学的な価値や成果
を究明することに集中されていた。もちろんそのなかにはそれらに対する否定的な観点も少なくなかった。
しかし、武侠小説や金庸小説の文学的な地位がますます高くなっていくことによって、2000年に入ってか
らは文学という境界を越えて、さまざまな他の領域の学科の新しい観念や方法が取り入れられた。本論文
もそうした波にのって、文学的な観点にとどまらず、新しい方法で武侠小説や金庸小説を分析しようと試
みた。
 本論文を通じて考察しようとしたのは、金庸小説と中国人との関係、広くは武侠小説と中国人たちの親
縁的な関係に関する問題である。つまり、中国人にとって武侠小説の意味は何か、中国人たちは武侠小説
を通じて何を享有しているし、そして武侠小説の如何なる要素がそれを可能にしたかという問題である。
結果からいうと、武侠小説は近代以降の中国人たちの自己想像の行為であると同時に、その産物でもある。
中国人たちは武侠小説を通じて過去の中国を想像するが、こうした想像過程の中で中国人たちは近代以降
に遭った政治的な挫折から生じた精神的な痛手を忘却、あるいは治癒することができたし、大陸人、香港
人、マカオ人、台湾人、海外華僑などと分裂する前の自己のアイデンティティを想起するようになる。そ
して武侠小説の中でも、金庸の作品が中国人たちの想像する中国の像を最も核心的にあらわしているし、
また中国人たちの自己想像やアイデンティティの想起に最も大きな影響力を及ぼしていると判断し、金庸
小説を中心としてその内容について考察を行った。
 最初は、武侠小説ジャンルについて論じた。武侠小説に対する正確な認識は本研究を行うための前提的
な要件である。武侠小説の起源については諸説あるが、本論では1920年代に武侠小説ジャンルが誕生し
たという観点から論証を展開することにした。先行研究の中で武侠小説と侠義類叙事を混同し、武侠小説
ジャンルの誕生を近代以前の古代にしようとする傾向に注目した。武侠小説は全体的に侠義類叙事の中に
含まれることも可能である。しかし、武侠小説は中国文学においてずっと扱われてきた題材や内容などを
扱っているにもかかわらず、以前の侠義類叙事とは異なる内容や形式をもつ。したがって、武侠小説がそ
の前の侠義類叙事と同じ文学的淵源を持っているのに、それらと区別化されることができた標識は何か、
さらにこれを可能にした条件は何かについて詳しく考察し、武侠小説が近代以降に誕生したことを論証し
た。それから武侠小説とその代表的な作家である金庸について簡単な説明を行った。
 第二章では、「江湖」と「侠」という概念が中国人に如何に受容されているかについて考察した。これは
「江湖」と「侠」が武侠小説の中国に関する想像において最も重要な役割を果たしているからであり、同
時に中国人たちの「江湖」と「侠」に対する認識方式から、武侠小説の想像しだした世界が如何に中国人
たちに対して実在の中国を代替し、圧倒するものとして作用しているかを把握できるメカニズムが発見で
きるからである。
 「江湖」と「侠」の起源を調べてみたら、それらは全部具体的な指示物であった。つまり、「江湖」はそ
れらは詩歌、小説、戯曲などと結合し、元来の意味を越えた意味を持つようになる。しかし「江湖」と「侠」
は文学的な想像物であるにもかかわらず、それらは常に実際に存在したものとして認識される。それで中
国人たちは「江湖」と「侠」を想像されたものではなく、元々そのようなものであったとして想像する。
「江湖」と「侠」を中心とした文学的循環の中で、それらにはいつの間にか簡単にはまとめられない内容
や夥しい意味が与えられ、巨大な威力を発揮するようになった。つまり「江湖」と「侠」は、虚構的な再
現物という意味の「文学的な想像」という規定を超えていくのである。本論文では、ベネディクト・アン
ダーソンの「想像の共同体」とラカンの「想像界」の概念に基づいて、これを「想像としての江湖」と「想
像としての侠」と称した。江湖」と「侠」を中心として武侠小説が想像しだした中国の像を母国の像とし
て想像し、これで実在した中国の像を代替する、武侠小説の読者としての中国人たちの想像様式は「江湖」
と「侠」に関する上の認識方式の延長線上にあるのである。
 第三章では、こうした認識をもとに、金庸武侠小説中にあらわれる、「江湖」の創りだす中国に関する想
像が如何なるものであったかを探ってみた。ここで「江湖」は金庸武侠小説の世界を意味する。中国人に
とって武侠小説の中の世界は一種の対岸的世界として認識される。金庸小説の江湖で最も際立った特徴は
歴史、ロマンス、文化が重点的に描かれている点である。そして金庸の中国に関する想像において最も中
心的なのは歴史を通じてなされる。金庸は漢族と夷民族間の葛藤や闘争を主要内容として扱った。彼は「歴
史の江湖化」と「江湖の歴史化」を通じて江湖を過去の中国を代替する世界に変えた。しかし、金庸の歴
史を通じて行った中国に関する想像は楽観的な結果には至らなかった。実在の歴史から物語を開始した金
庸は再びその歴史に戻る形で物語を終えようとしたが、彼の戻った歴史は自分が武侠小説を通じて解決し
ようとした問題が依然として解決されなかったまま残されていた。つまり、彼は歴史に対する想像におけ
るジレンマに陥ってしまう。
 こうした苦境から抜け出すために、彼は女性と伝統文化を利用した。金庸は女性たちを崇拝あるいは犠
牲、処罰あるいは容赦する形式で、彼女たちを男性の秩序の中に包摂した。女性たちの専有を通じて金庸
は自分の江湖を「剛健な中国」の表象として作り上げた。これは去勢された中国の男性性の確認と回復と
いう意味をもつ。それから彼は中国の伝統文化を活用し、自分の江湖を「文化中国」として想像しだした。
伝統文化は金庸の江湖を美化、倫理化、神秘化し、一つの文化的な空間として変貌させた。そして彼は伝
統文化に内在された秘儀性を活用し、中国人という主体を浮き彫りにした。実際の歴史が挫折と敗北の歴
史であったら、金庸の想像しだす「文化中国」は、中国人たちの心理的な優越感を高めて、それをもとに
中華民族としてのアイデンティティを想起させる作用を果たしている。
 本論の最後は、中国に関する想像の媒介である金庸の侠の変化過程を詳しく分析し、金庸の中国に対す
る想像が如何にして完成されたかについて考察した。金庸は自分の武侠小説の主体といえる侠客を通じて
「想像された中国」の主体を構成する。これは主に金庸小説中の侠客の性格の変化を通じてあらわれる。
金庸の初期作品における侠客は、既成の江湖の秩序や理念の守護者や継承者として描かれるが、中後期の
作品ではそうした性格が次第に弱まり、江湖の秩序や理念の批判者、あるいは新しい秩序や理念の代弁者
になっていく。彼らは父の観念について疑問を持ち、非主流的で近代的な立場から江湖を再構成する。つ
まり彼らは「漢族の侠」から「中華之侠」へ変えていくが、最後の『鹿鼎記』に登場する韋小宝はその「中
華之侠」の完成品である。「国民の侠」の創造によって金庸は自分の中国に対する想像を完成することがで
きた。つまり、これは彼が漢族を中心として歴史を想像したゆえに直面したジレンマから抜け出すことが
できたことを意味し、同時に金庸が武侠小説というジャンルの「中国に対する想像」へ回帰したことを意
味する。金庸が『鹿鼎記』を断筆の作品として、それ以上武侠小説を創作しなかったのは、彼が『鹿鼎記』
を通じて自身の満足できる「中国に対する想像」を完成したからである。
 金庸の武侠小説は、「剛健な中国」、「文化中国」、「中華之侠」を想像しだし、中国人たちに近代以降の挫
折の歴史を代替しうる自己の像を提供し、身分的に分裂された自我を統合しうる元来のアイデンティティ
を想起させた。これは武侠小説というジャンルのもつ潜在的で、本質的な欲望を実現させたことになる。
現実的に大陸人、香港人、マカオ人、台湾人、海外華僑などに分離された「中国人」たちは、金庸小説あ
るいは武侠小説を通じて、政治的な意味を越えた「想像された中華共同体」を形成しつつある。
論文審査の結果の要旨 
本論文は中国武侠小説の第一人者として世界に数多くの読者を擁する金庸（1924~）のテクストを縦横
に読み解くことで、想像体としての「中国」―「文化中国」という理想的・理念的イメージ―がいかにし
て形成され、現代中国人の自己像やアイデンティティの再確認・刷新にどのような方向が提示されたのか
という問題を、武侠小説の中心的な舞台となる「江湖」というトポスの多層的な分析を通じて明らかにし
ようとしたものである。
武侠小説の本格的な研究を促したのは1987年末、香港中文大学で開催された「国際中国武侠小説シン
ポジウム」とされているが、当時の学界は武侠小説の文学的な価値をめぐる論争に終始し、十分実りのあ
る議論を展開することはなかった。2000年代に入ると隣接学問領域の諸概念や方法論を取り入れた研究が
徐々に盛んになるが、筆者もまたそうした新しい研究と立場を共有しており、アメリカの政治学者ベネデ
ィクト・アンダーソン（1936~）の「想像の共同体」やフランスの精神分析学者ジャック・ラカン（1901~1981）
の「想像界」といった概念を効果的に分析に取り入れている。
作品の価値という視点から文学テクストや読者の想像行為という視点に議論を転回しようとする本論は
全四章から構成されている（序論、結論を除く）。第一章（武侠小説と義侠類叙事）ではまず、本研究の基
本的な作業として、武侠小説というジャンルの出自が確認されている。従来の研究は武侠小説と義侠類叙
事を同じジャンルとして扱う傾向があったが、筆者は義侠類叙事とは明らかに異質な内容や形式をそなえ
た武侠小説の特質に着目し、1920年代にこの小説ジャンルが確立されたと主張している。第二章（想像と
しての江湖）では、「文化中国」という理念を生み出すことになる「江湖」および「侠」という概念が武侠
小説においてどのような機能を演じ、文学的な想像を超えた現実の領域へといかに接続・拡張されていっ
たかが明らかにされるが、こうした分析は、「想像としての江湖」や「想像としての侠」（いずれも筆者の
表現）から中国の母型的な姿や理念を想像・創出し、虚構世界と現実世界（現代中国社会）の接続を模索
しようとする作者および読者の（共同）幻想的な欲望を照らし出すのに成功している。第三章（金庸の江
湖）では、「江湖」を想像的に描写・構築するうえで不可欠な要素と思われる「歴史」の問題が扱われてい
る。筆者によるなら、金庸は「江湖」という想像的舞台に歴史的な事件や人物を数多く混入することで、
物語のリアリティを高め、読者を歴史的な省察や批判に誘おうとしている。また、ロマンス的な要素や伝
統文化的な諸事象をふんだんに織り込むことで、武侠小説につきものの過度な暴力性を巧みに希釈化・相
殺化しようとしている。第四章（金庸の侠）は、金庸の「侠」に対する姿勢が長きにわたる創作活動の過
程でどのように変化してきたのかという問題、すなわち、「間テクスト的な」問題と取り組んでいる。初期
作品の侠客は「江湖」の秩序や理念を守護・継承する者として描かれていたが、そうした性格は中後期に
至ると次第に希薄になり、逆に、「江湖」の批判者・革新者といった相貌を露わにしていく。『鹿鼎記』の
韋小宝はそうした「侠」のいわば理想的な体現者と思われるが、筆者はこの人物のうちに、「漢族の侠」か
ら「中華之侠」へという極めて重要な転回を読み取っている。
今や世界文学として開かれているに違いない金庸のテクストに緻密な分析を加え、現代思想の知見を積
極的に導入しながら、この小説家の物語世界と現代中国人たちの「想像の共同体」を重ね合わせに読み解
こうとする果敢な試みはこれまで例がなく、今後の金庸研究に多大な貢献をなすものと評価できる。よっ
て、審査委員会は全員一致で本論文が博士の学位に値するものと判断した。
氏 名 
学位（専攻分野） 
学位記番号 
学位記授与の日付 
学位記授与の要件 
学位論文題目 
論文審査委員 
澤山 正貴 
博 士（学 術） 
千大院融博甲第学７号 
平成２５年９月２７日 
学位規則第４条第１項該当 
輝度情報の多義性を解消し物体の明度を決定する視覚処理過程 
 空間的な輝度変動を持つ刺激を用いた検討 
（主査）教 授  若林 明雄 
（副査）教 授  矢口 博久   准教授  一川 誠 
    教 授  木村 英司 
論文内容の要旨 
本論文では、光の輝度情報から照明強度や物体の明度（知覚される反射率）を推定する処理過程に関して
実験的に検討している。検討の際には、従来広く用いられている単純な刺激ではなく空間的に複雑な刺激
を用い、より日常場面に近い状況での明度知覚を検討している。前半の研究では、空間的に輝度が変動す
る分節領域における明度知覚を扱い、分節領域内での明度知覚が照明強度の処理とは独立に局所的に処理
されうること、そして、空間的体制化の影響を強く受けることを実験的に示した。こうした明度処理の空
間特性に関しては、単一の物体の明度に関して安定した計算を可能にするという機能的意義があるのでは
ないかと考察している。後半の研究では、自然物体のような複雑な肌理をもった刺激における輝度情報の
解釈過程に関して検討した。その研究において、肌理をもつ面上にぼけたエッジを持つ暗領域を配置する
と、従来の研究からの予測に反して、反射率の異なる染みのように知覚されるという現象を新たに報告し、
この現象に関して詳しく検討した。分析の結果、この現象が肌理の空間周波数成分に依存して生じること、
さらに、輝度極性を反転させるとこの現象が生じなくなることを示した。これらの結果は、輝度情報から
照明強度や物体の明度を推定する際には、空間周波数成分のような感覚情報だけでなく、刺激全体の布置
や自然環境での特定の刺激布置の生起頻度といった経験に基づく要因が強く影響することを示すものであ
った。このように本論文の研究により、物体の明度や照明強度の知覚の基礎となる視覚処理過程を理解す
る上で、重要な知見が得られた。 
論文審査の結果の要旨 
 本論文は、光の輝度情報から照明強度や物体の明度（知覚される反射率）を推定する処理過程に関する
実験的研究をまとめたものである。研究の目的は、この分野の代表的な理論である２つの説、すなわち、
照明強度の推定を重視する照明強度の補正処理説と、照明強度処理を想定しない局所的な明度処理説のそ
れぞれで想定されている明度処理過程に基づき、人間の視覚系における明度処理を総合的に理解すること
であった。空間的に分節された領域内における明度処理を扱った前半の研究では、分節領域内での明度知
覚が照明強度の処理とは独立に局所的に処理されうること、そして、空間的体制化の影響を強く受けるこ
とを示し、人間の明度知覚が局所的な明度処理によって強く規定されていることを示した。後半の研究で
は、自然物体のような複雑な肌理をもつ刺激における輝度情報の解釈過程に関して検討した。その研究に
おいて、肌理のある面上にぼけたエッジを持つ暗領域を配置すると、従来の研究からの予測に反して、反
射率の異なる染みのように知覚されるという現象を新たに報告し、この現象に関して詳しく検討した。分
析の結果、この現象が肌理の空間周波数成分に依存して生じること、さらに、輝度極性を反転させると生
じなくなることを示した。これらの結果は、輝度情報から照明強度や物体の明度を推定する際には、空間
周波数成分のような感覚情報だけでなく、刺激全体の布置や自然環境での特定の刺激布置の生起頻度とい
った経験に基づく要因が強く影響することを示すものであった。さらに、異なる処理が関与する実験条件
を分析し、それをもとに照明強度の補正処理説と局所的な明度処理説を統合し、得られた実験結果を包括
的に説明しうる明度処理過程のモデルを提案した。 
 このように本論文の研究により、物体の明度や照明強度の知覚の基礎となる視覚処理過程を理解する上
で、重要な知見が得られた。 
 以上述べたように、審査委員会は本論文が博士（ 学術 ）の学位に値するものと判断した。 
氏 名 
学位（専攻分野） 
学位記番号 
学位記授与の日付 
学位記授与の要件 
学位論文題目 
論文審査委員 
魏 小均 
博 士（工 学） 
千大院融博甲第工３５号 
平成２５年９月２７日 
学位規則第４条第１項該当 
Evaluation of Electrical Property of SWNTs-Network Field Effect 
Transistor by Scanning Gate Microscopy（走査ゲート顕微法によるSWNT
ネットワーク電界効果トランジスタの電気特性評価） 
（主査）教 授  石井 久夫 
（副査）客員教授 石橋 幸治   准教授  青木 伸之 
（審査協力者）千葉大学融合科学研究科 名誉教授 落合 勇一 
論文内容の要旨 
本研究は，原子間力顕微鏡探針を「可動型局所ゲート電極」として利用する走査ゲート顕微法を用いて，
単層カーボンナノチューブ（SWMT）のネットワークをチャネルとした電界効果トランジスタ（FET）におけ
る局所的な電気伝導特性の評価を目的とする。精製プロセスの有無によるFET応答特性の違いに着目し，
試料には，合成段階で半導体的SWNTを９０％程度含むSWNT（試料A）と，超遠心分離法によって９０％に
向上させたSWNT（試料B）の２種類を用意し，それぞれのFETを作製してSGM観察を行って応答特性の違
いを調べた。試料Aで観測されるSGM応答はSWNT同士の交点の位置に対応しており，また負のバックゲー
ト電圧の印加に対してSGM応答が強くなる傾向から，応答の起源は金属的SWNTと半導体的SWNTとの交点
におけるショットキーバリアのモデルから考察した。一方，試料BでのSGM応答は同心円状のリングとな
って現れ，応答の中心位置はSWNT上に対応することがわかった。また，リング状の応答から離散的エネル
ギー準位を介した伝導現象であると考えられ，欠陥によって形成された量子ドットに起因したモデルを考
察した。さらに，探針をSGM応答の中心位置に固定して，ソース・ドレイン電圧とバックゲート電圧を掃
印することで，SGM応答を用いたダイヤモンド状の応答特性の観測に至り，クーロンブロッケード現象を
仮定したエネルギーパラメータの算出に至った。 
論文審査の結果の要旨 
本研究は，原子間力顕微鏡探針を「可動型局所ゲート電極」として利用する走査ゲート顕微法を用いて，
単層カーボンナノチューブ（SWMT）のネットワークをチャネルとした電界効果トランジスタ（FET）におけ
る局所的な電気伝導特性の評価を目的とする。精製プロセスの有無によるFET応答特性の違いに着目し，
試料には，合成段階で半導体的SWNTを９０％程度含むSWNT（試料A）と，超遠心分離法によって９０％に
向上させたSWNT（試料B）の２種類を用意し，それぞれのFETを作製してSGM観察を行って応答特性の違
いを調べた。試料Aで観測されるSGM応答はSWNT同士の交点の位置に対応しており，また負のバックゲー
ト電圧の印加に対してSGM応答が強くなる傾向から，応答の起源は金属的SWNTと半導体的SWNTとの交点
におけるショットキーバリアのモデルから考察した。一方，試料BでのSGM応答は同心円状のリングとな
って現れ，応答の中心位置はSWNT上に対応することがわかった。また，リング状の応答から離散的エネル
ギー準位を介した伝導現象であると考えられ，欠陥によって形成された量子ドットに起因したモデルを考
えた。さらに，探針をSGM応答の中心位置に固定して，ソース・ドレイン電圧とバックゲート電圧を掃引
することで，SGM応答を用いたダイヤモンド状の応答特性の観測に至り，クーロンブロッケード現象を仮
定したエネルギーパラメータの算出に至った。以上より，本研究によりSGM観察を発展させた独自の評価
手法を確立し，SWNTネットワークにおけるFET応答の振る舞いをナノスケールで議論・解析し，かつ明確
な物理的考察を行ったことは，SWNTネットワークの電気伝導に関する調査研究結果が十分に反映されてい
ると考えられ，今後のカーボンナノチューブの実用化に向けて大きな進展につながると期待される。 
以上述べたように、審査委員会は本論文が博士（ 工学 ）の学位に値するものと判断した。 
氏 名 
学位（専攻分野） 
学位記番号 
学位記授与の日付 
学位記授与の要件 
学位論文題目 
論文審査委員 
豊田 耕平 
博 士（工 学） 
千大院融博甲第工３６号 
平成２５年９月２７日 
学位規則第４条第１項該当 
Chiral nano structures fabricated by using twisted light with spin 
（全角運動量を有する光渦による カイラルナノニードルの創成 ） 
（主査）教 授  立田 光廣 
（副査）准教授  青木 伸之   教 授  尾松 孝茂 
（外部審査委員） 東京農工大学工学研究院 教授  渡辺 敏行 
論文内容の要旨 
光渦は波面上の位相特異点に起因する螺旋波面を持つ光波の総称である。本論文は、 光渦の波面の螺旋
性をレーザーアブレーション過程を介してできるナノスケールの物質に転写し、カイラリティーを有する
ナノ構造体（カイラルナノニードル）を世界で初めて創成することに成功したものである。光渦によって
形成されたカイラルナノニードルの螺旋性（螺旋周期、螺旋の向き）を光渦の軌道角運動量と円偏光を加
え定義した全角運動量で完全に決定できることを実験的、理論的に示しており、この成果は光による新し
い物質科学を開拓する研究成果として国内外で高い評価を得ている。カイラルナノニードルのサイズは最
小36nmであり、通常のレーザー光で形成できる構造体としては最小である。この研究成果の一部はナノテ
クノロジーや物理学で著名な学術誌Nano Letters、Physical Review Lettersに掲載されるとともに、世
界的トップレベルの学術誌Scienceにも特集記事として取り上げられた。また、日本光学会年次大会にお
いてベストプレゼンテーション賞を受賞している。 
論文審査の結果の要旨 
光渦は波面上の位相特異点に起因する螺旋波面を持つ光波の総称である。本論文は、 光渦の波面の螺旋
性をレーザーアブレーション過程を介してできるナノスケールの物質に転写し、カイラリティーを有する
ナノ構造体（カイラルナノニードル）を世界で初めて創成することに成功したものである。光渦によって
形成されたカイラルナノニードルの螺旋性（螺旋周期、螺旋の向き）を光渦の軌道角運動量と円偏光を加
え定義した全角運動量で完全に決定できることを実験的、理論的に示しており、この成果は光による新し
い物質科学を開拓する研究成果として国内外で高い評価を得ている。カイラルナノニードルのサイズは最
小36nmであり、通常のレーザー光で形成できる構造体としては最小である。この研究成果の一部はナノテ
クノロジーや物理学で著名な学術誌Nano Letters、Physical Review Lettersに掲載されるとともに、世
界的トップレベルの学術誌Scienceにも特集記事として取り上げられた。また、日本光学会年次大会にお
いてベストプレゼンテーション賞を受賞している。 
以上述べたように、審査委員会は本論文が博士（ 工学 ）の学位に値するものと判断した。 




































氏 名 
学位（専攻分野） 
学位記番号 
学位記授与の日付 
学位記授与の要件 
学位論文題目 
論文審査委員 
添 田 修 平 
博 士（医薬学） 
千大院医薬博甲第医薬64号 
平成２５年９月２７日 
学位規則第４条第１項該当 
v-Src によるMklp1, Aurora B, INCENPのスピンドルミッドゾーン上
への集積阻害を介した分裂異常
（主査）教 授  村 山 俊 彦 
（副査）教 授  伊 藤 素 行   教 授  瀧 口 正 樹 
論文内容の要旨 
Srcファミリーはチロシンキナーゼであり、がん細胞中で過剰に活性化されることが知られており、
この過剰な活性は悪性的な腫瘍の亢進に関与することが知られている。ラウス肉腫ウイルスのv-src
トランスフォーム遺伝子をコードするv-Srcは、がん原遺伝子c-Srcの変異体である。v-Srcの温度感
受性変異株を用いた研究によりv-Srcは増殖、浸潤、接着等の多くの発がんの過程を経由することは
分かったけれども、v-Srcの細胞分裂に対する役割は分かっていない。我々は、v-SrcがHCT116, HeLa 
S3, NIH3T3細胞において細胞増殖を阻害することを示した。フローサイトメトリーを用いた解析に
よりv-Src誘導発現の結果、DNA含量が4Nである細胞が蓄積していることが分かった。タイムラプ
スイメージング解析により細胞分裂の最終的な行程であるcytokinesisの阻害により二核が形成され
ていることが分かった。cytokinesisに必要なMklp1というタンパクのスピンドルミッドゾーンへの
集積が阻害されることがv-Src発現細胞で観察された。興味深いことに、ミッドゾーン上でMklp1の
局在を制御するAurora Bもスピンドルミッドゾーン、ミッドボディー上への集積が阻害された。し
かし、分裂期中期の染色体上のAurora B の集積は阻害されなかった。分裂期中期の染色体上からス
ピンドルミッドゾーン上へのAurora B移行の役割をはたすMklp2もスピンドルミッドゾーン上の集
積が阻害されていた。これらの結果からv-SrcはMklp1, Aurora Bのスピンドルミッドゾーン上への
集積阻害を介してcytokinesis阻害を引き起こし二核を形成していることが考えられる。
論 文審査の結果の要旨 
 チロシンキナーゼであるSrcファミリーは、過剰な活性化により細胞がん化に関与することが
知られている。ラウス肉腫ウイルスのv-srcトランスフォーム遺伝子がコードするv-Srcは、がん
原遺伝子産物c-Srcの変異体である。v-Srcの温度感受性変異株を用いた研究により、v-Srcは増殖・
浸潤・接着等の多くの発がんの過程を活性化することが判明しているが、v-Srcの細胞分裂に対す
る作用は未解明である。そこで本研究では、v-Srcの分裂に及ぼす影響について解析を行った。
 まず、v-Src誘導発現細胞株を作製したところ、驚くべき事に、v-SrcがHCT116, HeLa S3, NIH3T3
細胞において細胞増殖を阻害することを示した。v-Src誘導発現により、DNA含量が4Nである細
胞が蓄積すること、及び、細胞質分裂 (cytokinesis)の阻害により二核形成が促進することが分かっ
た。更に、v-Src誘導発現細胞において、細胞質分裂に必要なMklp1というタンパク質のスピンド
ルミッドゾーンへの集積が阻害されることが観察された。興味深いことに、v-Src誘導発現により、
ミッドゾーン上でMklp1の局在を制御するAurora Bキナーゼもスピンドルミッドゾーンやミッド
ボディー上への集積が阻害されたが、分裂期中期の染色体上へのAurora B の集積は阻害されなか
った。分裂期中期の染色体上からスピンドルミッドゾーン上へのAurora B移行の役割をはたす
Mklp2もスピンドルミッドゾーン上の集積が阻害されていた。これらの結果から、v-SrcはMklp1 
とAurora Bのスピンドルミッドゾーン上への集積阻害を介して細胞質分裂阻害を起こし、二核細
胞の増加を引き起こしていることが示された。
 以上、本論文は、v-Srcによる細胞質分裂阻害機構を明らかにした重要な研究であり、博士（医
薬学）の学位論文として価値あるものと認めた。
氏 名 
学位（専攻分野） 
学位記番号 
学位記授与の日付 
学位記授与の要件 
学位論文題目 
論文審査委員 
坂 槇 茂 輝 
博 士（医薬学） 
千大院医薬博甲第医薬65号 
平成２５年９月２７日 
学位規則第４条第１項該当 
グルカールボロン酸エステルを用いた新規C-グルコシドの合成法の開発
とその応用
（主査）教 授  高 山 廣 光 
（副査）教 授  濱 田 康 正   教 授  西 田 篤 司
    教 授  石 橋 正 己 
論文内容の要旨 
天然に存在するC-グルコシド誘導体は、その興味ある生理活性などから近年注目されており、その
合成法の開発は創薬にとって非常に有用なツールとなる。著者は既報告のスズ化合物を用いたカップ
リング反応に着目し、より簡便で汎用性の高いアリール-C-グルコシド化法の開発とその応用を目的と
して、研究を開始した。
まず、スズ化合物に比べて毒性面で安全であり、数か月間室温で安定な結晶性グルカールボロン酸
エステルの開発に成功した。そして、それがハロゲン化アリールとの効率的なカップリングにより、
ヘテロ環を含む種々のアリール-C-グルコシドを与えることを明らかとした。
次いで、本手法を抗 HIV 活性を持つ天然物であるベルゲニン誘導体の合成に応用し、既報告の方
法に比べて短工程かつ総収率の向上した合成法となることを確認した。本手法は、ハロゲン化アリー
ルのアリール部置換基によらない合成法であるため、Fries 型転位反応を利用する既知の方法より、構
造活性相関を取得するうえで優れた合成法であるといえる。
さらに、近年２型糖尿病治療薬として注目されている SGLT2 阻害薬の合成に本手法を適用し、種々
のヘテロアリール-C-グルコシドが効率的に合成できることを明らかとした。またそれらの薬理評価を
実施した結果、5-クロロ-2-チオフェン-C-グルコシド誘導体に新規SGLT2阻害薬としての可能性があ
ることを見出した。
論 文審査の結果の要旨 
天然に存在するC-グルコシド誘導体は、その興味深い生理活性などから近年注目されており、その
合成法の開発は創薬にとって非常に有用なツールとなる。著者は既報告のスズ化合物を用いたカップ
リング反応に着目し、より簡便で汎用性の高いアリール-C-グルコシド化法の開発と応用を目的として、
研究を開始した。
まず、スズ化合物よりも毒性面で安全で、数か月間室温で安定な結晶性グルカールボロン酸エステ
ルを開発した。そして、それがハロゲン化アリールと効率的にカップリングして、ヘテロ環を含む種々
のアリール-C-グルコシドを与えることを明らかとした。次いで、本手法を抗 HIV 活性を持つ天然物
であるベルゲニン誘導体の合成に応用し、既報告の方法に比べて短工程かつ総収率の向上した合成法
となることを確認した。
本手法は、ハロゲン化アリールのアリール部置換基に寛容であるため、Fries 型転位反応を利用す
る既知の方法より、構造活性相関を取得するうえで優れている。そこで、近年２型糖尿病治療薬とし
て注目されている SGLT2 阻害剤を標的としたヘテロアリール-C-グルコシドの合成および薬理評価
を実施し、5-クロロ-2-チオフェン-C-グルコシド誘導体に新規SGLT2阻害薬としての可能性を見出す
ことに成功した。
ここで得られた結果は、博士（医薬学）の論文として十分な内容を含むものと判断した。
氏 名 
学位（専攻分野） 
学位記番号 
学位記授与の日付 
学位記授与の要件 
学位論文題目 
論文審査委員 
田 牧尚 子 
博 士（薬学） 
千大院医薬博甲第薬163号 
平成２５年９月２７日 
学位規則第４条第１項該当 
全身性免疫系及び経口吸収におけるコンドロイチン硫酸分子量の影響
（主査）教 授  荒 野   泰 
（副査）教 授  根 矢 三 郎   教 授  伊 藤 晃 成 
論文内容の要旨 
目的
これまでコンドロイチン硫酸 (CS) が有する生理活性に対して CS の分子量 (Mw) の効果は検討
されていない。そこで本研究では CS の Mw に着目し，まず，CS の Mw の違いが L-セレクチン
との相互作用ならびに全身性免疫系に影響を及ぼすかどうかを明らかにすることを目的とし検討を行
った (1)。次に，経口吸収における CS の Mw の影響を評価した (2)。
結果
1) ゲルろ過カラム法を用いて，二糖組成が均一で Mw が異なる CS (FrCS) を調製した。FrCS を
用いて L-セレクチンとの相互作用を表面プラズモン共鳴法により解析したところ，高分子量 FrCS 
ほど高い親和性を示した。更に，同じ Mw であっても Mw 分布の狭い FrCS の方が未分画 CS と
比較して高い親和性を示した。次に，抗原感作マウス脾細胞から産生されるサイトカインに対する CS 
の Mw の影響を評価した。その結果，Mw 依存的な IFN- 産生促進，IL-5 産生抑制効果が示され
た。
2) 実験 1) と同じ方法を用いて FrCS を調製した。更に低分子の CS を得るために，CS を酵素
分解し Mw 10 kDa 以下の低分子 CS を得た。調製した各種 CS をマウスに単回経口投与したとこ
ろ，11 kDa 以下の CS においてわずかながら吸収が確認された。
結論
本研究により CS の Mw の違いが L-セレクチンとの親和性や，in vitroにて脾細胞からのサイト
カイン産生に影響を及ぼすことを初めて見出した。すなわち，CS の Mw が生理活性に影響を及ぼ
す可能性が本研究により初めて示唆された。更に CS の Mw を 11 kDa 以下にすることで吸収改善
につながる可能性が示唆された。
論 文審査の結果の要旨 
これまでにコンドロイチン硫酸 (CS) が有する免疫賦活活性に対して，CSの分子量 (Mw)の影響に
ついては検討されていない。そこで本論文は分子量分布の広い2種の哺乳動物軟骨由来CSからから
Mwの異なるCSをそれぞれ調製し，CSのMwと免疫系に対する影響・相関性を明らかにすること
を目的とし，検討を行った。次に，マウスを用いて経口投与した CSの血液中への移行を，調製した
Mw の異なるCSを用いて評価した。
検討内容は，先ず初めにゲルろ過カラムクロマトグラフィーを用いてMwの異なるCS (FrCS) を
調製した。分画したCSを構成する二糖組成について，特異的CS分解酵素を用いて二糖単位に分解
しＨＰＬＣにより調査したところ，分子量によらず二糖組成はほぼ均一であることを初めて明らかに
した。次に調製したFrCS を用いて，哺乳動物免疫担当細胞膜表面糖鎖受容体の一つであるL-セレク
チンとの相互作用を，表面プラズモン共鳴法により解析した。その結果，高分子量のCS ほど高い親
和性を示すことを明らかにした。さらに抗原感作マウス脾細胞から産生されるサイトカインに対する
CSのMwの影響を評価した。その結果共培養したCSのMw 依存的効果，即ちＬ－セレクチンへの
親和性とIFN-γ産生促進，IL-5 産生抑制効果が相関することを初めて明らかにした。最後に経口投
与したCSの消化管吸収の可能性を調べるために，調製したFrCSおよびCSを酵素分解して得た
Mw10 kDa 以下の低分子CSを用いて，マウスに単回経口投与し，血中CS濃度を追跡した。その結
果11 kDa 以下の CS においてわずかながら吸収が確認した。
以上，本論文はCSのMw の違いがL-セレクチンとの親和性や，in vitroにて脾細胞からのサイト
カイン産生に影響を及ぼすこと，CSの分子量と消化管吸収について新しい知見を得ており，博士（薬
学）の学位に相応しいものと認めた。
氏 名 
学位（専攻分野） 
学位記番号 
学位記授与の日付 
学位記授与の要件 
学位論文題目 
論文審査委員 
栁 真志帆 
博 士（薬学） 
千大院医薬博甲第薬164号 
平成２５年９月２７日 
学位規則第４条第１項該当 
骨疾患部位に選択的な集積を示す99mTc標識放射性薬剤の開発に関する
基礎的研究
（主査）教 授  根 矢 三 郎 
（副査）教 授  戸井田 敏 彦   教 授  伊 藤 晃 成 
論文内容の要旨 
骨転移の画像診断に汎用される骨シンチグラフィで精度の高い画像を得るためには、疾患骨に特異
的な集積を示す診断薬剤が必要である。骨疾患部位では造骨機能が亢進していること、正常血管に比
べて血管透過性が亢進していることに着目して、ヒドロキシアパタイト（HA）への高い結合親和性
と、臨床使用されている99mTc標識メチレンジホスホン酸（MDP）よりも大きな分子サイズを有する
化合物を設計、合成した。HAとの結合部位および分子サイズの制御部位としてペンタD-アスパラギ
ン酸（D-Asp5）を、99mTcとの錯形成部位にethylene dicysteine (EC) を選択してEC-[(D-Asp)5]2を
設計、合成した。本薬剤は放射化学的収率97%以上で単一の99mTc錯体を与え、血漿中で安定に存在
した。
99mTcMDPと比較したところ、両者は同等のHA結合性を有す一方、99mTc-EC-[(D-Asp5)]2の限外ろ
過膜透過性は著しく低下した。骨転移がんモデルラットに投与したところ、99mTc-EC-[(D-Asp5)]2は疾
患骨へ99mTc-MDPと同等の集積を示す一方で、正常骨への集積が有意に低下し、疾患骨/正常骨比を
約2倍向上させた。以上の結果は、オリゴD-AspをHAとの結合部位と正常血管の透過性制限部位と
する薬剤設計により骨疾患部位に選択的な集積が達成されることを示す。
論 文審査の結果の要旨 
骨転移は全身の骨で観察され、疼痛に加えて高カルシウム血症、病的骨折、神経麻痺を誘発する。
現在、テクネチウム-99m（99mTc）とメチレンジホスホン酸（MDP）とが形成する多核錯体が認可
薬剤として臨床に供されている。しかし、本薬剤は、軟組織や正常骨へ集積するため、薬剤投与か
ら撮像まで２ ４時間を要する問題を有する。
 疾患骨では、リモデリングが活発であることから、ヒドロキシアパタイト（HA）との強い結合
を示す薬剤が高く集積する。また、疾患骨では血管透過性が亢進しており、正常骨に比べて分子サ
イズの大きい生体分子の集積も観察される。
 本研究では、疾患骨の特徴を考慮して、HAとの強い結合親和性と99mTc-MDPに比べて分子サイ
ズの大きな薬剤の設計、合成を行い、その薬剤設計を検証した。D-ペンタアスパラギン酸（D-Asp5）
をHAとの結合素子と分子サイズの制御素子に選択し、Tcと生体内で安定な単核錯体を形成する
L,L-ethylene dicysteine (EC) のカルボン酸それぞれにD-Asp5を導入したEC-(D-Asp5)2を開発
した。EC-(D-Asp5)2は高い放射化学的収率で目的とする99mTc錯体を与えた。また、従来の薬剤よ
りも高いHA結合性とD-Asp5の側鎖カルボン酸の静電的反発に由来する大きな分子サイズを示し
た。99mTc-EC-(D-Asp)5の正常骨への集積は99mTc-MDPよりも低値であったが、疾患骨への集積は
99mTc-MDPと同程度であり、その結果、99mTc-MDPの約２倍の疾患骨と正常骨との集積比を与え
た。
 以上、本論文は、ヒドロキシアパタイトと強い結合親和性をもつ化合物の正常血管透過性を制御
すると骨疾患部位への選択的集積ができることを示し、疾患骨の画像診断薬剤開発に新たな指針を
与えるものであり、博士（薬学）の学位論文として価値あるものと認めた。
氏 名 
学位（専攻分野） 
学位記番号 
学位記授与の日付 
学位記授与の要件 
学位論文題目 
論文審査委員 
鈴 木 淳 平 
博 士（薬学） 
千大院医薬博甲第薬165号 
平成２５年９月２７日 
学位規則第４条第１項該当 
新規低分子化合物SH-2251はIl5遺伝子座クロマチンリモデリングの制
御を介してTh2細胞依存的な気道炎症を抑制する
（主査）教 授  中 山   学 
（副査）教 授  山 口 直 人   教 授  伊 藤 素 行
    教 授  久 保 允 人（東京理科大学生命科学研究所） 
論文内容の要旨 
IL - 5はアレルギー性炎症の病態形成に関わるサイトカインである。このため、IL - 5産生の制御法
確立はアレルギー性炎症の新規治療法の開発につながる。SH - 2251はIL - 5産生阻害剤として見出
された低分子化合物である。しかしながら、SH - 2251の作用機構は明らかとなっていない。本研究
は、SH - 2251のTh2分化に対する作用及び、Th2依存的なアレルギー性炎症に対する作用を検討し
た。SH - 2251のTh2分化に対する作用を解析した結果、SH - 2251はTh2の中でもIL - 5産生Th2
の分化を阻害すること、Il5遺伝子座の活性化ヒストン修飾を選択的に抑制することを見出した。こ
れに加え、SH - 2251の経口投与により、Th2細胞依存的なアレルギー性気道炎症モデルマウスの病
態が改善した。DNAマイクロアレイ解析の結果から、SH - 2251の標的分子として転写抑制因子Gfi1 
を同定した。Gfi1 の発現はSH - 2251処理Th2で著しく減少し、Gfi1の導入によりSH - 2251を介
したIL - 5生Th2分化の阻害が回復した。
以上、本研究により、SH - 2251はGfi1の発現抑制を介し、Il5遺伝子座クロマチンリモデリング
を選択的に阻害することで、IL - 5 産生Th2分化を抑制すること、SH - 2251がアレルギー性炎症の
新規治療薬候補であることを明らかにした。
論 文審査の結果の要旨 
本論文において鈴木淳平氏は低分子化合物SH-2251がIl5産生Th2ヘルパーT細胞の分化を
選択的に阻害すること、及びIl5遺伝子座の活性化ヒストン修飾を抑制することを見いだした。
さらにその抑制に転写因子Gfi1が関与するという作用機序を明確に示した。また、SH-2251の
経口投与によりTh2細胞依存的なアレルギー性気道炎症モデルマウスの病態が改善したという
実験結果を示すことにより、SH-2251がアレルギー性炎症の新規治療薬候補であることを明らか
にした。これらの主たる内容を筆頭著者の原著論文として査読付き学術雑誌PLOS ONE誌に発
表した。学位論文およびその関連研究分野に関する口頭試問を行った結果、博士号（薬学）の学
位授与に相応すると判断した。
氏 名 
学位（専攻分野） 
学位記番号 
学位記授与の日付 
学位記授与の要件 
学位論文題目 
論文審査委員 
横 坂 卓 也 
博 士（薬学） 
千大院医薬博甲第薬166号 
平成２５年９月２７日 
学位規則第４条第１項該当 
含窒素複素環の新規構築法の開発
（主査）教 授  西 田 篤 司 
（副査）教 授  石 川   勉   教 授  高 山 廣 光 
論文内容の要旨 
筆者は医薬品やその候補化合物の重要骨格である含窒素複素環を新規連続反応により構築する有機
合成法を開発できないかと考え、研究を行い、４つの新規反応の開発に成功した。
１．有機触媒を用いるγ－ラクタム類の不斉合成
ラクタム環は通常カルボン酸とアミンによる分子内アミド化反応により構築されるが、筆者はアミ
ド窒素からのアザマイケル反応とそれに続く分子内マイケル反応によって、１段階で３つの不斉中心
を構築できるラクタム環の新規構築法の開発に成功した。
２．フェノール誘導体のipso-Friedel-Crafts型反応を経由する新規骨格転位反応
当研究室で開発したフェノール誘導体のipso-Friedel-Crafts型反応を応用した新規骨格転位反応の
開発に成功し、テトラヒドロ－β－カルボリン誘導体を非常に高い収率にて得ることに成功した。
３．連続反応による多環式インドール化合物の合成
上記２の基質に二重結合を導入すると、反応様式は一変し、cyclopenta[b]indole骨格を持った化合
物が良好な収率並びにジアステレオ選択性にて得られた。
４．骨格転位反応を用いた含窒素複素環の新規構築反応
前述の骨格転位反応の基質の適用拡大に成功し、３つの不斉中心を持ったピロリジンやピペリジン
誘導体を非常に高いジアステレオ選択性にて得ることに成功した。
論 文審査の結果の要旨 
本申請者は医薬品やその候補化合物の重要骨格である含窒素複素環の新規連続反応による構築を志向し
た研究を行い，４つの新規反応の開発に成功した。
１．有機触媒を用いるγ－ラクタム類の不斉合成
本申請者はフマル酸アミドを２機能性のマイケル供与体マイケル受容体として用い，α,β-不飽和アルデヒ
ドに対するアミド窒素のアザマイケル反応とそれに続く分子内マイケル反応によって，１段階で３つの不
斉中心を構築するγ－ラクタム環の新規構築法の開発に成功した。
２．フェノール誘導体のipso-Friedel-Crafts型反応を経由する新規骨格転位反応
本申請者が所属する研究室で開発されたフェノール誘導体のipso-Friedel-Crafts型反応をインドール誘導
体に応用し，1段階で縮環含窒素複素環が得られる効率的な新規骨格転位反応の開発に成功した。この反
応により得られるテトラヒドロ－β－カルボリン誘導体は生物活性物質合成への応用が期待される骨格で
ある。
３．連続反応による多環式インドール化合物の合成
上記２の反応機構解析から，上記の基質に二重結合を導入し，反応様式の異なる機構で進行すする
cyclopenta[b]indole骨格を持つ化合物の新規縮環含窒素複素環の効率的な合成法の開発に成功した。本反
応は良好な収率並びにジアステレオ選択性にて進行する。
４．骨格転位反応を用いた含窒素複素環の新規構築反応
更に前述の骨格転位反応の基質を適用拡大し，インドール部位を他の芳香族に置き換えることで，３つ
の不斉中心を持つピロリジンやピペリジン誘導体のジアステレオ選択的かつ効率的な合成法の開発に成
功した。
本申請者は新規連続反応を用いる４種の含窒素複素環化合物の効率的な合成法の開発に成功した。これ
らの反応で得られる複素環は医薬品産業での応用が期待される。本研究は充分な内容を含んでおり，博士
（薬学）の学位に相応しい内容であると認めた。
氏 名 
学位（専攻分野） 
学位記番号 
学位記授与の日付 
学位記授与の要件 
学位論文題目 
論文審査委員 
宮 﨑 文 彦
博士（公共学） 
千大院人博乙第公１号 
平成２５年９月２７日 
学位規則第４条第２項該当 
「新しい公共」における行政の役割とデモクラシーの理想 ―公共哲学
アプローチによる政策研究と現代共和主義理論の架橋
（主査）教授  小 林 正 弥 
（副査）教授  廣 井 良 典  教授  倉 阪 秀 史 
（委員）教授  水 島 治 郎  熊本大学教授  魚 住 弘 久 
（熊本大学社会文化科学研究科）
論 文 内 容 の 要 旨
本論文は、わが国における「公共性」概念の転換について論ずる。従来わが国において「公共性」は国
家（の活動）と結び付けられることが多かったが、近年、この公共性の問い直しを既存の学問分野を越え
て議論する「公共哲学」という学術的試みや、NPOやNGOなどの活動が広まったことにより、市民的公
共性、もしくは「新しい公共」といったことが議論されており、行政の現場においても市民と行政の「協
働」という文脈において使われることが多くなっている。
しかし一方で、「新しい公共」の現状は、従来の「NPM（新公共管理）」や新自由主義による行政減量の
文脈に利用され、行政による公共サーヴィスの提供を減らし、市民やNPOなどに丸投げするような事態、
あるいは対等なパートナーとしての「協働」ではなく、行政主体の下請けにすぎないというような問題も
発生している。
本論文ではこのような「新しい公共」をめぐる問題が生じる背景として、「公共性」というものが２つの
側面を持ちながらも、混同されてしまっている事態を指摘する。すなわち、何が公共的な問題であるのか、
あるいは何が公共的に実現されるべきかという社会問題の「性質」としての側面と、それがいかにして解
決されるべきか、あるいはいかにして実現すべきか、という「主体」「担い手」の側面である。
そのうえで、「行政国家」論を援用し、「性質」の側面をめぐっては、国家と社会の自同化という意味で
の行政国家化によって、あらゆる問題の解決が市民社会の側ではなく、国家に委ねられていること、また
解決の「主体」「担い手」という側面では、立法・司法に対する行政の優越という意味での行政国家化が、
民主的正当性としての公共性を歪めていることを指摘する。
以上のような分析に基づき、本論文はその解決の方途を「異議申し立てのデモクラシー」、ならびに「補
完性原理」と「支援・媒介的行政」に求めるものである。
行政の優越という事態に対しては、行政裁量の意義を認めつつ民主的統制を確保する「異議申し立ての
デモクラシー」を提唱。社会があらゆる公共的問題の解決を国家に委ねようとする社会の国家化に対して
は、様々なレベルのアクター・セクターがどのような役割を果たすべきかの再考を促す「補完性原理」を
提唱。国家があらゆる社会問題に介入する国家の社会化に対しては、行政の役割を市民社会における様々
な公共的活動に対する支援や媒介という役割に転換する「支援・媒介的行政」を提唱する。
以上、本論文は、公共性とは個人もしくは身近な範囲での特定可能な複数の個人によっては解決するこ
とができない、不特定多数の人間に関わる事柄であるとの認識に基づき、その公共性は国家・行政に限定
されない、多様なアクター・セクターによる補完的な共働を通して生成されていくことを理想とするもの
である。以上が論文全体の概要である。
以下、各章の概要について、要点をまとめる。
まず序章においては、近年、わが国において公共性をめぐる議論として行われきた「公共哲学」を取り
上げ、その意義とアプローチについて述べる。そのうえで、「公と私」さらには「個人と公共性」の問題に
ついて議論を行い、本論文の基本姿勢ならびに方向性が示される。
「公と私」はもともとその境界は曖昧なものであり、その境界設定の問題は、何を私的ではなく公的な問
題として扱うかという「政治」の問題である。また「個人と公共性」の関係も、人間が個的存在であると
同時に社会的存在である以上、個々人はその尊厳を尊重されながらも、何かしらの共同体に生きる存在で
あり、その利益も共同体から独立したものではありえない。公共性と対立するように見えるのは、むしろ
個々人の利益の多様性・多元性に因るためである。ときに共約不可能であるこの他者の利益との調整を行
っていくのがまた「政治」という営みであり、公共性は一義的に定義されるものではなく、個々人の利益
の調整のなかに、その過程において段階的に実現されていくものであるという見解が示される。
このようにして、「公共性」はその理想の実現を目指すとともに、利益の多様性・多元性の事実という「現
実」のなかでいかにその理想が実現されるか、その過程である「政治」と深く結びついている。本論文で
は、このような公共性に関する「理想」と「現実」の認識を踏まえ、わが国の現状に即しながら、政治・
行政が果たすべき役割は何か、あるいはどのようなシステムが求められるのかを、考察を行っていく。
続く第１章では、「理想」と「現実」をどう架橋するのか、現実のなかでいかにして理想を実現していく
のかという論点が重要であるとの認識の下で、「現実」と「理想」の両面を捉える公共哲学のアプローチに
ついて論じたうえで、わが国の「公共性」をめぐる問題の分析がなされる。第１節では、本稿が主題とす
る「現実」と「理想」との架橋を目指す研究のあり方として「公共哲学」というものがいかなるものであ
るかを紹介する。もともとわが国の政治学・行政学が影響を受けている戦後アメリカ政治学においては、
当初、「公益」に対する「現実主義」のアプローチが優勢を占めていたが、1970年代の社会問題への対応
として「理想主義」的な規範理論が復権している。また近年では、マイケル・サンデルが、公共哲学のア
プローチによって、「共和主義」の公共哲学に代わり「リベラリズム」の公共哲学が優勢を占めていくアメ
リカの憲政を批判的に検討している。この公共哲学アプローチによれば、現実の背後にある十分に認識を
されていない考え方（公共の哲学）を明らかにし、それを検討しなおすことによって、理想的な社会へと
変革を行っていく方向性を考えることが可能となる。
続く第２節・第３節では、公共哲学アプローチに従って、現代日本において公共性に関する問題の背景
はどのようなものであるかを分析する。第２節では、戦後日本において当初は国家と結び付けられて解釈
されてきた「公共性」が、公害などの社会問題の発生を契機に異議申し立てが行われるようになっていっ
た、その経緯が描かれる。
第３節では、そのような経緯から、近年、国家・行政のみが公共性の担い手ではないとする「新しい公
共」が登場したが、その問題点を取り上げる。この「新しい公共」は、かつての国家的公共性からの転換
が起こり、日本における公共哲学の展開が理論的な支えとなり現実化したということもできるが、問題も
少なくない。すなわち行政の現場において、財政面でも人材面でも公共サーヴィスを提供するリソースが
少なくなったがために、NPOなどが安価な下請けとして利用されている側面があるという問題点である。
 このような状況が生まれる背景には、本来、公と私の区別は問題の性質もしくは領域（公的問題か私的
問題か）とアクター・セクター（公的部門と私的部門）がきちんと区別されないまま、議論されているこ
とにその一因がある。
 ではなにゆえに、このような問題が生じているのか。本論文においては、その問題の所在を「行政国家」
に求めようとするものである。
続く第２章では、現代日本における公共性の問題を「行政国家」論という観点から明らかにする。この
「行政国家」には大きく分けて２つの側面があり、一つは「国家と社会の自同化」という側面、また一方
で「立法・司法に対する行政の優越」という側面を有している。
何が公共性をもった事柄・問題であるかは政治の過程を通じて明らかにされ、解決が図られる。本来、
その過程は議会による討議、法案作成、法律制定、そして行政によるその実施という形によって図られる
ものであるが、現代の行政国家はその過程を歪めてしまっている部分がある。
その一つが「国家と社会の自同化」である。20世紀における福祉国家（社会国家）の発達は、一方にお
いて、社会におけるあらゆる問題解決に国家が介入をしてくるという意味における「国家の社会化」が、
また一方で（市民）社会の側も、あらゆる社会問題の解決を国家に委ねてしまう「社会の国家化」である。
これによって、（市民）社会は自律的な問題解決ができず（自治の喪失）、公共的な問題に対する多元的な
主体による解決（ガバナンス）を妨げられ、国家による公共性解釈の独占を招いているのである。
また一方で「国家と社会の自同化」が招いた必然的な帰結ともいえるのが、「立法・司法に対する行政の
優越」である。すなわち、本来、立法によって公共的問題が討議され解決のための政策が決められ、行政
が実施に移すのであるが、国家と社会の自同化により、国家・行政が直接公共的問題の特定、解決に取り
組む結果、委任立法や行政裁量の増大を招き、行政に対する民主的統制が弱体化、議会機能の低下をもた
らすこととなるのである。本来は事後的な統制手段として制度化されているはずの司法も、行政の活動が
権力的なものでありながらも、それが公益・公共性の実現のためであるという理由でもって、十分な統制
に踏み込むことが出来ない。それが立法（議会）や司法に対する行政の優越として現れてくることとなる
のである。
 以上のように、公共性に対する二つの行政国家という問題性に対する方策を探っていく。
 まず第３章において、「立法・司法に対する行政の優越」に対するデモクラシーの再検討が、共和主義理
論を参照しながら進められていく。行政国家は「行政裁量」を特徴とするが、この増大が「立法・司法に
対する行政の優越」という事態を招いている。この事態に対して、いかにして民主的統制を確保するかと
いうことが問題となるが、その議論の参考として本章では共和主義理論が取り上げられる。共和主義は、
もともと「公共的なるもの（res publica）」の政治思想であり、「公共主義」とも訳すことができるという
点、「法の支配」という恣意的な支配を排そうとする政治思想である点、また現代政治理論における共和主
義への着目という点から、これを取り上げる。
 とはいえ、歴史的な多様性をもつ共和主義（ないしは共和国）は、その特徴を一概に論ずることは難し
い。本論文では、現代の共和主義思想史研究の代表たるポーコックとスキナーを取り上げたうえで、これ
ら共和主義思想史研究に影響を受けて、現代共和主義政治理論を展開している、サンデルとペティットを
取り上げる。
 サンデルからは、社会の国家化に対する「政治の活性化」という方策を引き出すことができるとととも
に、公共への参与が自己統治や人格形成へのつながるというヴィジョンが含まれており、結論部分にてさ
らなる検討を行う。
 また、本論文では、「立法・司法に対する行政の優越」という意味での行政国家への対応として、フィリ
ップ・ペティットによって提唱された「異議申し立てのデモクラシーContestatory Democracy」を取り上
げ、行政裁量の意義を認めつつも、いかにして行政を民主的な統制のもとに置くかという問題認識を踏ま
えたデモクラシー理論として提唱する。
 それに対して、一方の「国家と社会の自同化」という側面に対しては、第４章と第５章において、それ
ぞれ「社会の国家化」に対する「補完性原理」と、「国家の社会化」に対する「支援行政」を採用すること
によって解決の方途を探る。
（市民）社会があらゆる問題の解決を国家に委ねてしまう「社会の国家化」に対しては、公共的な問題
の解決に際して、どのレベルのアクター・セクターが解決にあたることが適切か、どのような役割を各レ
ベルのアクター・セクターかの再考を促す「補完性原理」が求められる。また、あらゆる問題に問題の解
決に国家が介入をしてくる「国家の社会化」に対しては、国家は公共性の実現に直接関与するよりも、（市
民）社会における様々な公共性実現に向けた活動を「支援する」ことにウェイトを置く「支援行政」によ
って、変革を促そうとするものである。
「補完性原理」は、確かに世界レベルでの先進各国における財政難を背景として、国家がその活動範囲を
狭めるという「小さな国家」の流れの延長にあるとも考えられるが、近年の「NPM（新公共管理）」とい
う動向は、単に活動の「量」を減らすというのみならず、効率的な行政サーヴィスの提供という「質」の
改善を目指すものであり、そのような中で「補完性原理」は、それぞれのレベル・セクターがどのような
役割を果たすべきかを検討する機会を与え、再考させるものである。国連やEUのような超国家的組織か
ら、基礎自治体までの縦の補完性もさることながら、政府機関以外のセクターとの補完性もガバンナスと
いう時代の流れから、重視されていくはずである。
 またこの補完性原理は、全体主義が広まりつつある時代にあってそれに抗する社会回勅として取り上げ
られたことでも知られている。それは「個人の尊厳」を重視するものであり、できる限りより規模におい
ても影響力においても小さい、個人に近いレベルにおいて問題の解決が可能となるようにすべきであると
いう「介入限定の原理」である。
 一方でそのような問題解決能力はもとから備わっているものでもなければ、一朝一夕に身につくもので
もないわけであり、それが可能であるように支援をする必要がある。それが「介入肯定の原理」であり、
補完性原理は一方では個人の尊厳を重視しつつ、それを支えるより大きなレベルの共同体の役割をも重視
する、活私開公や多様な主体による公共性の実現という、わが国における公共哲学プロジェクトの共通性
をもつものである。
 一方の「国家の社会化」に対する方策として、ではいかなる介入が望ましいものであるかが検討される。
前章における支援としての介入を参考に、福祉国家における給付行政との対比で、直接的ではなく、支援
や媒介といった裏方に回ることで、間接的に公共サーヴィスの提供を行う「支援・媒介的行政」が提唱さ
れる。
 以上のような理論的な検討を踏まえたうえで、現実のわが国における行政の現場において、「補完性原理」
や「新しい公共」の名のものでどのような取り組みが行われているかを取り上げ、本論文の理論的見地か
らどのような点が評価されるべき点であるのかを指摘していく。
 結論部では、議論の総括として新しい公共における「共働」の意義を、個々人の人格形成という哲学的
視点から検討する。続いて「公共」の「共」の意味を改めて検討し、公共善を実現していく「過程」への
着目を確認する。そのうえで、本論文は、これまでの公共哲学の成果を活かしつつも、その限界を指摘し、
「多様なアクター・セクターによる補完的な共働による公共性の生成」のためには、行政と市民とが対等
なパートナーとして協働するという「新しい公共」のあり方ではなく、むしろ市民の活動を前面に出して
いくことができるように、行政が条件整備を行う「支援・媒介的行政」こそが重要であることを提唱する。
論文審査の結果の要旨 
本論文は、公共哲学の考え方を基礎にして、共和主義的なデモクラシー論を検討した上で、いわゆる「新
しい公共」との関連において、行政の新しいあり方を論じたものである。現在の国家では、「行政国家」論
を援用すれば、何が公共的な問題であるのかという「性質」としての側面について、国家と社会の自同化
という意味での行政国家化によって、あらゆる問題の解決が市民社会の側ではなく、国家に委ねられてい
るという現象が存在する。また、公共的問題の解決という「主体」「担い手」の側面については、立法・司
法に対する行政の優越という意味での行政国家化が、民主的正当性としての公共性を歪めている。そこで、
本論文はこのような認識を整理した上で、フィリップ・ペティットの共和主義理論を援用して、行政の優
越という事態に対しては、行政裁量の意義を認めつつ民主的統制を確保する「異議申し立てのデモクラシ
」ーを提唱する。また、社会があらゆる公共的問題の解決を国家に委ねようとする社会の国家化に対して
は、様々なレベルのアクター・セクターがどのような役割を果たすべきかの再考を促す「補完性原理」を
主張する。さらに、国家があらゆる社会問題に介入する国家の社会化に対しては、ニール・ギルバートら
の議論を援用して、行政の役割を市民社会における様々な公共的活動に対する支援や媒介という役割に転
換する「支援・媒介的行政」を提案する。そして、これらに関連する動向として、民主党政権下における
円卓会議をはじめとする試みや、自治体における志木市・大和市・横浜市などの試みを検討する。こうし
て、「公共性は国家・行政に限定されない、多様なアクター・セクターによる補完的な共働を通して生成さ
れていく」という考え方に基づいて、新しい行政のあり方について思想的な提案を行うのである。
 本論文は、公共哲学の独自の発展を試みつつ、最新のデモクラシー論を摂取し、行政理論との関連を意
識して、行政国家化に対しての対応策を提起したという点に、学界に対する新しい貢献をするものと認め
られる。特に、民主党政権に至る最新の事例を検討し、「支援・媒介的行政」という考え方を提起すること
によって、「新しい公共」が、新自由主義による行政減量に利用されるだけに終わってしまう危険性を回避
する道を提起している点は重要である。本論文は公共哲学と行政理論との関係についての初めての本格的
な論文であり、新しい視座を開拓したという意義があるので、審査委員全員が博士論文に値すると認めた。
氏 名 
学位（専攻分野） 
学位記番号 
学位記授与の日付 
学位記授与の要件 
学位論文題目 
論文審査委員 
白山 眞理 
博 士（学 術） 
千大院融博乙第学５号 
平成２５年９月２７日 
学位規則第４条第２項該当 
報道写真の成立と展開 ――1930～1960―― 
（主査）教 授  久下 謙一  
（副査）教 授  矢口 博久   准教授  一川  誠 
    教 授  小林 裕幸 
（審査協力者）東京都写真美術館 専門調査員 金子隆一 
論文内容の要旨 
組写真によって物事を伝える「報道写真」という概念は、1933年に我が国にもたらされ、次第に国際的
国家宣伝のツールと考えられた。本稿の前半は、報道写真家、写真雑誌、アマチュア写真を組み込んだ戦
時システムについて、1930年代から1960年頃までの公文書資料などとともに客観的、具体的に論述した。
その上で、戦後リアリズム写真の金字塔とも言うべき土門拳の二つの写真集について実験、考察した。原
爆投下から十年以上経過してなお、後遺症と闘う被爆者たちの姿を追う『ヒロシマ』（1958年）と、廃坑
に追い込まれる筑豊の炭鉱住宅に住むこどもたちをテーマにした『筑豊のこどもたち』（1960年）は、時
代を表現した写真集として等価である。しかし、その画質・装丁は『ヒロシマ』がB4版ハードカバーでア
トー紙にグラビア印刷の高品質であるのに対し、『筑豊のこどもたち』は更紙に粗い網点で印刷されホチキ
スで中綴じされたB5版週刊誌並の品質と対照的である。 
 写真集を見る者は、写真によって多くの情報を得てさまざまな印象を持つが、それらは、紙質や印刷手
法による画質、デザインやレイアウト、装幀などによって大きく影響されると考えられる。本研究では、
前述の二つの写真集について、画質などを取り替えたサンプル写真集、また、『筑豊のこどもたち』を同じ
100円であった岩波写真文庫の装丁にした写真集を製作し、SD法を用いて印象評価実験を行った。その結
果、報道写真家である土門がこだわりを持って制作した写真集は、彼の意図をストレートに伝えるもので
あったことが明らかになった。 
論文審査の結果の要旨 
  組写真によって物事を伝える「報道写真」という概念は、1933年に我が国にもたらされ、次第に国際
的国家宣伝のツールと考えられた。本稿は、報道写真家、写真雑誌、アマチュア写真を組み込んだ戦時シ
ステムについて、1930年代から1960年頃までの公文書資料などとともに客観的、具体的に論述した。そ
の上で、戦後リアリズム写真の金字塔とも言うべき土門拳の『ヒロシマ』（1958年）、『筑豊のこどもたち』
（1960年）の二つの写真集についてメディア論的観点から実験、考察した。原爆投下から十年以上経過し
てなお、後遺症と闘う被爆者たちの姿を追う『ヒロシマ』と、廃坑に追い込まれる筑豊の炭鉱住宅に住む
こどもたちをテーマにした『筑豊のこどもたち』は、時代を表現した写真集として等価である。しかし、
その画質・装丁は『ヒロシマ』がB4版ハードカバーでアート紙にグラビア印刷の高品質であるのに対し、
『筑豊のこどもたち』は更紙に粗い網点で印刷されホチキスで中綴じされたB5版週刊誌並の品質と対照的
である。写真集を見る者は、写真によって多くの情報を得てさまざまな印象を持つが、それらは、紙質や
印刷手法による画質、デザインやレイアウト、装幀などによって大きく影響されると考えられる。 
 本研究では、前述の二つの写真集について、画質などを取り替えたサンプル写真集、また、『筑豊のこど
もたち』を同じ100円であった岩波写真文庫の装丁にした写真集を製作し、SD法を用いて印象評価実験を
行った。その結果、報道写真家である土門がこだわりを持って制作した写真集は、彼の意図をストレート
に伝えるものであったことが明らかになった。 
 以上述べたように、審査委員会は本論文が博士（ 学術 ）の学位に値するものと判断した。 
氏 名 
学位（専攻分野） 
学位記番号 
学位記授与の日付 
学位記授与の要件 
学位論文題目 
論文審査委員 
井浜 三樹男 
博 士（工 学） 
千大院融博乙第工８号 
平成２５年９月２７日 
学位規則第４条第２項該当 
ハロゲン化銀写真乳剤における潜像形成機構の研究 
（主査）教 授  小林 裕幸 
（副査）准教授  大川 祐輔   教 授  久下 謙一 
（外部審査委員） 千葉大学工学研究科 准教授 一國 伸之  
（審査協力者）  准教授  柴 史之 
         一般社団法人日本写真学会 監事 高田 俊二 
論文内容の要旨 
ハロゲン化銀写真は，一つのハロゲン化銀粒子の中で感光・記憶・表示が可能な、放射線にも感度を持
つ高感度・高解像度の複合記録材料である。この特長を活かしたホログラフィ用感光材料や原子核乾板の
分野では、より微粒子でより高感度な感光材料が強く望まれている。 
ここではこのようなハロゲン化銀写真乳剤の潜像形成機構について、高感度化の大きな障害となってい
る色素による固有減感機構の解明と，従来現象論的な取扱に終わっていた電離放射線に対する潜像形成機
構の解明に焦点を合わせた。 
化学増感を施した乳剤の色素による固有減感は、従来の報告とは異なり色素による潜像分散がその主原
因であることが明らかとなった。さらに，ハロゲン化銀粒子への結晶欠陥の導入により、潜像分散が抑制
され，色素による固有減感が減少することを実証した。 
また、電離放射線に対する感度は、電離放射線の吸収により発生した2次電子のハロゲン化銀粒子への
衝突という素過程を考察することで、可視光に対する通常の写真特性曲線を用いてほぼ定量的に予測され
た。すなわち、電離放射線に対する潜像形成機構は，可視光の10^-5秒程度の高照度露光による潜像形成
機構と基本的に同一であることが明らかとなった。 
本研究の成果は，ハロゲン化銀微粒子乳剤の分光増感感度、また電離放射線感度を向上させるための有
効な基礎的知見になると考えられる。 
論文審査の結果の要旨 
ハロゲン化銀写真は，一つのハロゲン化銀粒子の中で感光・記憶・表示が可能な、放射線にも感度を持
つ高感度・高解像度の複合記録材料である。この特長を活かしたホログラフィ用感光材料や原子核乾板の
分野では、より微粒子でより高感度な感光材料が強く望まれている。 
ここではこのようなハロゲン化銀写真乳剤の潜像形成機構について、高感度化の大きな障害となってい
る色素による固有減感機構の解明と，従来現象論的な取扱に終わっていた電離放射線に対する潜像形成機
構の解明に焦点を合わせた。 
化学増感を施した乳剤の色素による固有減感は、従来の報告とは異なり色素による潜像分散がその主原
因であることが明らかとなった。さらに，ハロゲン化銀粒子への結晶欠陥の導入により、潜像分散が抑制
され，色素による固有減感が減少することを実証した。 
また、電離放射線に対する感度は、電離放射線の吸収により発生した2次電子のハロゲン化銀粒子への
衝突という素過程を考察することで、可視光に対する通常の写真特性曲線を用いてほぼ定量的に予測され
た。すなわち、電離放射線に対する潜像形成機構は，可視光の10^-5秒程度の高照度露光による潜像形成
機構と基本的に同一であることが明らかとなった。 
本研究の成果は，ハロゲン化銀微粒子乳剤の分光増感感度、また電離放射線感度を向上させるための有
効な基礎的知見になると考えられる。 
 以上述べたように、審査委員会は本論文が博士（ 工学 ）の学位に値するものと判断した。 
氏 名 
学位（専攻分野） 
学位記番号 
学位記授与の日付 
学位記授与の要件 
学位論文題目 
論文審査委員 
ILHAM ALIMUDDIN 
博 士（工 学） 
千大院融博乙第工９号 
平成２５年９月２７日 
学位規則第４条第２項該当 
Monitoring of natural disasters using differential interferometric 
synthetic aperture radar analysis of JERS-1 and ALOS PALSAR data 
（JERS-1とALOS PALSAR合成開口レーダデータを用いた差分干渉解析に
よる自然災害モニタリング） 
（主査）教 授  矢口 博久 
（副査）教 授  久世  宏明   教 授  JOSAPHAT 
論文内容の要旨 
  リモートセンシングを用いることにより、地域から全球に至るさまざまなスケールにおいて災害情報を
マッピングすることが可能になっている。本研究では、地すべり、火山噴火といった自然災害や、多くの
場合に人為的にもたらされる地盤沈下の被害を減少させることを目指し、リモートセンシングの応用がと
くに遅れている熱帯地域において地表面変化を計測した。インドネシアはその気候や環太平洋のプレート
運動により、多くの自然災害を受けやすい熱帯地域に位置している。ここでは、スラウェシ島Jeneberang
における大規模な地すべりとMakassarにおける地盤沈下という二つの特徴的な災害を、合成開口レーダを
用いた差分干渉法（DInSAR）により解析した。この方法では、2時期に得られたSARデータの干渉画像か
らアンテナ視線方向の微小な地表面変化を検出する。GPSを用いた地上での計測に比べて、立ち入りが危
険な地域であっても広域にデータ取得が可能である点に特徴がある。JERS-1とALOS PALSARデータの解析
から、Jeneberangの地すべりでは、イベントの発生前に斜面の移動が起こっていることが確認され、これ
はクラックの現地調査の結果と一致した。Makassarの都市域の解析では、いくつかの地点において最大15 
cmにおよぶ地盤沈下が明らかになった。また、同様の手法を三宅島の雄山に適用し、DInSAR解析から得ら
れる火口付近の崩落が現地のGPS観測とよく一致することを見出した。本研究では以上のように、DInSAR
の手法が熱帯域においても災害のモニタリングに有効な手法であることを実証した。 
論文審査の結果の要旨 
  リモートセンシングを用いることにより、地域から全球に至るさまざまなスケールにおいて災害情報を
マッピングすることが可能になっている。本研究では、地すべり、火山噴火といった自然災害や、多くの
場合に人為的にもたらされる地盤沈下の被害を減少させることを目指し、リモートセンシングの応用がと
くに遅れている熱帯地域において地表面変化を計測した。インドネシアはその気候や環太平洋のプレート
運動により、多くの自然災害を受けやすい熱帯地域に位置している。ここでは、スラウェシ島Jeneberang
における大規模な地すべりとMakassarにおける地盤沈下という二つの特徴的な災害を、合成開口レーダを
用いた差分干渉法（DInSAR）により解析した。この方法では、2時期に得られたSARデータの干渉画像か
らアンテナ視線方向の微小な地表面変化を検出する。GPSを用いた地上での計測に比べて、立ち入りが危
険な地域であっても広域にデータ取得が可能である点に特徴がある。JERS-1とALOS PALSARデータの解析
から、Jeneberangの地すべりでは、イベントの発生前に斜面の移動が起こっていることが確認され、これ
はクラックの現地調査の結果と一致した。Makassarの都市域の解析では、いくつかの地点において最大15 
cmにおよぶ地盤沈下が明らかになった。また、同様の手法を三宅島の雄山に適用し、DInSAR解析から得ら
れる火口付近の崩落が現地のGPS観測とよく一致することを見出した。本研究では以上のように、DInSAR
の手法が熱帯域においても災害のモニタリングに有効な手法であることを実証した。 
以上述べたように、審査委員会は本論文が博士（ 工学 ）の学位に値するものと判断した。 
氏 名 
学位（専攻分野） 
学位記番号 
学位記授与の日付 
学位記授与の要件 
学位論文題目 
論文審査委員 
宮 内  智 夫 
博 士（医学） 
千大院医博乙第４５号 
平成２５年 ９月２７日 
学位規則第４条第２項該当 
Efficacy of Lamivudine or Entecavir against Virological Rebound 
after Achieving HBV DNA Negativity in Chronic Hepatitis B Patients 
(B型肝炎患者における核酸アナログ製剤によるウイルス陰性化後の経
過に関する検討) 
（主査）教 授  白澤 浩 
（副査）教 授  野村 文夫    教 授  高林 克日己 
論 文内容の要旨 
【目的】B型肝炎に対する核酸アナログ製剤（NAs）によりHBV DNA陰性化後にウイルス再上昇を来たし
た症例の再発様式を検討し、今後のNAsの使用方法について考察した。 
【対象と方法】当院及び関連病院で2000年～2011年までの期間にNAs初回使用症例402例[エンテカビ
ル（ETV）投与例207例、ラミブジン（LAM）投与例195例]のうち、HBV DNAが3か月以上持続陰性化（3.7 
log copies/ml未満）した303例[ETV群158例（平均年齢51歳、男性64％、HBV DNA 6.6、HBeAg陽性 55%）、
LAM群145例（平均年齢50歳、男性72％、HBV DNA 6.4、HBeAg 陽性44％）]を対象とした。HBV DNA再
陽性化が3か月以上持続的にみられた場合をウイルス再上昇と定義した。臨床的背景や肝病態などについ
ての比較検討を行なった。 
【成績】1）初回投与からHBV DNA陰性化までの期間は、①ETV群8.5か月、LAM群11.8か月と差がみら
れなかった。②ETV投与例ではHBeAg陽性群8.3か月、陰性群7.3か月とHBeAg有無では差がみられなか
った。③LAM投与例ではHBeAg陽性群15.0か月、陰性群7.5か月とHBeAg陰性群で有意に短かった（p=0.034）。
2）ETV群では陰性化後の再上昇例を1例も認めなかった。3）①LAM投与HBeAg陽性群では62例中24例
（39％）でウイルス再上昇がみられた。再上昇例は持続陰性化例と比較し、有意に高齢、初回投与時ALT
低値であり、初回投与から陰性化までの期間が短かった（4.1か月）。また多変量解析では年齢因子の関
与が認められた（p=0.035）。②LAM投与HBeAg陰性群では79例中23例（29％）でウイルス再上昇がみら
れた。再上昇例は持続陰性化例と比較し、初回投与から陰性化までの期間が短かった（3.1か月）。 
【結語】ETVではHBV DNAが陰性化すればほぼHBV増殖制御が可能であると考えられた。LAMでは早期に陰
性化した症例でもHBV増殖制御が困難な症例がみられ、特にHBeAg陽性の高齢症例では他の薬剤への切り
替え等を考慮することが重要であると再確認された。
論文審査の結果の要旨 
 現在のB型肝炎治療は核酸アナログ製剤（NAs）が主体となっている。本論文はNAsによりHBV DNA陰性
化後にウイルス再上昇を来たした症例の再発様式を検討し、今後のNAsの使用方法について考察している。 
本研究で対象としたのは、NAs 初回使用症例でHBV DNAが3か月以上持続陰性化（3.7 log copies/ml
未満）した303例[エンテカビル（ETV）群158例、ラミブジン群（LAM）群145例]であり、肝病態および
臨床像の比較検討を行っている。 
その結果、以下の事を明らかにした。①ETV群では陰性化後の再上昇例を認めなかった。②LAM群では再
上昇例は持続陰性化例と比較し、初回投与から陰性化までの期間が短かった。③LAM投与HBeAg陽性群で
は62例中24例でウイルス再上昇がみられた。再上昇例は持続陰性化例と比較して、多変量解析にて年齢
因子の関与が認められた。以上の結果から、ETVでは陰性化すればほぼHBV増殖制御が可能であり、LAMで
は早期に陰性化した症例でもHBV増殖制御が困難な症例がみられ、特にHBeAg陽性の高齢症例では他の薬
剤への切り替えを考慮することが重要である事が明らかとなった。 
本論文は今後のNAsの使用方法における1つの道筋を示すものであり、臨床的に意義ある論文と認めた。 
氏 名 
学位（専攻分野） 
学位記番号 
学位記授与の日付 
学位記授与の要件 
学位論文題目 
論文審査委員 
和 田  政 則 
博 士（医学） 
千大院医博乙第４６号 
平成２５年 ９月２７日 
学位規則第４条第２項該当 
Effectiveness of deep vein thrombosis screening on admission to a 
rehabilitation hospital: A prospective study in 1043 consecutive 
patients  
（リハビリテーション病院入院時における深部静脈血栓症スクリーニ
ングの有用性：1043連続症例に対する前向き研究） 
（主査）教 授  桑原 聡 
（副査）教 授  高橋 和久    教 授  小林 欣夫 
論 文内容の要旨 
【目的】深部静脈血栓症/肺塞栓症Deep vein thrombosis/pulmonary embolism（DVT/PE）は、急性期病院
のみならずリハビリテーション病院においても重要な合併症である。リハビリテーション病院でのDVT/PE
は、急性期病院で既に発症していたのではないかと言う仮説を立て、D-Dimer（D-D）測定と圧迫超音波診
断法Compression ultrasound（CUS）を併用した入院時DVTスクリーニングを施行し、その有用性について
検討した。 
【方法】2007.8.1-2011.8.1の期間中に千葉リハビリテーションセンターに入院し、除外症例を除いた連続
1043例を対象に、前向き観察研究を行った。 
【結果・考察】1043例中、入院時D-D≧3.0μg/mlの症例を152例(14.6%)認めた。この152例に直ちにCUSを
行い、15例(1.4%)にDVTを認め、引き続いて治療が行われた。この15例のうち6例(40%)は無症候性のDVTで
あった。無症候性DVT6例のうち5例は脊髄損傷患者であった。CUSが陰性であった137例中2例が入院8日以内
にDVT/PTEを発症したが治療により回復した。その後のDVT/PE発症例はなかった。DVT/PE全症例が急性期病
院で既に発症していた事が示唆された。D-DとCUSの併用によるDVTスクリーニングを入院時に施行する事に
より、潜在するhigh risk群を一括してブロックし、その後intensiveなリハビリテーションを行う事で
DVT/PEを予防できると考える。低侵襲で簡便なD-D + CUSによるDVTスクリーニングを、入院時にルーチン
化するべきである。 
【結論】リハビリテーション病院における入院時DVTスクリーニングは、リスクマネージメントとして極め
て有用である。 
論文審査の結果の要旨 
本研究は、急性期病院のみならずﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ病院においても重要な合併症である深部静脈血栓症/肺塞栓
症Deep vein thrombosis/pulmonary embolism(DVT/PE)について、ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ病院でのDVT/PEは急性期病院で
既に発症していたのではないかという仮説を立て、D-Dimer(D-D)測定と圧迫超音波診断法Compression 
ultrasound(CUS)を併用した入院時DVTスクリーニングを実施し、その有用性の検討を行った。連続1043例
を対象に前向き観察研究を行い、その結果、入院時D-D≧3.0μg/mlの症例を152例(14.6% )認めた。この152
例に直ちにCUSを行い、15例(1.4% )にDVTを認め、引き続いて治療が行われた。入院時スクリーニング後
は新たなDVT/PE発症例は無かった。従って、D-DとCUSの併用によるDVTスクリーニングを入院時に施行
する事により、潜在するhigh risk群を一括してブロックし、その後intensiveなﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝを行う事でDVT/PE
を予防できる事を明らかにした。 
本論文は、ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ病院でのDVT/PEは急性期病院で既に発症していた事を示唆した。また、1000人
以上の患者に3ヶ月以上の観察期間において、たとえ麻痺が強くても、bedriddenであっても、入院時D-D
が3μg/ml未満の患者は、観察中DVT/PEを発症しない事を示した。よって、ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ病院におけるDVT/PE
の予防および治療に意義のある論文と認めた。 
氏 名 
学位（専攻分野） 
学位記番号 
学位記授与の日付 
学位記授与の要件 
学位論文題目 
論文審査委員 
能 川  和 浩 
博 士（医学） 
千大院医博乙第４７号 
平成２５年 ９月２７日 
学位規則第４条第２項該当 
Association of high-sensitive C-reactive protein with the development of 
hypo-high density lipoprotein cholesterolemia using a pooled logistic-regression 
analysis of annual health screening information from male Japanese workers 
（多変量pooled logistic 回帰分析の応用による日本人男性労働者の低HDL
コレステロール血症発症に対する血清高感度CRP値の影響評価）
（主査）教 授  羽田 明 
（副査）教 授  岩瀬 博太郎    教 授  森 千里 
論 文内容の要旨 
【目的】低HDLコレステロール血症の発症に及ぼす血清高感度CRP値の影響を明らかにすることを目的とし
た。 
【方法】調査方法はコホート調査である。対象は2006年から2010年に定期健康診断を受診した男性労働者
6985人で膠原病の既往、低HDLコレステロール血症の診断をされたことがある者は除外した。解析手法は、
毎年の健康診断結果を反映し、交絡要因の補正が可能なpooled logistic回帰分析を用い、研究のエンドポ
イントはHDLコレステロール値40mg/dl未満か、脂質代謝改善薬の内服開始とした。年齢、アルコール消費
量、Body mass index(BMI)、平均血圧、HbA1c、aspartate aminotransferase(AST)、クレアチニン、尿酸、
勤務形態、喫煙習慣、運動習慣、食事を作る人、清涼飲料水の飲用習慣、間食の習慣、職業上のストレス
（職業性簡易ストレス調査票を使用）について補正し、血清高感度CRP値の増加に対するオッズ比を算出し
た。 
【結果】低HDLコレステロール血症の発症率は1000人年当たり59.3人であった。他の因子の影響を補正した
多変量pooled logistic回帰分析において、血清高感度CRP値の1.5倍増加に対するオッズ比は1.05（95%信
頼区間:1.03-1.08）であった。 
【結語】新たな統計学的手法を応用することにより、毎年の種々の因子とその変動を考慮した場合でも、
日本人男性労働者において、血清高感度CRP値が低HDLコレステロール血症発症に関連することが明らかに
なった。 
論文審査の結果の要旨 
本研究の目的は，低HDLコレステロール血症（以下，低HDL）発症に及ぼす血清高感度CRP値の影響を
明らかにする事である．対象は企業の男性労働者9,546人中，ベースライン時点からの低HDL，慢性炎症
性疾患のある者などを除いた6,985人である．年齢，アルコール消費量，BMI，平均血圧，HbA1c，AST，
クレアチニン，尿酸，勤務形態，喫煙習慣，運動習慣，食事を作る人，清涼飲料水の飲用習慣，間食の習
慣，職業上のストレス（職業性簡易ストレス調査票を使用）について補正し，血清高感度CRP値の増加に
対するオッズ比を算出した．その結果，血清高感度CRP値の1.5倍増加に対するオッズ比は1.05（95%信頼
区間:1.03-1.08）であった． 
これまでに関連を示した研究が横断研究であったのに対し，本研究では前向きコホートを対象とした多
変量pooled logistic回帰分析により,低HDL発症が高感度CRP値と正の相関を示した．動脈硬化の要因
である本症発症に，炎症が直接あるいは間接に関与している事を示唆する重要な知見であると評価できる．    
以上より，動脈硬化予防に関して有益な情報を見いだした意義のある論文と認めた. 
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論文内容の要旨 
研究は、女性に特徴的な疾患についてエストロゲン受容体（ER）遺伝子多型の観点からエビデンスを構
築し、今後の性差医療の発展及びテーラーメイド医療の樹立に向けて一助とすることを目的とし検討を行
った。更年期障害患者におけるERα及びβ遺伝子多型解析の結果、ホルモン補充療法（HRT）の実施期間
が1年超の患者では、1年以下の患者に比べてERβ遺伝子のCAリピート多型（D14S1026）18CAリピー
ト及びrs1256049（Rsa多型）A alleleの頻度が有意に高かった。また、21CAリピート以下をS allele、22CA
リピート以上をL alleleとしgenotypeによる検討を行った結果、CAリピート多型SS genotype及びRsa多
型AA genotypeの患者では、他のgenotypeに比べて血管運動神経症状が強く、1年超のHRT実施率も有意
に高かった。関節リウマチ（RA）患者におけるERβ遺伝子多型解析の結果、RA患者では変形性関節症（OA）
患者に比べてCAリピート多型L allele及びLL genotypeの頻度が有意に高かった。また、女性RA患者で
はOA患者に比べてRsa多型G allele及びGG genotype頻度が有意に高く、特に重症RA患者で高かった。
転写活性化作用に対するCAリピート多型の機能解析の結果、CAリピートの長さ（15、18、24及び27CA
リピート）の違いによるルシフェラーゼ活性への影響は認められなかった。以上より、更年期障害におけ
る治療薬選択並びにRAにおける症状及び性差に対して、ER遺伝子多型が関与する可能性を見出し、性差
医療の発展及びテーラーメイド医療の樹立に向けて一助となると考えられた。
論文審査の結果の要旨 
本論文は、女性に特徴的な疾患についてエストロゲン受容体（ER）遺伝子多型の観点からエビデンスを
構築し、性差医療の発展と個の医療の推進を目的に検討したものである。 
即ち、更年期障害患者におけるERα及びβ遺伝子多型解析の結果、ホルモン補充療法（HRT）の実施
期間が1年超の患者では、1年以下の患者に比べてERβ遺伝子のCAリピート多型（D14S1026）18CAリピ
トー及びrs1256049（Rsa多型）A alleleの頻度が有意に高かった。また、21CAリピート以下をshort allele
（S allele）、22CAリピート以上をlong allele（L allele）としgenotypeによる検討を行った結果、CA
リピート多型SS genotype及びRsa多型A genotypeの患者では、他のgenotypeに比べて血管運動神経
症状が強く、1年超のHRT実施率も有意に高かった。 
一方、関節リウマチ（RA）患者におけるERβ遺伝子多型解析の結果、RA患者では変形性関節症（OA）
患者に比べてCAリピート多型L allele及びLL genotypeの頻度が有意に高かった。また、女性RA患者
ではOA患者に比べてRsa多型G allele及びG genotype頻度が有意に高く、特に重症RA患者で高かっ
た。 
転写活性化作用に対するCAリピート多型の機能解析の結果、CAリピートの長さの違いによるルシフェ
ラーゼ活性への影響は認められなかった。 
以上より、更年期障害における治療薬選択並びにRAの発症及び重症度において、ER遺伝子多型が関与
する可能性を見出し、ER遺伝子多型解析が性差医療の発展及び個の医療の推進に向けた一助となること
を明らかにした。 
本論文は、ER遺伝子多型の機能及び臨床応用に関して必要な情報を提供しており、博士（薬学）の学位
論文として価値あるものと認めた。 
